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今年度は、改訂された学習指導要領が中学校で全面実施の年でし

た。急速に進んだGIGAスクール構想と児童生徒1人1台端末整備が完

了し、ICT環境を活用して質を高める段階になりました。学習指導

要領の趣旨の理解も進み、それぞれの教科領域の目標に迫る質的な

改善に向けた教育環境が整いつつあります。 

2020年代を通じて実現すべき、特徴的な「令和の日本型学校教育」

の姿は、「個別最適な学び」と「協働的な学び」です。これまで以

上に個に応じた指導を重視し、子どもの成長やつまずき、悩みなど

の理解に努め、個々の興味・関心・意欲等を踏まえてきめ細かく指

導・支援することや、「主体的・対話的で深い学び」の実現にあた

り、子ども自身が主体的に学習を調整することができるよう促して

いくことが求められています。そして、知・徳・体を一体的に育む

ために、教師と児童生徒、子ども同士の関わり合い、自分の感覚や

行為を通して理解する実習・実験、地域社会での体験活動など様々

な場面でリアルな体験を通して学ぶことの重要性が示されていま

す。 

時代の目まぐるしい変化とともに、学校教育に求められるものや

教育を取り巻く環境、そして学校の風景が大きく変わりました。 

新型コロナウイルス感染症対策を迫られてから時間が経ち、大き

な混乱は見られなくなっています。しかし、依然として残る教育活

動の制限には、子どもたちも教職員も不自由さや学習のやりにくさ

を感じながら学校生活を送る日々が続いています。例えば、行事の

時間短縮や、夏のマスク着用による熱中症対策とのジレンマ、対面

コミュニケーションの制限によるパーテーション、給食の「黙食」

など、今までになかった新しい形が定着しました。 

また、研修の形も多様になりました。目的に応じて集合研修とオ

ンライン研修を使い分けたり、一定期間内にオンデマンドで研修動

画を見たりするなど、複数の形態が定着しました。 

「知・徳・体」を一体的に育む日本型の学校教育は、海外でも高

い評価を得ています。厳しい条件の中、学校や教員は様々な工夫を

凝らし、教育の質的な低下につながらないように努めました。これ

からも令和の時代に合わせた日本型学校教育の充実に向け、学校は、

目の前の子どもたちのためにアンテナを高くして学び続ける教師

集団によって支えられていると信じます。 

今後どのように科学技術が進んでも、子どもたちの教育には、関

わり寄り添う教師の人間味が必要不可欠です。教員として、知識や

技術の向上を目指すことは言うまでもありませんが、今まで教育研

究所としてずっと大事にしてきた「教育は人なり」の想いを胸に、

次年度もスタッフ一同心を一つに、教育研究所の使命を果たすべく

事業運営にあたっていきたいと思います。  
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日本の教育    令和３年度 
 

令和 3年 1月、中央教育審議会は答申の中で、社会の在り方が劇的に変わる「Society5.0 時代」、新

型コロナウイルスの感染拡大など先行き不透明な「予測困難な時代」が到来する中で、2020年代を通じ

て実現を目指す「令和の日本型学校教育」の在り方を「すべての子供たちの可能性を引き出す、個別最

適な学びと協働的な学びの実現」と定義した。鍵となる教職員の資質向上について、教員免許更新講習

の廃止検討と併せ、中教審は、「令和の日本型学校教育」を担う新たな教師の学びの姿の実現に向けて」

の中で、教師自身が主体的に学び続ける姿が、児童生徒にとっても重要なロールモデルとなると示した。 

急ピッチで進められた「GIGA スクール構想」による公立小中学校への 1 人 1 台端末の配備は 20 年度

中に 96.5％の自治体で完了し、今年度は全国的に活用の段階に入っている。 

文部科学省は、初めて特別支援学校の設置基準を制定した。1 学級の人数は、幼稚部が 5 人以下、小

中学部が 6人以下、高等部が 8人以下等、特別支援学校独自の設置基準が 22年度 4月から段階的に施行

される。 

以下に、本年度の教育界の主要な動きを記す。 

◆中学校学習指導要領の全面実施 

昨年の小学校に続き、今年度は中学校で学習指

導要領が全面実施となった。改訂のねらいである

「生きる力」の具体化や教育の在り方をさらに進

化させることに加え、社会との連携、協働を通じ

て「社会に開かれた教育課程」実現が重要である

と示されている。 

◆全国学力学習状況調査、全国体力・運動能力、

運動習慣等調査            

昨年度、緊急事態宣言の全国拡大を受けて中止

となった全国学力学習状況調査、全国体力、運動

能力・運動習慣等調査が実施された。 

スポーツ庁が公表した 21年度「全国体力・運動

能力、運動習慣等調査」（全国体力テスト）の結

果を見ると、体力合計点は小中学校で男女ともに

低下、特に男子は 08年度の調査開始以来最低を記

録した。新型コロナウイルス禍による体力低下が

課題となった。 

文部科学省と国立教育政策研究所が３月に公表

した「全国学力・学習状況調査」の「経年変化分

析調査」によると、比較可能な 21年度と 16年度

の学力テスト問題の成績を比べ、新型コロナ禍の

学校休業による学力低下は見られないと分析し

た。 

◆新型コロナウィルス感染予防対策と影響 

 文部科学省は、新型コロナの感染拡大を受け、

合唱、器楽演奏、対面式グループワーク、密集す

る運動など感染リスクの高い教育活動を控えるよ

う都道府県教育委員会等に通知を発出した。 

昨年度新型コロナウイルスの影響で延期になっ

た東京五輪・パラリンピック大会が 1年遅れの日

程で開催された。感染症対策として原則無観客と

した会場もあった。「学校連携観戦プログラム」

は自治体や学校の希望に応じて実施された。 

 また、昨年度中止となった全国高校総合体育大

会（インターハイ）（高校体育連盟）、全国中学

校総合体育大会（全国中学校体育連盟）、第 103

回全国高校野球選手権大会（日本高校野球連盟）

も今年度は実施された。 

◆今日的教育課題 

 ・20年度の「問題行動・不登校児童生徒数は 19

万 6127人、小中高校生の自殺者は 415人で共に過

去最多を記録した。 

 ・家族の介護などを大人の代わりに担う 18歳未

満の子供「ヤングケアラー」は、全国の中学 2年

生の 5.7％、高校 2年生（全日制）の 4.1％である

ことが文科省・厚生労働省の両省調査で判明した。 

 文科省は、公立学校の教員不足で初の実態調査

の結果を発表した。21年 4月始業日時点で、全国

の小学校 4.9％、中学校 7.0％、高校 4.8％で合計

2558 人の教員不足が明らかになった。 

◆教員の働き方改革 

 文部科学省は、21年度「学校の働き方改革のた

めの取組状況調査」の結果を公表した。コロナ禍

による部活動自粛や学校行事縮小などで、教員の

時間外勤務は改善傾向がみられた。 
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 横須賀の教育   令和３年度 

－ 子ども － 

 本年度、市立学校に在籍する幼児児童生徒数は、幼稚園 43 人、小学校 17,118 人、中

学校 9,007人、特別支援学校 65人、高等学校 1,156人で、減少傾向が続いている。 

（令和３年５月 1日現在） 

 

 

 

（１）子どもの体力・運動能力、運動習慣等 

平成 27 年度より小学校３年生から中学校３年

生、全児童生徒を対象に「横須賀市児童生徒体力・

運動能力、運動習慣等調査」を実施し、実技調査

の結果や運動習慣等の体力との関連が深い事柄に

ついて、その経年変化などから本市の子どもの傾

向や課題について分析してきた。（令和２年度に

ついては、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り中止） 

体力合計点については、令和元年度に比べ、ほ

とんどの学年において数値が下がった。また、朝

食摂取状況、睡眠時間やスクリーンタイムの増加

など生活習慣についても多くの課題が残った。 

 

（２）児童生徒の意識調査 

 本市では、指導の重点１として「学力を向上さ

せます」、重点２として「認め合い高め合う関係

を築く力を育てます」を設定している。その実態

を把握するものとして、令和３年度実施の全国学

力・学習状況調査の児童生徒質問紙の回答結果を

分析した結果、次のような傾向が見られた。 

 

横須賀市立学校の質問紙調査結果 

※小学校２～５年生と中学校１・２年生を対象 

 
 

 

 

 

【家族のささえ、友達のささえ、先生のささえ】 

 全ての学年で全国平均値を上回っており、家族

や友だち、先生との関係については、全国と比較

して良好であると捉えることができる。 

【感動体験】 

 小学校５年生以上に設定されている「感動体験」

については特に良好な値を示しており、自分の変

化の転機となるような出会いには比較的恵まれ、

それに気づく心も育まれていることがみとれる。 

【充実感と向上心】 

 小学校２年生以外の全ての学年で全国平均値を

下回っており、今現在の充実感を実感し、未来の

自分を信じて頑張る力を伸ばす機会を、より充実

させることが求められる。 

【学級の規範意識、学級の絆、いじめのサイン】   

 学年が上がるにつれて値が上昇する傾向があ

り、より良い学級集団が形成されている。 

【対人ストレス】 

 学年が上がるにつれて値が下降する傾向があ

り、人間関係のストレスを、上級学年ほど全国平

均値よりも強く感じていることがうかがえる。 

【学習習慣、学習意欲】 

 全ての学年において全国平均値を下回ってお

り、学習意欲を持たせ、基本的な学習習慣を確立

することができるよう、指導改善を図る必要があ

る。 

 

横須賀市立学校の質問紙調査結果 

【小学校６年生】 

 ５つの質問項目で、全国との差が８ポイントを

超えており、それぞれの結果から次のような傾向

をみとることができる。 

① 家で自分で計画を立てて勉強をしている児童  

の割合が低い。 

② 土曜日や日曜日など学校が休みの日に、勉強を

する時間が短い。 

③ 新聞を読まない児童の割合が高い。 

④ ５年生までに受けた授業で、コンピュータなど

のＩＣＴ機器を使用する頻度が低かった。 
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⑤ 学校で、コンピュータなどのＩＣＴ機器を、他

の友達と意見を交換したり、調べたりするために

使用する頻度が低い。 

【中学３年生】 

 ６つの質問項目で、全国との差が８ポイントを

超えており、それぞれの結果から次のような傾向

をみとることができる。 

① 学校の授業時間以外の平日に、勉強をする時間

が長い。 

② 学習塾の先生や家庭教師の先生に教わってい

る生徒の割合が高い。 

③ 学校の授業時間以外に、平日に読書を全くしな

い生徒の割合が高い。 

④ 新聞を読まない生徒の割合が高い。 

⑤ １・２年生のときに受けた授業で、コンピュー

タなどのＩＣＴ機器を使用する頻度が低かった。 

⑥ 学校で、コンピュータなどのＩＣＴ機器を、他

の友達と意見を交換したり、調べたりするために

使用する頻度が高い。 
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－ 教職員数 －  

資料から職員数の傾向を分析すると、直近５年間で退職者数が新採用者数を常に上回
り、その結果、各学校では年齢構成のバランスが崩れるとともに、経験５年未満の職員
が３割に迫る状況である。このため、人材育成が最重要課題であり、教育委員会が中心
となり研修等を進めている。また、今後においては児童数・生徒数が減少するものの、
小学校においては１学級の上限人数の変更も想定され、教職定数は一定程度維持されて
いくと推測する。この推移から、経験豊富な教員の数は極端に減少し、各学校に経験 10
年未満の教員が増加していくため、教職員の研修の在り方や校内の研修の在り方を検討
していく必要がある。

◆教職員数の推移状況 

※令和３年５月１日現在 

 ※高等学校は、全日・定時を含む 

 ※（ ）内については、事務職員・栄養職員数 

 

 《表１》市立小・中学校の教職定数の推移（人） 

年 小学校 中学校 
高等学校 

特別支援学校 
合計 

28 
1,058 

（61） 

679 

（29） 

163 

（13） 

1,900 

（103） 

29 
1,060 

（61） 

669 

（29） 

164 

（14） 

1,893 

（104） 

30 
1,072 

(52) 

660 

(30) 

158 

(12) 

1,890 

(94) 

R１ 
1,082 

（59） 

654 

（26） 

159 

（10） 

1,895 

（95） 

R２ 
1,072 

（56） 

647 

（26） 

161 

（12） 

1,880 

（94） 

R３ 
1,077 

（58） 

651 

（26） 

162 

（13） 

1,890 

（97） 

      

 《表２》退職教職員数の推移（人） 

年 小学校 中学校 
高等学校 

特別支援学校 
合計 

28 
50 

(２) 

34 

（０） 

11 

（０） 

95 

（２） 

29 
51 

（２） 

38 

（２） 

10 

（０） 

99 

（４） 

30 
61 

(５) 

38 

(２) 

10 

(０) 

109 

(７) 

R１ 
53 

（１） 

32 

（０） 

11 

（０） 

96 

（１） 

R２ 
34 

（５） 

35 

（０） 

17 

（０） 

86 

（５） 

R３ 
38 

（６） 

27 

（０） 

12 

（０） 

77 

（６） 

  

 

 《表３》初任者研修対象教員数の推移（人） 

（養護教諭含む） 

年 小学校 中学校 
高等学校 

特別支援学校 
合計 

28 
47 

（０） 

43 

（１） 

０ 

(１) 

90 

(２) 

29 
44 

（４） 

30 

（０） 

２ 

（０） 

76 

（４） 

30 
44 

(１) 

25 

(１) 

０ 

(１) 

69 

(３) 

R１ 
52 

（１） 

30 

（０） 

０ 

（１） 

82 

（２） 

R２ 
56 

（２） 

33 

（０） 

３ 

（０） 

92 

（２） 

R３ 
55 

（２） 

32 

（０） 

7 

（１） 

94 

（３） 

 

《表４》再任用教職員数の推移（人） 

 

年 小学校 中学校 
高等学校 

特別支援学校 
合計 

28 
49 

(６) 

27 

(２) 

12 

(０) 

88 

(８) 

29 
53 

（３） 

37 

（０） 

18 

（０） 

108 

（３） 

30 
66 

(５) 

41 

(１) 

15 

(０) 

122 

(６) 

R１ 
60 

（６） 

50 

（１） 

17 

（０） 

127 

（７） 

R２ 
54 

（８） 

53 

（１） 

22 

（０） 

129 

（９） 

R３ 
52 

（13） 

64 

（０） 

30 

（０） 

146 

（13） 
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 横須賀の教育   令和３年度 

－ 教育行政 － 

 令和３年度の教育費当初予算総額は、166億 742万千円、前年度比で 1.0％、17億 2950

万円の増額。一般会計に占める割合は 9.4％。 

 平成 29年 11月 28日付教育委員会委員長等の選任以降、平成 30年 12月 22日まで、

教育委員会は、新倉聡教育長、荒川由美子委員（教育長職務代理者）、三浦溥太郎委員、

小栁茂秀委員及び澤田真弓委員の体制で執行した。平成 30年 12月 23日付で、三浦溥太

郎委員に替わり川邉幹男委員が選任され、更に令和元年 11月１日付で、小柳茂秀委員に

替わり元木誠委員が選任された。これにより、新倉聡教育長、荒川由美子委員（教育長

職務代理者）、澤田真弓委員、川邉幹男委員及び元木誠委員の体制となった。なお、令

和２年８月１日付で、新倉聡教育長が再任された。 

 

◆教育政策関連 

平成 23年度から、教育の振興に関する施策や

考え方を示した「横須賀市教育振興基本計画（11

年間）」が実施されてきた。基本計画では、子ど

もの教育を重点的に捉え、教育に関する考え方を

「横須賀の子ども像」と「目指す子どもの教育の

姿」として示し、学校・家庭・地域において、本

市の目指す教育について共通の意識を持ち、相互

に連携を図ることを目指してきた。 

平成 30年度からスタートした「第３期実施計

画」では、｢『生きる力』の育成｣を目指した学校

教育編、｢いつでも、どこでも、だれでも学べる

社会の実現｣を目指した社会教育編の２つに区分

し、施策・事業を位置付けてきた。 

これらの実現に向けた重点課題として、「学

校・家庭・地域の連携推進」「学力の向上」「健

康の保持増進と体力の向上」「いじめ・暴力・不

登校の未然防止と早期解決」「学校の教育力向上」

「社会教育施設による学習支援の推進」を位置付

け、対応する事業を中心に取り組んだ。 

また、令和４年度以降の新たな教育振興基本計

画の策定を行った。 

 

◆教育指導関連 

学力向上事業では、引き続き小中学校に学習支

援員を配置するとともに、小学校３年生が 35 人

以下の少人数学級となるよう非常勤職員を配置し

た。また、経験年数の少ない小学校低学年担任の

教員の授業力向上をサポートするために、小学校

低学年授業アドバイザーを配置した。中核教員育

成事業も継続し、市内学校からの推薦を受けた中

核教員の育成のために、授業改善の視点で年間を

通じて担当指導主事が授業にかかわる指導助言を

行った。国際コミュニケーション能力育成事業で

は、市立全学校へネイティブスピーカー指導者を

配置した。小学校では、指導主事や外国語活動ア

ドバイザーによる外国語の授業実践の研修を引き

続き実施するとともに、英語専科教員の配置も、

引き続き 10名を 40校に配置した。中学校では、

市内中学校３年生のうち、希望者全員を対象に英

検３級の受験料の全額補助を引き続き行った。 

児童生徒の行事としては、読書感想画展、児童

生徒書写作品展、児童生徒造形作品展、小学校創

意工夫展を通常通り開催した。また、作詞･作曲募

集、学校文集等の作品募集も行った。芸術鑑賞会、

子どものための音楽会は新型コロナウイルス感染

症感染防止の観点から中止した。 

小中学校教育課程研究会は、６月はオンライン

により開催とし、８月は小学校は文書報告により、

中学校はオンラインにより開催した。幼稚園教育

課程研究会は７月に、高等学校教育課程研究会は

11月に集合して開催した。 

 

◆支援教育関連 

「支援教育推進プラン（後期）」に基づき、共

生社会の実現に向けたインクルーシブ教育システ
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ム構築に向け、４年目の取組を進めた。また、本

年度は、次期支援教育推進プランの作成を進めた。 

国立教育政策研究所の「魅力ある学校づくり調

査研究事業」研究を、鴨居中学校区３校（鴨居中、

鴨居小、小原台小）に委託し、不登校の未然防止

に向けた１年目の取組を進めた。 

神奈川県教育委員会の「インクルーシブ教育校

内支援体制整備事業」については、公郷小学校を

指定校とした。 

校内支援体制の充実を図るため、不登校児童生

徒への支援やいじめ等の未然防止及び早期発見・

早期解決に向けて、各種相談員やスクールソーシ

ャルワーカー、スクールカウンセラーが丁寧にそ

れぞれのケースに対応した。また、教育委員会教

育相談では、学校との連携を重視して対応した。 

支援教育研修講座や特別支援学級新担任者研修

講座、児童指導担当者研修講座、生徒指導担当者

研修講座では、様々な子どもの教育的ニーズに的

確に対応できるよう、内容の充実に努め、教職員

の資質向上を図った。支援教育コーディネーター

連絡会で、「インクルーシブ教育システム構築支

援データベース（国立特別支援教育総合研究所）」

の活用や不登校の要因分析等について取り上げ、

支援教育コーディネーターのスキルアップと校内

支援体制づくりの強化を図った。 

主催行事では、不登校児童生徒及びその保護者

を支援するため「進路情報説明会・不登校相談会

（10/３）」を開催した。また、特別支援教育に関

しては「第 11回児童生徒ふれあい作品展」(11/26

～10/30）を開催した。「就労支援のための合同学

習会（11月）」は、集合開催とせず、申込者に資

料を郵送して情報提供を行った。 

 

◆保健体育課関連 

学校保健関係では、児童生徒の疾病を予防する

ため、就学時健康診断、結核検診、尿検査（蛋白、

潜血、糖）及び心臓検診の健康診断を実施した。 

準要保護児童生徒に対して眼鏡購入費等を援

助した。 

児童生徒に安全な環境を確保するとともに教

育効果を高めるため、学校環境衛生検査を行った。 

学校保健の充実発展を図るため、心肺蘇生法実

技研修講座、薬物乱用防止等の健康安全に関する

研修講座、養護教諭研修講座、よい歯の図画・ポ

スターコンクール及び標語コンクール、横須賀市

学校保健大会などを開催した。 

学校管理下における児童生徒の災害に対して

独立行政法人日本スポーツ振興センターに給付金

を請求し、保護者に支給した。また、市立学校災

害見舞金支給要綱に基づき見舞金を支給した。 

 

◆学校食育課関連 

学校給食法に基づき、市立小学校・ろう学校で

は全市統一献立により、養護学校は独自献立によ

り完全給食を実施した。 

市立中学校では４月から９月中旬まで牛乳給

食を実施し、９月下旬から給食センターによる完

全給食を実施した。  

完全給食実施に伴う各種研修会、各種検査、給

食施設の維持管理、給食用備品・消耗品の整備な

どを行った。また、統一献立での地場産物の使用

や米飯給食の推進を行った。  

平成 30 年度から学校給食費を公会計化し、給

食費の徴収・管理及び未納者への督促等を行った。

準要保護児童生徒に対しては、給食扶助費を支給

した。  

学校における食育推進のため、食育担当者会を

はじめ、栄養教諭ネットワーク会議や研修会を開

催した。 

 

◆学校施設の整備 

本年度の主な学校教育施設整備は、外壁改修（城

北小、衣笠中、ろう学校）３校、体育館改修（武

山小、荻野小）２校、教室改修（浦郷小、粟田小）

２校、トイレ改修（岩戸小、野比小、野比東小、

公郷中、岩戸中）５校、などを実施した。 

また、GIGAスクール構想に伴い、構内情報通信

網改修工事（小学校全 46校、養護学校）47校、

を実施した。 

上記のほかにも様々な学校で施設改修を実施し

た。 
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教育研究所概観   令和３年度 

 

学校と教育委員会が取り組むべき指導の重点として、「学力を向上させる」「認め合い

高め合う関係を築く力を育てる」「健康の保持増進と体力の向上を図る」の３つを設定し、

各課が連携を取りながら横須賀の目指す子ども像『人間性豊かな子ども』に迫るため各施

策・事業を推進してきた。「横須賀市学力状況調査（小３～中３）」及び「全国学力学習

状況調査（小６、中３）」が実施された。 
市内小・中学校における「小中一貫教育に関する日」は年間３回設定したが、密集を避

けるために全体会は行わず、担当者間での協議などに形を変えるなど、工夫しながら取組

を行った。 
 

１ 概要 

○教員研修における、職位・経験に応じた資質・

能力の向上と人材育成 

 本市の研修体系に基づき、教職員の資質・能

力の向上を図るため、実践的で実り多い研修を

実施した。 
○調査研究、カリキュラムセンター機能のより一

層の充実 

 ここ数年で、調査研究を充実した事業とする

ために工夫をしてきた。今後、カリキュラムセ

ンターとして、機能を十分に発揮するにはどの

ようにしていくかを検討していく。 
○教育の情報化推進のための３つの柱 
①授業における機器の有効活用 
  情報活用能力の育成を図るためには、各教

科等において機器を適切に活用した学習活動

の充実を図ることが重要である。機器の持つ

特性を生かして、さらに授業を豊かなものに

していくことと併せて、次年度から実施とな

るプログラミング教育に向けての研修の充実

を図っていく。 
②情報教育の推進 
  教員の指導力をはじめ、情報モラルの育成

等に関しては、引き続き、他課と連携して進

めていく必要がある。 
③校務における情報化 
  子どもと向き合う時間づくりと教育情報を

共有することをねらいとして、一定の成果は

得られている。今後は、今の環境をどう維持

していくかが課題となる。 

○環境整備及び業務・予算の適正な執行 

 業務及び予算執行で滞ることなく、適正に執 
行してきた。 

○他課との密接な連携を取りながらの運営 

 研修を実施していく上で、関係している課と 
連携していくことが必要不可欠である。今後も 
教職員の資質・能力の向上を目的として、学校 
を支援できる教育研究所として運営していく。 
 

２ 調査研究 

横須賀市の学校教育の現状を把握し、学力向上

にむけ、現在の教育課題の解決と学校教育の一層

の充実に貢献することを目指し、県や他市、大学

等の研究発表に参加した。 

本年度の横須賀市長期研究員は、平成 29年告示

の学習指導要領において示されている「情報活用

能力の育成」と、GIGAスクール構想に基づく「１

人 1台端末の活用」を研究主題として、大津学校

板越秀介教諭が研究に取り組んだ。 

理科センターとしては、理科室の環境整備を進

め、理科教材の開発とその発信に努めた。また、

適切な薬品管理に努めるように各校に指導・助言

を行った。 

レファレンスとして、図書・資料室の機能整備

と有効利用の促進、理科教材の展示、コンテンツ

の有効活用に関する情報提供などに努めた。 

GIGAスクール構想の実現へ向け、関係各課と協

力しながら整備等に取り組み、小・中・特別支援

学校において１人１台端末の環境が整った。 
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３ 教員研修 

平成 29 年７月に告示された新学習指導要領解

説では、今回の新学習指導要領改訂の経緯として、

「学校教育には、子供たちが様々な変化に積極的

に向き合い、他者と協働して課題を解決していく

ことや、様々な情報を見極め知識の概念的な理解

を実現し情報を再構成するなどして新たな価値に

つなげていくこと、複雑な状況変化の中で目的を

再構築することができるようにすることが求めら

れている。このことは、本来、我が国の学校教育

が大切にしてきたことであるものの、教師の世代

交代が進むと同時に、学校内における教師の世代

間のバランスが変化し、教育に関わる様々な経験

や知見をどのように継承していくかが課題とな

り、また、子供たちを取り巻く環境の変化により

学校が抱える課題も複雑化・困難化する中で、こ

れまでどおり学校の工夫だけにその実現を委ねる

ことは困難になってきている。」とある。 

そのような背景の中、教育公務員特例法等が平

成 28年に改正され、そこでは 10年経験者研修が

弾力的な運用が認められる中堅教諭等資質向上研

修となり、教員の育成に関する指標の全国的整備

など、大学での養成期からを見通した教員の研修

についての見直しが示された。それを受けて、平

成 29年に神奈川県の「校長及び教員の資質向上に

関する指標」が策定された。これにより、校長及

び教員の資質育成の目指すところが明らかになっ

た。 

このような流れを受けて、教育研究所でも横須

賀市の研修体系を大きく見直し、平成 29年度より

新研修体系で研修が実施されている。 

令和３年度は研修内容の精選と学校現場や受

講者のニーズを反映し、以下のとおり見直しを図

った 

・各経験年数に応じた研修において、子どもの実

態に合った授業づくり、人権教育、インクルー

シブ教育、公務員としての服務や教職員のセル

フマネジメントについての内容を取り入れ、総

合的・系統的に実施した。 

・令和３年度から横須賀総合高等学校に初任者が

配属され、神奈川県立総合教育センターと連携

して、高等学校用初任者研修カリキュラムを設

定し実施した。 

・初任者研修では千代ヶ崎砲台跡等、久里浜から

浦賀にある史跡をフィールドワークし、地域教

材の活用について学ぶとともに、コロナ禍で協

働性の意識の高揚を図った。 

・中堅教諭等資質向上研修については、校外研修

の内容を精選し、受講者のリーダーとしての意

識の高揚と、校内での OJTの促進を図った。 

 

研修の内容についても「神奈川県のめざすべき

教職員像」の３つの柱である「授業力」「課題解

決力」「人格的資質・情熱」を育てるのに十分か

どうか、横須賀市の教員の実態にも合わせながら

内容を検討している。 

経験の浅い教員に対しても、即戦力となるよう

過大な期待が寄せられ、それをつなぐ中堅層にお

いても、学校の運営の主体となれるよう、優れた

能力を発揮できる人材の育成が急務となってい

る。同時に臨時的任用職員や非常勤講師の割合も

高くなっており、各校での教員の若年化が急速に

進んでいる。 

教育研究所では、このような現状に対して、意

図的で計画的な人材育成を図る研修の仕組みづく

りを模索してきた。基本研修における「ペア」ま

たは「グループ」による校内研修の実施は、コロ

ナ禍においても授業を通して校内で学び合う機会

の充実につながっている。また、教職経験年数が

異なる者同士がつながり合い、学び合う機会も充

実させてきた。経験によって培われた教師の力が

しっかりと継承されていくことが、子どもたちに

対する教育の質の向上につながることと期待され

る。 

令和３年度は、具体的な目標と方針として①教

師として求められる資質・能力、指導力の向上を

図ること②学校組織の活性化と人材育成を図るこ

とを掲げて事業を展開してきた。 

令和３年度は新型コロナウイルスの影響によ

り、集合研修を行うことができない期間もあった

が、そこでは、研修動画を視聴する研修やオンラ

インによる研修など、多様な研修スタイルを取り

入れてきた。 

また、一人一人が教師としての高い志を持ち続
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け、学校においても優れた教師を育てようとする

意識が高まるよう、サポート研修をはじめ教育研

究所としてのきめ細やかな支援を大切にして取り

組んできた。 

教師が学びたいときに学び、自己のキャリアや

職能に応じて、自らの資質を向上できる研修体系

を今後も維持、発展していきたい。 

 
４ 教育の情報化推進 
 学習指導要領に示された「情報活用能力の育

成」「ICT機器を適切に活用した学習活動の充実」

を実現するため、学校の ICT機器の環境整備と活

用推進を図る事業を行った。特に、GIGAスクール

構想の推進のため関係各課と連携しながら取り組

んだ。 

 また、「校務の情報化」を目的として校務支援

システムの活用推進を図る事業を行った。さらに、

教育の情報化・GIGAスクール構想推進のために、

１人１台端末活用のための研修・授業での活用参

観・プログラミング教育実施に向けた研修を計画

した。 

 本年度も引き続き、授業・校務における ICT機

器・校務支援システムの活用推進を軸に、校務支

援システムによる成績入力、通信簿作成、中学校

調査書の作成、指導要録、健康診断票の作成、学

校ホームページの更新などの訪問研修を適宜行

い、現場に寄り添った支援に力を入れた。また、

１人１台端末が小・中・特別支援学校に整備され

たため、活用の様子を積極的に参観をした。 

情報セキュリティを確保するため、「学校の保

有する情報の取扱いに関する基準」の周知を図る

とともに、ICT 担当者会や情報セキュリティ月間

（５,10,２月）を通して、情報セキュリティ喚起

の取組を行った。 

 今後の課題は、GIGAスクール構想により配備さ

れた 1人１台端末を活用した効果的な ICT機器の

活用の促進を図るための研修や授業支援の充実、

職員と児童生徒の情報モラルの育成などである。 

 
５ 教育研究所運営に関する懇話会 

（１）構成員 

<座  長> 佐藤 昌俊 (武山中学校長) 

<副 座 長> 金子美夕貴 (粟田小学校長) 

< 構 成 員 > 伊 藤  学 (横須賀総合高等学校長) 

< 〃  > 高島 洋子 (富士見小学校長) 

< 〃  > 古敷谷博明 (大矢部中学校長) 

< 〃  > 川 上  誠 (教育指導課長) 

   

（２）教育研究所運営に関する懇話会 

第１回教育研究所運営に関する懇話会 

  日時 令和３年５月 11日（火）10時開催 

  場所 教育研究所 第２研修室 

 第２回教育研究所運営に関する懇話会 

  日時 令和４年１月 21日（金）10時開催 

  場所 教育研究所 第１研修室及びオンライン 

  横須賀市教育研究所条例に基づき、年２回の

教育研究所運営に関する懇話会を開催した。 

第１回では、教育研究所の運営についての質

疑応答・意見交換を行った。 

  第２回では、一年間の成果と課題について、

意見交換し、次年度の運営についてご意見をい

ただいた。 

 
６ 令和３年度予算 
教育研究所費の令和３年度一般会計当初予算額

は、1,008,906 千円であった。このうち、情報シ

ステムの運用や情報教育の推進に係る情報関連予

算は 674,930千円で、全体の約３分の２を占めて

いる。 

 また、各学校費において、市立の小中学校、特

別支援学校、高等学校における教育用パソコン等

の整備・運用に関する予算 276,495千円について

も所管しており、これらを合わせた情報関連予算

は、951,425千円となる。 

その結果、所管予算全体では、1,285,401 千円

となった。 

 

合計(①+②) 1,285,401 

① 教育研究所費 小計 1,008,906 

・情報関連費 

 *情報教育研修費 

 *よこすか教育ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ事業費 

674,930 

(5,000) 

(425,462) 
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 *ICT活用教育推進事業費 (244,468) 

・給与費 197,687 

・学力向上・教育課題研究事業費  579 

・資料情報提供事業費 810 

・理科教育研修費 1,792 

・教員研修事業費 4,613 

・教育研究所管理運営費 128,495 

② 学校費 小計 276,495 

・教育用 PC等の整備・運用費 276,495 

（単位千円） 

 
７ 職員 

（１）職員の配属と異動 

令和３年度の教育研究所は、所内に教育情報担

当課が新設され、２課で組織することとなった。

所長、担当課長含め職員 19 人、会計年度職員 11

人、長期研究員 1人で組織した。加えて、教教育

指導課の外国語アドバイザー２人の合計 33 人が

教育研究所で勤務している。 

 新設された教育情報担当課長に市民部窓口サー

ビス課から飯田達也、教育情報担当課 ICT活用推

進担当の主査指導主事として浦賀中学校から丸瀬

正、同じく教育指導課から新谷美紀、教育研究所

研修・調査研究担当指導主事として、森崎小学校

から淺見浩、同じく田戸小学校から鈴木徹也が、

教育情報担当課 ICT環境整備担当として、経営企

画部情報システム課から山口新人が赴任した。 

 なお、教育研究所に教育情報担当課が新設され

たことに伴い、情報政策課システム室から北川敬、

三ツ堀幸正、小牧武史、教育研究所調査研究担当

から伊東誠司、渡邉雅人が配置換えとなった。 

 加えて、大津中学校籍の長期研究員として板越

秀介が教育研究所への配属となった。 

 また、主査指導主事の小平功一郎が常葉中学校

の教頭へ異動、再任用指導主事の山岸義之は任用

を更新せず退任となった。 

 
 
 
 

（２）人員構成（令和３年４月１日現在） 

所  長 阿部 優子 (教育研究所の総括) 
課長補佐 中村 洋介 (管理運営等）  

主査指導主事 市下 啓嗣 (指導主事の統括） 

〃 田山 雅也  
(研修・調査研究担当の

総括) 
指導主事 岩久 玲子 (研修・調査研究等) 

〃 高瀬 鉄平 (研修・調査研究等） 
〃 淺見 浩 (研修・調査研究等） 

指 導 主 事 鈴木 徹也 (研修・調査研究等） 
主  任 川本 正明 (管理運営) 

〃 山岸 弘美 (管理運営) 
長期研究員 板越 秀介 (調査研究等) 

会計年度職員 菅原 和子 
(教育史・ 
よこすか教師塾等) 

〃 八木田 実 
(研修補助・ 
よこすか教師塾等) 

〃 長島 智仁 
(理科教育・ 
よこすか教師塾等) 

    〃 棚橋 美江子 (研修事務等) 

〃 河合 陽子 
(図書資料整備、 
研修補助等) 

〃 大橋 尚美 (研修事務全般等) 
〃 井上 浩二 (施設管理運営等) 
   

教育情報担当課   

課  長 飯田 達也 
(教育情報担当課の 
総括） 

課長補佐 北川 敬 (ICT環境整備等) 

主査指導主事 伊東 誠司 (ICT教育的活用等） 

〃 丸瀬 正 (ICT教育的活用等) 

〃 新谷 美紀 (ICT教育的活用等） 

指導主事 渡邉 雅人 (ICT教育的活用等） 

主  任 三ツ堀 幸正 （ICT環境整備等） 

〃 小牧 武史 (ICT環境整備等） 

担  当 山口 新人 （ICT環境整備等） 

会計年度職員  柏木 崇子 （教育情報化支援員） 
〃 高木 恵美子 （教育情報化支援員） 
〃 堀越 佳子 (教育情報データ整理等) 

〃 加藤 美由紀 （教育の情報化推進等） 
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教育指導課 

外国語アドバイザー 
菊池 由美子 (外国語教育） 

〃 久岡 美佳 (外国語教育） 
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調査研究関係 

 調査研究では、教育に関する情報や資料の収集・発信の充実を重点目標として取組を進

めた。 

横須賀市長期研究では、「１人１台端末の活用による情報活用能力の育成」をテーマに

研究を行った。 

資料・情報提供事業では、横須賀市教育情報センターイントラネットサイトと教育研究

所図書資料室を充実させることに努めた。経験年数が浅い教員の参考となるよう、イント

ラネットサイトに学習指導案を掲載したり、図書資料室に「授業づくり」「学級づくり」

などの書籍を整えたりした。学習評価に関する参考資料やタイムマネジメントに関する書

籍も配架した。カリキュラムセンターとしての機能の充実を図るべく、イントラネットサ

イト内の資料の追加・更新・整理に努めた。 

理科センター機能の充実にも努め、理科教育研修講座やパワーアップ研修講座を開講し、理科教育

の充実に努めた。また、様々な理科教育に関する資料を作成し、イントラネットサイトや理科室に掲示

し、活用を促した。 

 

 調査研究事業 

１ 長期研究 

令和３年度の長期研究は「１人１台端末の活

用」を研究テーマとして実施した。 

概要は、次のとおりである。 

(１)研究員  

     大津中学校 板越 秀介 教諭 

(２)研究主題 

１人１台端末の活用による情報活用能力の育成 

～「問題解決・探究における情報を活用する力」 

に焦点をあてて～ 

(３)アドバイザー 

横浜国立大学 学校教員養成課程 

教授 山本 光 様 

(４)主題設定の理由 

 学習指導要領解説総則編（平成 29年告示）に

おいて、子どもが学習の基盤となる資質・能力

の一つである情報活用能力の育成を図るため、

各学校において、コンピューターや情報通信ネ

ットワークなどの情報手段を活用するために必

要な環境を整え、これらを適切に活用した学習

活動の充実を図ることと示された。そこで、１

人１台の端末を活用し、主体的に問題を発見・

解決したり、自分の考えを形成したりする学習

活動を通して、情報活用能力が育成されるかを

検証する必要があると考えた。 

(５)研究内容 

  情報活用能力の中の「思考力・判断力・表現 

 力等」に分類される「問題解決・探究における 

 情報を活用する力」に焦点をあて、中学校第２  

 学年社会科において、次の実践を行い、生徒の 

 変容を分析・考察した。 

 ア １人１台の端末を活用した課題解決学習 

 イ 「Jamboard」と「Googleスライド」を使用 

  した思考の整理と情報の発信 

  １人１台の端末を使用することで、課題解決 

 のために必要な情報を個々で収集するととも 

 に、集めた情報を思考ツールや「Jamboard」で 

 活用して整理し、Googleスライドでまとめるこ 

 とで、考えを広めたり深めたりできるなど学習 

  活動の幅が広がった。これらの活動により、生 

  徒の情報活用能力は向上したと言える。 

(６)研究成果の発信 

 ・研究発表会の実施 

 ・イントラネット上で情報発信 

 ・県教育研究所連盟研究発表会で提案 
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２ 神奈川県教育研究所連盟 研究発表大会 

11 月９日(火)、神奈川県教育研究所連盟第 68

回教育研究発表大会において、令和２年度横須賀

市教育研究所長期研究員の明石 翔太教諭(田戸

小学校)が発表する予定であったが、中止となっ

た。 

 

 資料･情報提供事業   

【図書・資料】 （R4,3,31現在） 

１ 図書資料  

 令和３年度の図書購入予算は、CD・DVD 付図書

も含めて 27万 5千円であった。この予算で、合計

122冊の図書を購入した。寄贈本は 20冊。GIGAス

クール構想関連の ICT活用、学力向上への対応や

各教科・領域、教師としてのスキルアップ等に関

する図書を購入した。特に新学習指導要領の解説

書や新学習指導要領に則した授業づくりに関する

もの、音楽教育・外国語教育・人権教育に関する

もの、これから求められる教育・教師像などに関

するもの、教師力を向上させるもの、教員採用試

験対策本などを購入した。 

 所蔵数は、図書 27,017 点、教育ビデオ 22 点

DVD95 点（それ以外に本研究所内で視聴可能なビ

デオ 173点、DVD13点）である。 

 また、保管している市内各学校や各地の研究機

関・大学･学校・出版社等から寄贈された研究紀要

及び教育資料等は、前年度より 284点増え、26,029

点になった。 

３年度に閲覧提供した雑誌等は次の 15種類で、

第 1 研修室前の棚に配架した。購入教育雑誌は 9

種類である。 

〔定期購入したもの〕 

① 初等教育資料    ② 中等教育資料  

③ 高校教育     ④ 総合教育技術 

⑤ 教育        ⑥ 教育展望 

⑦ 日経 PC21     ⑧ 内外教育  

⑨ 語る・かたる・トーク 

〔その他：寄贈等〕 

⑩ 指導と評価    ⑪ 日本教育  

⑫ 部落解放      ⑬ 人権と部落問題  

⑭ ヒューマンライツ ⑮ ＰＨＰ 

広報よこすか、県のたより、人権のとも、更生

保護よこすか、よこすか社協だより、よこすかボ

ランティアニュース、まなびかんニュースなどは、

２階事務室前の雑誌専用書架に配架している。貸

し出しはしていないが、常時閲覧可能である。 

購入している新聞は、次の２紙である。 

①日本教育新聞  ②神奈川新聞 

また、教育家庭新聞教育マルチメディア号は寄

贈されている。日本教育新聞、教育家庭新聞マル

チメディア号は２階事務室前の雑誌専用書架に、

神奈川新聞は事務室に配架している。 

 

２ 図書室・資料室の環境整備 

本研究所図書室の ICT環境は、ノート型 PC1台

とプリンター1 台により、図書室の利用者の利便

性を確保している。 

図書室内のコーナーを分かりやすくなるよう常

に配置の工夫をしている。小学校の外国語教育が

必修化されたことを受け設置した、英語の絵本や

オーストラリアを紹介するグッズなどの展示コー

ナーや、令和３年度用の中学校教科書コーナーは、

今年度も継続している。経験の浅い教員向けや教

員採用試験対策に役立つ本を集めたコーナー、「学

習指導要領」「学校経営・法律関係」「情報・学

校図書館」「教師・教育一般」「新着図書」「学

力向上」「防災」「特別支援・教育相談」「国語」

「社会」「算数・数学・理科」「音楽」「図画工

作・美術」「体育・保健体育」「家庭・技術家庭」

「プリント教材問題データベース集」「日本語指

導資料」「幼稚園教育・生活・総合的な学習の時

間」「外国語・外国語活動」「道徳・特別活動」

「エプロンシアター・ビデオ」に分類、整備をし

ている他、文部科学省や県教育委員会からの答申

等の資料を印刷した「教育情報」のコーナーなど

もある。また、各研究機関からの「研究紀要」や

「学校教育賞」、各学校別に学校要覧や研究紀要、

行事予定・PTA 広報などを収納したコーナーもあ

る。 

新刊本を利用しやすくするために、３階の階段

踊り場に新刊本コーナーを設けている。研修や会
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議等の通りすがりに、新刊本を手に取って見られ

るようになり好評である。今年度は、折り紙など

でディスプレイを作り、掲示板や図書室に季節感

を添えてみた。さらに、散逸していた記録写真を

年代別に再整理し利用しやすくした。 

図書室前の書棚では、「齊藤喜博全集」「大村

はま国語教室」、地域教材などを配架した。 

書籍、資料の所蔵数が増えてきたことにより、

収納スペースの確保が課題になっている。過去の

雑誌の廃棄、複数ある本の整理などを行った。各

学校の資料の収納について見直し、資料保存のス

ペースを作る工夫をした。引き続き、本研究所と

して保存していく資料の精査を行い、継続的な資

料の保存が可能となるよう収集・保存のあり方を

検討し、ルールを策定する準備をしている。 

 

３ 図書資料の閲覧と貸し出し 

 所蔵資料を検索しやすいように、イントラネット

のページを工夫した。掲示物や購入図書の紹介は、表

紙の画像をつけて分かりやすく紹介した。 

図書室・資料室の利用規約は、次のとおりである。 

① 開館時間 平日 ９時30分～17時 30分 

② 図書室での閲覧は自由 

③ 貸し出ししているもの 

・研修図書（禁帯出以外）一人５冊まで 

・ビデオ・DVD  一人５本まで 

・エプロンシアター 

・集団読書絵本「からすたろう」 

・オーストラリアングッズ 

・紙芝居台 

④ 貸出期間 

原則として、図書は１ヵ月以内、ビデオ・DVD

は２週間、その他のものは1ヶ月以内。 

⑤ 利用対象者  横須賀市立学校の教職員 

       教師塾受講者 

３年度の貸出実績は、次のとおりである。    

 ・図書       219点 

  ・ビデオ      11点 

 

４ 新刊本等の情報提供 

 新規購入図書の紹介はイントラネットを通し

て行っている。新しく購入した本が届いたら、速

やかにホームページを更新し、表紙の画像等も載

せてわかりやすい提示を心がけている。また研究

所内の掲示物にも同様の工夫をしてより見やす

く分かりやすくした。 

 

５ 教科書センター 

 本教育研究所図書室は「横須賀地区教科書センタ

ー」を兼ねており、日常的な教科用図書の閲覧や

問い合わせに対応している。教科用図書展示会

は、本年度６月 11日から６月 24日まで行った。

本研究所の来場者数は、111人（学校関係者 76人、

一般 35人）であった。 

令和４年度使用高等学校用教科書（新教育課程

用）304冊を加え、戦後の教科書の蔵書数は20,795

冊である。 

 

６ レファレンス・サービス 

 本教育研究所の図書室・資料室に保管している

情報・資料をより広く活用してもらうために、教

育資料情報に関する問合せには、来所された方だ

けでなく、電話や電子メールなどでも応じてい 

る。 

 今年度も、市民や大学の研究者の方から地域の

歴史や昔の教育制度を調べているので学校の周

年誌を見せてほしい、過去の教科書を閲覧した

い、資料用教科書を見せてほしいなどの問合せが

あり、丁寧に対応した。教職員からは、学習指導

要領改訂に伴う教材研究に関する問い合わせや、

来年度から高等学校で使用する教科書の閲覧依

頼もあった。また、教育史の編纂、原稿執筆作業

が始まっているため、今年度も編纂委員による問

い合わせがあった。今年度の件数は 18件。 

インターネット上には「資料用教科書目録」「写

真で見る横須賀教育史」「教具的民族資料」のデ

ータを公開している。このため、教育図書・資料

の利用者は、市内の教職員や一般市民にとどまら

ず、市外の教職員や教育関係の学生、研究者及び

ライフワークとして教育に関心を持っている方な

ど多方面に広がっているので、それぞれのレファ

レンスにできるだけ迅速に対応した。 

 

７ 教育史編纂 

 平成 29年度から始まった「横須賀市教育史」編

纂事業であるが、新型コロナウイルス感染拡大防
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止の観点から、予定していた「Ⅱ～Ⅴ期教育史編纂

プロジェクトチーム会議」は、令和２年２月の開催

以降、およそ２年間に渡り中止を余儀なくされた。

しかし、原稿執筆等、内容に関することは予定通

り、「Ⅱ～Ⅴ期教育史編纂プロジェクトチーム」と

して活動を続けた。 

 会議の数字は今までの累積番号で表している。 

第 ９回Ⅱ～Ⅴ期教育史編纂 PT会議（Ｒ２．2．14） 

第 10回Ⅱ～Ⅴ期教育史編纂 PT会議（Ｒ２．5．22） 

第 11回Ⅱ～Ⅴ期教育史編纂 PT会議（Ｒ４．2．4） 

 暫定版原稿の提示、執筆の見通し、修正、校閲者

について、今後の流れ確認 

 今後は、資料編の作成・発刊に向けて、全体的な

バランスを調整しながら、執筆作業、編集作業、校

正作業を続けていく予定である。 

 

「Ⅱ～Ⅴ期教育史編纂プロジェクトチーム」委員 

 座 長 堀越 和宣  

 委 員 青木 良紀・南 久直・渡邉 武 

     大久保 静香・佐藤 設夫 

     松永 和夫・橋本 邦子・大橋 倫人 

      小林 勇雄・渡辺 浩・小谷 孝夫 

     田野口 則子   

 事務局 阿部 優子（教育研究所長） 

     市下 啓嗣（主査指導主事） 

     菅原 和子（図書資料担当） 

     河合 陽子（図書資料担当） 

 

８ 教育情報センターインターネットでの情報提供 

教育情報センターインターネット上には、次の

資料を提供している。 

① 資料用教科書目録 

② 写真で見る横須賀教育史 

③ 教具的民俗資料 

④ 雑賀コレクション(平成 24年度より） 

第８代本教育研究所長、横須賀市立高等学校

長、横須賀市教育委員長などを歴任された雑賀

昭二先生は、教育に関する道具や機器を中心

に、時代とともに変遷していく教具や視聴覚機

器の散逸を懸念され、収集に努められた。 

平成 11 年に、これらの貴重な資料を本教育

研究所に託された先生は、平成 22 年に亡くな

られた。その後、ご遺族と本教育研究所との間

で寄贈の手続きが整ったので、平成 24 年度に

これらの貴重な資料 199点を、広く多くの方々

に供するため、「雑賀コレクション」と題し、

ホームページに目録とその写真を掲載した。 

 

９ 民俗資料 

 民俗資料の数々は、昭和 47年から収集を始め、

平成５年に「教具的民俗資料集」と題して冊子に

まとめられた。教育研究所では、冊子の内容を「教

具的民俗資料」と題し、41点をインターネット上

に公開している。 

 

10  研究所刊行物  

  本年度は、次の定期刊行物を発行した。 

・教育研究所要覧 令和３年度（2021年度）版 

・教育研究所所報 83号 

・小学校児童・中学校生徒 研究集録 60集 

 

理科教育事業 

 

令和元年度に実施された「横須賀市立小・中学

校学習状況調査 理科」の結果では、正答率で見

ると、すべての学年において調査全体と比較して

低く、学年によっては大きな差となるなど、課題

が大きい。一方で、サイエンスサマーや土曜科学

教室、研究集録への取組状況を見ると、必ずしも

児童生徒の理科離れが進んでいるとはいえないと

考えられる。 

 この課題を解決するためには、理科指導力を高

めていくことが必要であり、教員研修の充実、学

習環境の整備が求められると考える。教育研究所

の理科教育事業では、教員が学び探究する場、そ

して科学への関心を高める場として、研修講座を

中心に、授業支援や情報提供を行ってきた。 

 研修講座は、理科の指導に必要な基礎的技術を

身に付ける内容、指導が難しい観察・実験を含む

単元の教材研究を深める内容、野外での自然観察

における留意事項、薬品管理を含む安全指導にか

かわる内容等を取り上げ、計画した。 

 さらに、教員が科学の最新情報にふれ、関心を
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高めることも理科教育の充実における大切な要素

であると考え、科学教養講座を計画した。 

 研修講座以外の事業としては、理科の学習や指

導に必要な教材の配布や斡旋、観察・実験器具の

貸し出し、研究・研修のための施設の開放、様々

な問合せ・相談への対応などを行うとともに、イ

ントラネットサイト「理科なび」を充実させ、授

業に役立つ資料の提供を進めた。 

 また本年度も、児童の科学に対する興味・関心

を高め、学力を向上させることを目的として、「サ

イエンスサマー2021」を継続して計画した。また、

「土曜科学教室」を年間８回計画した。 

 なお、教育研究所の諸事業を進めるにあたり、

教育指導課指導主事や小学校理科研究会、中学校

理科研究会、他の研究機関と連携をとりながら、

内容の充実と活動の円滑な実施を図っている。 

 

１ 理科教育研修講座 

 令和３年度は下記の３講座を設定した。 

  ア．理科基礎技術研修講座 

  イ．小学校・中学校理科教材研究講座 

  ウ．科学教養講座 

（１）理科基礎技術研修講座 

 主に理科の授業を担当している教師や、

初任の小学校教諭、中学校理科教諭を対象

に、理科の指導に必要な基礎的技術を身に

付ける内容として＜表１＞のような６講座

を計画したが、一部中止した。 

 これらの講座は、理科を指導するにあた

って身に付けておきたい基礎的な内容を中

心に行った。事故防止を含めた観察・実験の

基礎技術、自然観察における知識、身近な自

然の活用等について学習した。この６講座

のうち、３講座は自然・人文博物館と連携

し、学芸員を講師に招いて行い、そのうち２

講座については自然観察（フィールドワー

ク研修）であった。 

（２）小学校・中学校理科教材研究講座 

 小中学校の学習内容で、学習効果を高め

るための教材開発や選定、学習展開の工夫

について研修するために＜表２＞のような

２講座を計画したが、中止となった。 

 理科教材開発会社に講師を依頼し、様々

な教材・材料を用いての実験方法を学ぶ内

容であり、一つ目は新学習指導要領を意識

した教材・教具を用いた実験の方法につい

て、二つ目は身近な道具を用いた観察・実験

の工夫について取り上げた。 

（３）科学教養講座 

 理科を指導する教員にとって役立つ技術

や、最新情報を得るために、また、科学に対

して教員自身が興味・関心を持てるように

するために＜表３＞の１講座を実施した。 

 JAXA教授 中村正人氏を講師に、金星

探査の最前線についての講話をオンライ

ンで実施した。 

 

２ 理科実験観察教材の斡旋・配布・維持管理 

 生物教材の飼育・栽培・保存及び配布、斡旋を

行った。 

 種ジャガイモ、サツマイモ苗、蚕種については、

多くの小学校から購入希望があった。種ジャガイ

モについては理科で、サツマイモ苗については生

活科等での需要がうかがえる。一方、蚕種につい

ては、羽化後の取扱いに悩む学校もあり、今後需

要が減っていくものと思われる。 

 水中の微小生物についても校種を問わず提供依

頼があり、各学校での顕微鏡観察の一助となるこ

とができた。県立総合教育センターから提供され

たものを維持管理し、指導時期に提供できる体制

をとっている。 

 水生植物等の提供依頼もあり、理科教材園の整

備が十分でない学校にとって、教育研究所の果た

す役割は大きい。 

 なお、教材園については、教育研究所の外壁工

事により、縮小した。 

 

３ 理科資料のデータベース化 

 教育情報センターイントラネットサイトで配信

している「理科なび」では、前年度に引き続き授

業で役立つ情報の提供を目的として、実践資料の

充実に努めるとともに、土曜科学教室の様子など

の情報発信を行った。 
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４ サイエンスサマー2021 

 小学生の科学に対する興味・関心を高める場と

なる自由研究を支援する目的で計画した。夏季休

業が始まった直後、教育研究所に小学校３年生か

ら６年生までの希望者を集め、実験・観察に取り

組む。理科指導に長けた教員が８つのブースを運

営し、研究仮説の設定、実験・観察、考察という

一連の流れを体験させ、自由研究への取り組みを

後押しする内容である。今年度は人数を縮小して

午前 20名、午後 20名で実施した。 

 

５ 小学校児童・中学校生徒研究集録の作成 

 各学校で選ばれた児童生徒の代表作品１点を研

究集録イントラネットサイトにおいて配信した。 

 この研究集録には、夏季休業中に取り組んだ自

由研究を中心に、小中学校 58 点の研究成果が掲

載された。平成 30 年度からイントラネットでの

配信のみとし、平成 30 年度以降の作品は常時閲

覧可能とした。しかし、令和３年度にパソコン教

室及び普通教室のパソコンが廃止となり、児童生

徒が常時閲覧できない状況になった。今後、研究

成果の掲載方法について検討する。 

 

６ 土曜科学教室 

 児童が自身で行う実験・観察を通し、科学に対

する興味・関心を高め学力の向上を図ることをね

らいとして、＜表４＞のように年間８回計画し

た。新型コロナウイルスの影響から、開催数が減

るとともに、一回の定員を半分の 20名とした。 

 参加児童のアンケートからは、科学への興味の

高まりと主催側の意図が伝わった感想が多く見ら

れた。保護者の参観も多数あり、感想には次年度

への参加希望や継続を望む意見など、肯定的な意

見が多くあった。児童のみならず、家庭でも理科

への興味・関心が高まり、理科教育の推進の効果

が高かったと考えられる。 

 

７ 授業支援 

 理科支援員（非常勤）職員を中心に、理科の授

業づくりの工夫や改善点、安全指導、動植物の飼

育や教材化の工夫、薬品整理や廃棄の方法など様

々な問い合わせや相談に応じてきた。教育研究所

や職員の蓄積してきた資料や技術等の提供、理科

施設や器具の貸し出しなどを行った。 

 理科物品をより活用できるよう、貸出対象物品

のリストを写真付きに修正し、イントラネット（理

科なび）に掲載している。 

 理科実験室の施設や機器等の利用については、

各学校の要望にできる限り応じ、プラネタリウム、

プログラミング教材、アクリルパイプなどを貸し

出した。 

 薬品管理について、本年度、市内 20校に適切な

管理に努めるよう指導・助言を行った。薬品管理

マニュアルの活用や薬品管理台帳の記入について

相談に応じた。 

 

８ 理科教育事業への協力 

理科教育研修やその他の事業について、小学校

理科研究会、中学校理科研究会をはじめ、多くの

方々との連携・協力を行った。ご協力いただいた

主な方々は次のとおりである。 

小学校理科研究会会長 一ツ谷 宙生 （桜小） 

       副会長 大津 晃 （大矢部小） 

中川 幸太 （鷹取小） 

宇佐美 暁（野比東小） 

中学校理科研究会会長 金澤 和彦 （田浦中）

 副会長 齊藤 民夫 （馬堀中） 

（敬称略） 
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＜表１＞ 理科基礎技術講座                              （６回） 

  月  日 講      座      名 指   導   者 場  所 参加人数 

5/19 生物教材の飼育と授業づくり 

～カイコ～ 

内舩俊樹 

（自然・人文博物館） 

理科実験室 21人 

5/28 小学校理科指導者養成研修 堀井真 

（教育指導課） 

理科実験室 ９人 

６/４ 生物教材の飼育と授業づくり 

～メダカ～ 

市下啓嗣・長島智仁 

（教育研究所） 

理科実験室 ６人 

７/28 理科室の安全な管理の仕方と安全な実験方法 吉原伸敏 

（東京学芸大学） 

理科実験室 19人 

８/６ 自然観察会 

～天神島の生き物～ 

萩原清司 

（自然・人文博物館） 

天神宮海自然教育園 

天神島ﾋ゙ ｼ゙ ﾀー ｾﾝﾀー  

中止 

１/19 自然観察会 

～博物館周辺の植物～ 

山本薫 

（自然・人文博物館） 

自然・人文 

博物館周辺 

４人 

 

＜表２＞ 小学校・中学校理科教材研究講座                      （２回） 

  月  日 講      座      名 指   導   者 場 所 参加人数 

８/５ 上手に活用！実験機器 

～実験機器の使い方＆活用法～ 

スタッフ 

（株式会社島津理化） 

理科実験室 中止 

８/５ なるほど！小・中理科実験教室 

～理科教材から学ぶ理科実験の工夫～ 

スタッフ 

（株式会社ヤガミ） 

理科実験室 中止 

 

＜表３＞ 科学教養講座                               （１回） 

  月  日 講      座      名 指    導    者 場  所 参加校数 

 ８/４ 宇宙開発最前線 

～惑星探査機が解き明かす宇宙の謎～ 

中村正人 

（JAXA） 

理科実験室 27校 

 

＜表４＞ 土曜科学教室 （８回名） 

月 日 対象学年 実施機関 募集人数 応募者数 

6/5 ５・６年 株式会社ツムラ 20 91 

7/3 ５・６年 防衛大学校 20 65 

9/4 ５・６年 電力中央研究所 中止 22 

10/9 ３・４年 三菱電機株式会社 20 38 

11/20 ３・４年 教育支援協会 20 50 

12/18 ５・６年 高エネルギー加速器研究機構 20 34 

1/29 ３・４年 株式会社ナリカ 中止 40 

2/19 ３・４年 ケニス株式会社 中止 38 
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研 修 関 係 

令和３年度は基本研修として、初任者研修、教職１年経験者研修、教職２年経験者研

修、教職５年経験者研修、中堅教諭等資質向上研修を実施した。中堅教諭等資質向上研修

では、研修対象者を教職９～11年経験者と弾力的な運用を図った。 

職に応じた研修では、管理職や学校運営に携わる教諭、初任者指導に携わる教諭等に、

リーダーとしての在り方や人材育成を促進する研修内容の充実を図った。また、それぞれ

のキャリアステージに応じて、学力の向上を目指した授業づくり、喫緊の教育課題や人権

課題に応じた研修の充実を図ってきた。 

夏季休業中の選択研修については、各教科や最新の教育課題（新学習指導要領、GIGAス

クール構想等）に応じた研修を実施し、全 65 講座を計画した。新型コロナウイルスの影

響により 20講座が中止となり、22講座がオンラインまたは書面開催となった。 

 

本年度の目標と方針は、次のとおりである。 

１ 教師として求められる資質・能力、指導力の向上を図る。 

（１）基本研修において、経験年数に応じた資質・能力及び指導力の向上を図る。 
（２）選択研修において、学力の向上に向けた教師の授業力向上、教育課題、学校づくりなど系統的な研修

講座を提供する。 

２ 学校組織の活性化と人材育成を図る 

（１）各学校において組織的、計画的な人材育成が図れるよう、学校づくり、コミュニケーション能力、集

団づくりなど実践的な研修内容を充実させ、校外研修の内容を還元し、校内研修との連動を図る。 
（２）各学校において協働性を生かした校内研修・研究が推進されるよう積極的な訪問支援研修を行う。 

１「教師として求められる資質・能力、指導力の向上」については 

①各経験者研修において、教職員育成指標に基づいて、指導力の向上や ICTの活用方法、服務やセルフマ

ネジメントの在り方、人権教育やインクルーシブ教育など、キャリアステージに応じて求められる資質

・能力を意識した研修を実施した。 

②中堅教諭等資質向上研修においては、校内人材育成の視点を強調した研修を実施し、校内における OJT

の促進を図った。 

③パワーアップ研修（理科シリーズ・達人シリーズ）を実施し、教師の授業力向上を図った。 

④スキルアップ研修講座を土曜日に開催した。著名な講師を招聘し、授業づくりや日々の教育活動に生か

せる実践的な研修を充実させた。 

 

２「学校組織の活性化と人材育成」については 

①各経験者研修の校内研修において、ペア・グループ研修を位置付け、学校内において協働で授業づくり

を進め、日常的な OJTの充実を図った。 
②５年経験者研修及び中堅教諭等資質向上研修では、「還元研修」として、校外研修の学びを校内研修通じ

て、各学校に還元することをねらいとし実施した。 
③管理職研修では、ゲートキーパー研修を実施し、教職員や児童生徒の心の病の予防について研修を行っ

た。 
④総括教諭研修では、チーム力ある学校づくりと業務改善を図るための研修を行った。 
 
 以上のような取組により、校外研修と校内研修が連動して学校の組織力が向上すること、そして、 

一人一人の教員が人材育成の視点を持って OJTを進められることを期待している。
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指定研修 

 

 経験年数に応じた研修 

 教職員のライフステージに沿って、教職経験に

応じた体系的な研修により、教育公務員としての

公正な職務遂行能力と資質、そして専門職として

の優れた指導技術の向上を図る研修である。 

 各経験年数に応じた職場における役割の理解を

深めるとともに、本市の目指す学力向上の視点を

大切にし、指導力の向上や ICTの活用方法、服務

やセルフマネジメントの在り方、人権教育やイン

クルーシブ教育などに関わる研修内容を実施し、

教員としての資質・能力の向上を図った。 

 

１ 初任者研修講座 

新採用の教員として求められる資質・能力の向

上を図るとともに、学習指導や学級経営に必要な

基礎的・基本的な知識や技能の習得を目指した研

修を行った。外部民間講師や本市指導主事が講師

となり、実践的な研修を行った。受講者は 91名。

（養護教諭２名を含む）校外研修年間 16 回と校

内研修年間 210時間以上を実施した。 

 

（１）校外研修（指定 16回） 

第 12回「よこすかを知る」では、横須賀市の歴

史を学び千代ヶ崎砲台跡や浦賀ドックを見学し

た。 

回 日 時 内 容 講 師 

１ ４月13日 

開講式 

学校教育部長講話 

教育研究所長挨拶 

教職員の服務 

学校環境整備 

ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ 

学校教育部長 

教育研究所長 

教職員課指導主事 

学校用務員 

教育研究所指導主事 

２ 
５月18日 

オンライン研修 

評価についての考え
方 
認め合い高め合う集
団づくりの基本 

初任者指導アドバイザー 

野中 信行  

３ 

中 

６月１日 

オンライン研修 
中学校における部活
動指導 保健体育課指導主事 

 

３ 

小 

６月15日 

オンライン研修 

小学校における水泳
指導法 

保健体育課指導主事 

学校体育指導員 

４ 
６月29日 

オンライン研修 
信頼される教師を目
指して 

茨城大学 

非常勤講師 

菊池 美也子 

５ ７月29日 確かな学力を育成す
る授業づくり１ 

教育指導課指導主事 

６ 

８月２日

～９月２日 

机上研修 

人権教育の在り方 

インクルーシブ教育 

子どもと向き合う環
境づくり 

教育研究所指導主事 

支援教育課指導主事 

教育政策課指導主事 

７

８

９ 

10 

８月23日

～９月22日 

机上研修 

確かな学力を育成す
る授業づくり２～４ 

教育研究所指導主事 

11 
９月７日 

オンライン研修 

学校事故対応 

情報セキュリティ 

保健体育課指導主事 

教育情報担当課指導主事 

12 10月19日 よこすかを知る 

横須賀開国史研究会 

会長 山本 詔一 

生涯学習課担当 

千代ヶ崎砲台活用サポーターの会 

会長 外川 昌宏 

13 

11月２日 

11月９日 

11月16日 

11月30日 

グループ授業研究 教育研究所指導主事 

14 

中 
12月７日 

校給食と学校におけ

る食育 

学校食育課指導主事 

学校食育課主査 

14 

小 
12月14日 

学校における食育 

理科実験・安全指導 

学校食育課指導主事 

栄養教諭 

教育研究所指導主事 

15 
１月18日 

オンライン研修 

道徳教育の進め方 

ICTを活用した授業づ

くり 

教育指導課指導主事 

教育情報担当課指導主事 

16 

２月１日 

机上研修 

オンライン研修 

学び続ける教師として  

～実践報告会～ 

閉講式 

教育研究所指導主事 
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（２）グループ研究授業 

第 13回「グループ授業研究」において代表者５

名の授業の様子を動画で視聴し、研究協議を実施

した。拠点校指導教員研修との合同開催とし、研

究協議の進行役を拠点校指導教員が務めた。協議

を通じて、初任者は自己の授業づくりについて見

直すと共に、拠点校指導教員から助言を得ること

ができ、実り多い研修となった。 

 

（３）校内研修（年間 210時間以上） 

平成 24 年度より初任者研修における非常勤講

師の任用に関する通知の変更があり、校内研修の

総時間数が 300時間以上から 210時間以上に変更

された。 

研修時間の短縮を通して、研修内容の精選を図

るとともに、主体的に学ぶ授業づくりや部活動指

導の教育活動等、研修内容の充実を図った。校外

研修で学んだことを校内研修につなげ、実践に生

かせるように、自己評価をもとにした研修振り返

り用紙の活用も図った。また、研修報告書類を削

減・簡略化し、研修の準備やまとめの時間の効率

化を図ることで、充実した内容の研修となること

をねらった。 

拠点校指導教員方式においては、拠点校指導教

員が担当する研修を週６時間程度、年間 180時間

以上、コーディネーターが割り振る研修を週１時

間程度、年間 30時間以上実施した。 

校内指導教員方式においては、校内指導教員に

よる研修、校内指導教員が割り振る研修を年間

210時間以上実施した。 

 

２ 教職１年経験者研修講座 

教育公務員及び社会人としての自覚を高めな

がら個々の適性を伸長し、授業づくりに関する力

量の向上を図ることを目的として、子ども理解を

もとにした授業づくりや全員を主体的に参加させ

る授業づくりについて学ぶ研修を実施した。校外

研修７回、校内研修８回実施。受講者は 88名（養

護教諭１名を含む）。 

 

 

（１）校外研修 

回 日 時 内 容 講 師 

１ 
５月７日 

オンライン研修 

教職員の服務 

年間の見通し 

教職員課指導主事 

教育研究所指導主事 

２ 
６月８日 

オンライン研修 
水泳指導法 

保健体育課指導主事 

学校体育指導員 

３ 

６月30日 

集合研修 

オンライン研修 

児童生徒理解をもと

にした授業づくり 

関東学院六浦小学校 

スーパーバイザー 

松永 昌幸 

４ 
８月24日 

机上研修 
インクルーシブ教育 

国立特別支援教育総

合研究所 所員 

５ 
10月15日 

オンライン研修 

１人１台端末の活用 

人権教育(情報モラル) 

教育情報担当課指導

主事 

６ 
１月25日 

オンライン研修 

タイムマネジメント

１年間の実践の交流

と振り返り 

教育研究所指導主事 

７ 
８月27日 

机上研修 

教科指導員授業参観

の代替研修 

(主体的・対話的で

深い学びの視点から

の授業改善) 

教育研究所指導主事 

 

（２）校内研修 

回 日 時 内 容 講 師 

- 
５月～ 

２月 

勤務校における授業研

究と研究協議及び自主

研修８回 

校内でペアまたは 

グループを構成 

 

３ 教職２年経験者研修講座 

教育公務員及び社会人としての自覚を高めな

がら個々の適性を伸長し、授業づくりや授業改善

に関する力量の向上を図ること目的に研修を実施

した。ただし、新型コロナウイルスの影響で、校

外研修第１回・２回・４回はオンライン研修、第

３回は机上研修で実施した。また、市内のフロン

ティア研究発表会が一部非公開となったため、第

５回については代替研修も実施した。受講者 77名

（養護教諭２名を含む）。 
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（１）校外研修 

回 日 時 内 容 講 師 

１ ５月11日 
教職員の服務 

研修概要 

教職員課指導主事 

教育研究所指導主事 

２ ６月４日 
メンタルヘルス 

いじめ問題の理解と対応 

関東中央病院心理士

支援教育課指導主事 

３ ８月４日 

インクルーシブ教育 

カリキュラム・マネジ

メント 

支援教育課指導主事 

教育研究所指導主事 

４ １月19日 

１人１台端末の活用 

１年間の実践の交流

と振り返り 

教育情報担当課指導主事 

教育研究所指導主事 

５ 10～12月 市内フロンティア研究発表会の代替研修 

 

（２）校内研修 

回 日 時 内 容 講 師 

６

～

13 

５月～ 

２月 

勤務校における授業研

究と研究協議および自

主研修８回 

校内でペアまたは 

グループを構成 

 

３ 教職５年経験者研修講座 

教育公務員及び社会人としての自覚を高めな

がら個々の適性を伸長し、授業研究の推進に関す

る力量の向上を図ることを目的とし、OJT を意識

した仕事への取り組み方や、基礎的な授業研究の

推進の仕方を学ぶ研修を実施した。校外研修５回、

校内研修８回実施。受講者は 69名（養護教諭１名

を含む）。 

 

（１）校外研修 

回 日 時 内 容 講 師 

１ 
４月23日 

オンライン研修 

教職員の服務 

学び続ける教員であ

るために 

教職員課指導主事 

教育研究所指導主事 

２ 

６月２日 

机上研修 

オンライン研修 

インクルーシブ教育 

人権教育（性的マイ

ノリティ） 

支援教育課指導主事 

ダイビーノン 

代表  飯田 亮瑠 

３ 
７月27日 

集合研修 
授業研究の推進 

國學院大學 

教授   田村 学 

 

 

４ 
１月21日 

オンライン研修 

１人１台端末の活用 

タイムマネジメント 

実践の交流と振り返り 

教育情報担当課指導主事 

教育研究所指導主事 

５ 
８月27日 

机上研修 

教科指導員授業参観 

の代替研修 

(主体的・対話的で深

い学びの視点からの授

業改善) 

教育研究所指導主事 

 

（２）校内研修 

回 日 時 内 容 講 師 

- 
５月～ 

２月 

勤務校における授業研

究と研究協議及び自主

研修８回 

校内でのペアまたはグ

ループを構成 

 

４ 中堅教諭等資質向上研修講座 

  教職経験９～11年を経過した教員が対象。教

育公務員特例法第 24 条の規定に基づき、個々

の適性を伸長し、指導力の向上を図るととも

に、学年及び学校運営における企画調整力を身

に付けることを目的に研修を実施した。校外研

修９回、校内研修８回を予定し、校外研修８回、

校内研修８回を実施した。受講者69名（養護教諭

１名含む）。 

 

（１）校外研修 

回 日 時 内 容 講 師 

1 
４月21日 

オンライン研修 

開講式 

中堅教諭等として 

教職員の服務 

教育研究所長 

教育研究所 指導主事 

教職員課 指導主事 

2 
７月２日 

集合研修 

メンタルヘルス 

ファシリテーション

を意識した協議 

関東中央病院 心理士 

杉浦 美帆 氏 

教育研究所 指導主事 

3 
７月30日 

集合研修 

コーチングを生かした

人材育成 

人材育成サポートオフ

ィス 廣山 容子 氏 

4 
７月30日 

オンライン研修 

インクルーシブ教育 

人権教育 

教育研究所 指導主事 

教職員課 指導主事 

5 
９月３日 

オンライン研修 

「主体的・対話的で深い学

び」につながる授業づくり 

慶応義塾大学 

教授 藤本 和久 氏 

6 
10月12日 

オンライン研修 

GIGAスクール構想とICT

を活用した授業づくり 

支援教育課 指導主事 

教育指導課 指導主事 
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7 中止 
初任者グループ授業研究

と研究協議の進行・助言 

教育研究所 

 指導主事 

8 
１月28日 

オンライン研修 

１年間の実践の交流と

振り返り 
教育研究所 指導主事 

9 

８月～ 

１月 

机上研修 

フロンティア研究発表

会参加代替研修 

教育研究所 

 指導主事 

 

（２）校内研修 

回 日 時 内 容 講 師 

10

～ 

17 

５月～ 

２月 

勤務校における授業研

究と研究協議 

授業参観 

還元研修 

実践報告書作成 等 

校内でペアまたは 

グループを構成 

※免許更新講習受講者は、指定された研修に振り

替えることができる。 

 

５ 養護教諭経験者研修講座・栄養教諭研修講座 

養護教諭経験者研修は、横須賀市が実施するそ

れぞれの経験年数における基本研修のカリキュラ

ムに合わせ、初任者・１年経験者・２年経験者・

５年経験者・中堅養護教諭が受講する。本年度は

初任者研修、２年経験者研修において２名ずつ、

１年経験者研修、５年経験者研修、中堅養護教諭

等研修において１名ずつ、合計７名が受講した。 

栄養教諭経験者研修は、横須賀市が実施するそ

れぞれの経験年数における基本研修のカリキュラ

ムに合わせ、新任栄養教諭・２年経験者・５年経

験者・中堅栄養教諭が受講する。本年度は、新任

栄養教諭研修、２年経験者研修で合計２名が受講

した。 

基本研修に合わせて校外研修や校内研修の実

施に加え、専門的な内容の研修効果を高めるとと

もに市内における養護教諭・栄養教諭の交流を図

るため、神奈川県立総合教育センターとの協定に

基づき、県が実施する養護教諭研修を選択しなが

ら実施し、一部合同開催とした。 

また、養護教諭・栄養教諭が積極的に授業に関

わっていくことを目的とし、受講者には校内研修

に研究授業を位置付け、初任者研修以外の受講者

には授業公開を呼びかけた。本年度は１名の養護

教諭が動画配信による授業公開を行った。 

 

職務等に応じた研修 

 

１ 管理職研修講座（指定） 

学校運営・学校経営に関することや、今日的な

教育課題についての理解を深め、円滑な学校経営

に必要な資質の向上を図るために研修を実施し

た。 

前年度は新型コロナウイルスの影響で一部が

中止となったが、本年度は校長研修講座、校長会

連携研修講座、副校長･教頭研修講座、新任教頭研

修講座を開催し、学校運営を充実させるための研

修を展開した。 

また、管理職研修でゲートキーパーについて理

解を深め、自殺や心の病を予防するための研修を

行った。 

 

（１）校長・園長研修講座 

回 日 時 内  容 講 師 

１ 12月17日 
自殺・心の病を予防する

ためにできること 

湘南精神保健福祉士

事務所 

所長 長見 英知 

 

（２）校長会連携研修講座 

回 日 時 内  容 講 師 

１ ７月５日 
校長に求められる学校

防災対策 

防災教育普及協会 

教育事業部長 

宮崎 賢哉 

 

（３）副校長・教頭研修講座 

回 日 時 内  容 講 師 

１ ６月４日 不祥事防止について 
神奈川県教育局 

  教職員人事課 

２ 12月17日 
自殺・心の病を予防する

ためにできること 

湘南精神保健福祉士

事務所 

所長 長見 英知 
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（４）新任教頭研修講座 

回 日 時 内  容 講 師 

１ ４月16日 

教頭職における役割と

実務・保健事務・校務情

報化 

市内小学校 校長 

市内中学校 教頭 

情報担当課指導主事 

 

２ 総括教諭研修講座 

各校の総括教諭、総括養護教諭が組織的な学校

運営推進者としての資質向上を図ることを目的と

し、今日的な教育課題やカリキュラム・マネジメン

トの行い方について受講した。 

 また、新任総括教諭を対象に、総括教諭として

の心構えや人材育成に必要な技能を実践的に学

ぶ講座を実施した。 

 

（１）総括教諭研修講座 

回 日 時 内  容 講 師 

１ 

８月17日～

９月17日 

机上研修 

これからの時代におけ

るチーム力のある学校

づくり 

教育研究家 

妹尾 昌俊 

 

（２）新任総括教諭研修講座 

回 日 時 内  容 講 師 

１ 
７月７日 

オンライン研修 

新任総括教諭としての

役割 

横須賀市教育委員会  

  学校教育部長 

２ 
２月２日 

オンライン研修 
総括教諭としての展望 

教育研究所 

    指導主事 

 

３ 学校運営研修講座 

学校運営を円滑に推進していく力量を高めるこ

とを目的とし、総括教諭３年目の 15名の総括教諭

が受講した。５回のオンライン研修を実施した。 

 

回 日 時 内  容 講 師 

１ ５月21日 学校運営における役割 教育研究所指導主事 

２ ６月25日 
教育課程編成 

組織マネジメント 
教育指導課指導主事 

３ ８月17日 
チーム力のある学校づ

くり 

教育研究家 

妹尾 昌俊 

４ 11月17日 
コンプライアンス 

人材育成 

教職員課指導主事 

教育研究所指導主事 

５ 12月15日 自校を見つめる 教育研究所指導主事 

 

４ 初任者研修拠点校指導・校内指導教員研修講座 

年間を通して初任者の指導を専門に担当する拠点

校指導教員を対象に、初任者指導の現状とその対応を

協議し、指導教員自身の指導技術を高める研修を実施

した。第４回では初任者のグループ代表授業に参加

し、研究協議の中で助言を行った。 

研修日数は４日、受講者は 28 名。第２回は初任者

研修校内指導教員研修講座と合同で実施した。 

回 日 時 内  容 講 師 

１ ４月２日 
拠点校指導教員の役割 

教育研究所指導主事 

２ ５月25日 

初任者をめぐる課題と

その対応 

（校内指導教員研修講

座と合同開催） 

東京家政大学 

非常勤講師 

    山浦 秀男 

３ 10月12日 
初任者研修の情報交換

と今後の対応 教育研究所指導主事 

４ 

11月２・９・16・30日の中から１回以上

選択し、初任者グループ授業研究を参観

し、研究協議に参加した。 

教育研究所指導主事 

 

初任者指導の担当である校内指導教員の職務

について理解を深め、初任者研修の効果を高める

ために研修を実施した。本年度は、初任者の実情

をもとに初任者への効果的な研修の在り方につい

て講義を通して学びを深めた。 

研修日数は２日。第２回は初任者研修拠点校指

導教員研修講座と合同で実施した。 

回 日 時 内  容 講 師 

１ ４月２日 

初任者研修校内指導教

員の役割 
教育研究所指導主事 

２ ５月25日 

初任者をめぐる課題と

その対応 

（初任者拠点校指導教員研

修講座と合同開催） 

東京家政大学 

非常勤講師 

    山浦 秀男 

 

５ 臨時的任用職員研修講座 

臨時的任用職員・非常勤職員の指導力を育成す

るため、臨時的任用職員研修講座を実施した。学習

指導、児童・生徒理解、学級経営等の理解を深める

内容で行い、多数の職員が受講した。 
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回 日 時 内  容 講 師 

１ 
５月19日 

オンライン研修 

学級経営 

子どもとの関係づくり 

教育研究所 

指導主事 

２ 
６月18日 

オンライン研修 

授業づくりと学習評価

・評定 

教育指導課 

指導主事 

３ 
７月14日 

オンライン研修 
服務全般 

教職員課 

指導主事 

４ 
９月14日 

オンライン研修 

ユニバーサルデザイン

の授業づくり 

支援教育課 

指導主事 

５ 11月12日 児童・生徒理解 
植草学園短期大学 

教授 佐藤 愼二 

 

選択研修 

１ コミュニケーション研修講座 

教師として必要なコミュニケーションスキル

を身に付け、学校における実践方法について理

解を深め、指導力向上を図ることを目的とし、実

践的な研修を実施した。 

 

回 日 時 内  容 講 師 

１ ８月６日 
人と人をつなぐファシ

リテーションの在り方 

東京工業大学 

教授  中野 民夫 

２ ８月16日 
カウンセリング・テク

ニックで高める教師力 

明治大学 

教授    諸富 祥彦 

 

２ 教育課題研修講座 

今日的な教育課題に関する理解を深め、教員と

しての資質や指導力の向上を図ることを目的と

して、実践的な研修を実施した。 

 

回 日 時 内  容 講 師 

１ ７月27日 
性的マイノリティと
人権 

宝塚大学 

教授 日高 庸晴 

２ ７月28日 学びに向かう力を育む 
桐蔭横浜大学 

学長・・教授 溝上 慎一 

４ 
８月５日 

オンライン研修 

GIGAスクール構想の
概要と具体 

横浜国立大学 

教授 山本 光 

 

３ 学校づくり研修講座 

 学校としての組織的な対応が求められる「コミ

ュティ・スクール」、「カリキュラム・マネジメ

ント」、「保護者対応」等について理解を深め、

実践につなげるための研修を３回実施した。 

 第２回、３回は新型コロナウイルス感染拡大に

よる緊急事態宣言発令のため、オンラインで開催

した。 

 

回 日 時 内 容 講 師 

１ ７月28日 コミュニティ・スクール 
文部科学省総合政策局  

 増渕 広美 

２ ８月16日 
新学習指導要領とカリ

キュラム・マネジメント 

横浜国立大学 

教授 石塚 等 

３ ８月18日 
事例を基に考える保

護者対応の在り方 

市進ホールティングス 

 細谷 幸裕 

 

４ スキルアップ研修講座 

授業づくりの基本的知識・技能に関する実践的

な研修講座。教員としての資質や指導力の向上を

図る目的として研修を実施した。 

 

回 日 時 内 容 講 師 

１ ７月３日 
「考え、議論する」道
徳 

筑波大学附属小学校

教諭 加藤 宣行 

２ ９月４日 
国語科における主体的・
対話的で深い学びにつ
ながる授業改善 

山梨大学  

准教授 茅野 政徳 

３ 11月 20日 
数学的な見方・考え
方を働かせる算数の
授業実践 

東京学芸大学附属小金井

小学校 

教諭 加固 希支男 

 

５ 訪問支援研修 

教育研究所指導主事が、教員の授業づくり等を

支援する「サポート研修」を実施した。 

 「サポート研修」では、本年度希望のあった対

象校３校に対し、授業参観を行い、教材研究の進

め方や、子どもが主体的に学習に取り組む授業づ

くりに関する指導を行った。 

「校内研修ファシリテート」については、本年

度１校について校内研究授業の指導助言を行っ

た。 
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６ よこすか教師塾 

 横須賀市立学校で教師になるという強い志と情

熱をもった人材に、本市が目指す教師像、教育理

念、実践的指導力を伝授し、教職に対する強い使

命感をもつ教師を育成することを目的として開講

している。 

昨年度 10月から今年度７月までの 10回を第 11

期とし、今年度 10月から次年度７月までの 10回

を第 12期とした。第 11期の「よこすか教師塾（未

来塾）」は社会人、大学生、専門学校生を対象に

９名で編成した。第 12期は、「よこすか教師塾（未

来塾）」は３名、「よこすか教師希望塾」は市内で

臨時的任用職員または非常勤講師として勤務して

いる者を対象として２名で編成した。 

原則毎月１回、年間 11回の開催となった。金曜

日の 18:00～19:45までの講義・演習の中で、授業

づくりや学級づくり、子ども理解や児童生徒指導

等、実践的な講座を展開した。 

現職教員の実践例や経験の豊かな非常勤講師、

指導主事等による講義、演習を通して、即戦力と

なる人材の育成を行った。 

◆よこすか教師塾担当 

非常勤講師  長島智仁 八木田実 菅原和子 

回  日 時 内  容 講 師 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

第 

 

 

 

10 

 

 

 

４月14日 「模擬授業①」 

教育研究所指導主事 

非常勤講師 

２ ５月19日 「模擬授業②」 

教育研究所指導主事 

非常勤講師 

３ 

６月９日 

オンライン 

開催 

「模擬面接①」 
教育研究所指導主事 

非常勤講師 

４ 

期 

７月１日 

オンライン 

開催 

「学び続ける教師をめ

ざして」 

「模擬面接②」 

「卒塾式」 

教育研究所指導主事 

１ 10月13日 

「塾での学びのガイダ

ンス」 

「求められる教師像に

ついて」 

「授業をするために①」 

教育研究所長 

教育研究所指導主事 

非常勤講師 

２ 11月17日 

「授業をするために②」 

「児童生徒理解に基づ

く指導について」 

教育研究所指導主事 

非常勤講師 

３ 12月９日 

「学級担任の役割と 

実務」 

「学級経営のポイント」 

「私が考える学級経営

案をつくる」 

大津中学校 教諭 

板越 秀介 

 

 

４ 

１月13日 

オンライン

開催 

「授業のスキルアップ

（板書、発問、教具、

評価等）」 

教育研究所指導主事 

非常勤講師 

５ 

２月17日 

オンライン

開催 

「わかる授業のための

ICT活用」 

教育研究所指導主事 

非常勤講師 

６ ３月３日 

「自分の考えを相手に

伝える教育論文の書き

方１」 

教育研究所指導主事 

非常勤講師 

 

７ パワーアップ（理科・達人・英語）研修講座 

理科シリーズ・達人シリーズ・プログラミング

で計画した。理科シリーズでは、学校訪問型指導

技術向上研修を継続し、市内の小学校を会場に４

回計画した。新型コロナウイルス感染症の影響に

より実施したの 11月のみであった。 
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達人シリーズでは、教科研究会で活躍した市内

の退職校長等を講師に招いて５回計画した。第１、

４、５回は集合研修、第２、３回はオンライン研

修で実施した。 

プログラミングはプログラミング教育を取り

入れた授業づくりを学ぶことをねらいとして４回

計画した。プログラミングは新型コロナウイルス

感染症の影響により全ての回を中止した。 

 

＜理科シリーズ＞ 

回 時期 会場 講 師 

４回 ６月～１月 市内小学校 
市内小・中学校教諭 

教育研究所指導主事 

＜達人シリーズ＞ 

回 時期 内容・会場 講 師 

５回 ５月～１月 

特別活動・研究所 

国語・研究所 

理科・研究所 

算数・研究所 

外国語・研究所 

市内元校長 長塚 松美 

市内元校長 平野はるひ 

市内元校長 小田部英仁 

市内元校長 緒方久美子 

市内元校長 黒川 理美 

＜プログラミング＞ 

回 時期 会場 講 師 

４回 ５月～11月 教育研究所 
市内小・中学校教諭 

教育情報担当課指導主事 

 



８　令和３年度　夏季研修講座

研修名 講座 題名 所属 講師名 研修日 開始時間 会場：備考

国語科研修講座 1 新学習指導要領「国語」が目指す学びとは 横浜国立大学 青山　浩之 8月25日(水) 13:30 オンライン

社会科研修講座 1 新学習指導要領を踏まえた社会科の授業改善 総合初等教育研究所 北　俊夫 7月28日(水) 09:30 教育研究所

算数科/数学科研修講座 1 数学的な見方・考え方を働かせる算数・数学の授業づくり 島根県立大学 齊藤　一弥 8月23日(月) 09:30 オンライン

理科研修講座 1 理科の資質能力を育成するための授業の在り方 文部科学省 鳴川　哲也 8月23日(月) 13:30 オンライン

音楽科研修講座 1 新学習指導要領に即した音楽科の授業づくり 筑波大学附属小学校 平野　次郎 8月23日(月) 09:30 オンライン

図画工作科/美術科研修講座 1 美術や美術文化と豊かに関わる資質・能力の育成 文部科学省 平田　朝一 8月20日(金) 13:30 オンライン

1 エネルギー変換の技術における題材のヒント NPO法人みんなのコード スタッフ 7月26日(月) 13:30 大津中学校

2 新学習指導要領に沿った授業実践 マッシュ&ルーム 村瀬　真琴 8月06日(金) 14:00 中止

3 小学校プログラミング教育の実現に向けて 横浜国立大学教育学部 堀内　かおる 8月17日(火) 09:30 オンライン

生活科研修講座 1

総合的な学習の時間研修講座 1

1 新学習指導要領のねらいと指導と評価の一体化について 文部科学省 山田 誠志 8月06日(金) 14:00 オンライン

2 教科書を用いた効果的な指導と評価との一体化について 文教大学 阿野 幸一 8月19日(木) 13:30 オンライン

4 理科室の安全な管理の仕方と安全な実験方法 東京学芸大学 吉原伸敏 7月28日(水) 13:30 教育研究所

5 自然観察会～天神島の生き物～ 横須賀市自然・人文博物館 学芸員 8月06日(金) 09:30 中止

科学教養研修講座 1 宇宙開発最前線～惑星探査機が解き明かす宇宙の謎～ JAXA　宇宙科学研究所 中村　正人 8月04日(水) 13:30 オンライン

1 上手に活用！実験機器～実験機器の使い方＆活用法～ 株式会社　島津理化 スタッフ 8月05日(木) 09:30 中止

2 なるほど！小・中理科実験教室～理科教材から学ぶ理科実験の工夫～ 株式会社　ヤガミ スタッフ 8月05日(木) 13:30 中止

1 学校水泳指導法研修講座 横須賀海上保安部 隊員 7月21日(水) 09:00 鶴久保小学校

2 小学校等体育科夏季研修講座① 市立小学校 教員 7月26日(月) 09:00 総合体育会館

3 小学校等体育科夏季研修講座② 市立小学校 教員 7月26日(月) 13:30 中止

4 小学校等体育科夏季研修講座③ 市立小学校 教員 7月27日(火) 09:00 中止

5 中学校・高等学校等保健体育科夏季研修講座① 市立小学校 教員 8月05日(木) 09:00 中止

6 中学校・高等学校等保健体育科夏季研修講座② 市立小学校 教員 8月05日(木) 13:30 中止

7 中学校・高等学校等保健体育科夏季研修講座③ 市立小学校 教員 8月06日(金) 09:00 書面開催

体育実技講習会 1 体を動かす楽しさや心地よさを味わう体つくり運動系の授業づくり スポーツリズムトレーニング協会 津田　幸保 8月06日(金) 13:30 中止

児童生徒健康・体力向上推進研修講座 1 体力低下に学校はどのように立ち向かうか 東京女子体育大学 末永　祐介 7月27日(火) 13:30 総合体育会館

特別活動研修講座 1 キャリア教育の推進とキャリア・パスポートについて 法政大学　キャリアデザイン学部 児美川　孝一郎 7月28日(水) 13:30 生涯学習センター

道徳研修講座 1 道徳授業マネジメント 帝京大学大学院 赤堀　博行 7月30日(金) 13:30 教育研究所

1 授業力向上セミナー① 教育指導課 外国語活動アドバイザー 8月04日(水) 13:30 中止

2 教材の効果的活用法と指導の評価の一体化について 文教大学 金森 強 8月19日(木) 09:30 オンライン

3 授業力向上セミナー② 教育指導課 外国語活動アドバイザー 8月23日(月) 13:30 中止

3 不登校の児童生徒の理解と具体的対応 津久井浜クリニック 井上　亮子 7月29日(木) 09:30 ヴェルクよこすか

4 学習のつまずきに対するアセスメント・支援（MIM） 国立特別支援教育総合研究所 海津　亜希子 7月29日(木) 13:30 ヴェルクよこすか

1 人と人をつなぐファシリテーションの在り方 東京工業大学 中野　民夫 8月06日(金) 10:00 オンライン

2 カウンセリング・テクニックで高める教師力 明治大学 諸富　祥彦 8月16日(月) 13:30 オンライン

1 性的マイノリティと人権 宝塚大学 日高　庸晴 7月27日(火) 13:30 ヴェルクよこすか

2 学びに向かう力を育む 桐蔭学園理事長 溝上　慎一 7月28日(水) 13:30 ヴェルクよこすか

3 GIGAスクール構想の概要と具体 横浜国立大学 山本　光 8月05日(木) 13:30 オンライン

1 辞書編集者は日本語をどのように考えているか 小学館　出版局 神永　曉 7月26日(月) 13:30 総合福祉会館

2 スポーツを通じて「心」を育てる 横浜国立大学 木村　昌彦 8月17日(火) 13:30 オンライン

3 新時代の学びの変容 株式会社人財ラボ代表取締役社長 下山　博志 8月18日(水) 09:30 オンライン

幼児教育研修講座 1 気になる子もみんないきいき保育～幼児期の特別支援について考える～ 明星大学 星山　麻木 8月05日(木) 13:30 中止

3① 幼児の育ちを学ぼう 横須賀市立上町保育園 園長 7月29日(木) 09:30 横須賀市立上町保育園

３② 幼児の育ちを学ぼう 横須賀市立上町保育園 園長 7月30日(金) 09:30 横須賀市立上町保育園

読書指導研修講座 1 学びがつながる授業づくり～学校図書館の活用を通して～（司書教諭・授業者編） 放送大学 塩谷　京子 7月27日(火) 13:30 教育研究所

1 コミュニティ・スクール 文部科学省総合政策局 増渕　広美 7月28日(水) 09:30 ヴェルクよこすか

2 新学習指導要領とカリキュラム・マネジメント 横浜国立大学 石塚　等 8月16日(月) 09:30 オンライン

3 事例を基に考える保護者対応の在り方 （株）市進ホールディングス 細谷　幸裕 8月18日(水) 13:30 オンライン

1 Google Kickstart Program Google Kickstart Program 事務局 スタッフ 7月27日(火) 09:30 教育研究所

2 プログラミング授業実践 横浜国立大学附属小学校 山本　順一・阿部　二郎 7月30日(金) 13:30 教育研究所

3 ミライシード活用研修（小） ベネッセコーポレーション スタッフ 8月06日(金) 09:30 中止

4 ミライシード活用研修（中） ベネッセコーポレーション スタッフ 8月06日(金) 13:30 中止

5 GIGAスクール実現　実践ワークショップ NHK放送局 スタッフ 8月17日(火) 13:30 中止

学校食育研修講座 1 学校現場で食育を推進していくために 文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 清久　利和 8月26日(木) 13:30 オンライン

学校保健研修講座 1 学校現場でゲーム依存、ネット依存を防ぐために 久里浜医療センター 心理療法士 8月26日(木) 09:30 オンライン

1① 応急手当Ⅰ 横須賀市消防局救急課 救急隊員 7月29日(木) 09:00 中止

2① 応急手当Ⅱ 横須賀市消防局救急課 救急隊員 7月29日(木) 13:00 中止

3① 応急手当Ⅲ 横須賀市消防局救急課 救急隊員 7月30日(金) 09:00 中止

4① 応急手当Ⅳ 横須賀市消防局救急課 救急隊員 7月30日(金) 13:00 中止

1② 応急手当Ⅰ 横須賀市消防局救急課 救急隊員 8月23日(月) 09:00 中止

2② 応急手当Ⅱ 横須賀市消防局救急課 救急隊員 8月23日(月) 13:00 中止

3② 応急手当Ⅲ 横須賀市消防局救急課 救急隊員 8月24日(火) 09:00 中止

4② 応急手当Ⅳ 横須賀市消防局救急課 救急隊員 8月24日(火) 13:00 中止

防災教育研修講座 1 防災教育研修講座 横須賀市消防局 8月20日(金) 09:30 中止
横須賀市環境企画課連携研修（環境学習講座） 1 「博物館たんけん」及び「平和中央公園はっけん隊」 横須賀市自然・人文博物館 学芸員 7月29日(木) 09:30 自然・人文博物館

支援教育研修講座

    学校教育の指導の方針・重点及び研修計画に基づき、一般的教育課題、各教科等に関する内容並びに実技等に関する研修を通して、
    教職員の指導力の向上を図ることを目的としている。令和３年度は緊急事態宣言を受けて、８月の研修がオンラインまたは中止となった。

家庭科/技術・家庭科研修講
座

生活科・総合的な学習の時間の充実に向けて 早稲田大学教育学部 藤井　千春 8月24日(火) 13:30 オンライン

外国語科研修講座

理科基礎技術研修講座

小学校・中学校理科教材研究
講座

体育科・保健体育科夏季研修
講座

外国語活動研修講座
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応急手当普及員研修講座

コミュニケーション研修講座

教育課題研修講座

夏季大学

就学前教育と小学校教育の連携研修講座

学校づくり研修講座

ＩＣＴ活用実践研修講座
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学校の基盤整備 

平成10年度に本市が国の「先進的教育用ネットワークモデル事業」の対象となっ

て以降、教育分野における ICT機器の利用促進を積極的に進めてきた。 

そして「三浦半島地区教育ネットワーク」事業をはじめとする「よこすか教育ネッ

トワーク」の整備により、現在では、全市立学校はもとより教育関連施設等の拠点を

100Mbpsの回線で結んでいる。 

また、GIGAスクール推進計画実現のため、校内高速無線 LAN（１Gbps）、小・中・

ろう学校１人１台端末（Chromebook）27,834台および養護学校１人１台端末（iPad）

34台、小、中、ろう、養護学校へ電源キャビネット 909台を配備した。 

これらのネットワーク環境と ICT 機器の活用及び情報発信のため、機器の保守・管理を行っている。 

なお、令和３年４月の組織改正により、保守・管理と機器調達については教育研究所教育情報担当

課環境整備担当に所管を変更した。

 

１ 横須賀市教育情報センター事業 

（１）センターホームページ 

教育研究所のカリキュラムセンター機能の充

実に向けて、市内の先生方が授業づくりをする

上で、参考となる指導案や資料などを必要に応

じてイントラネット上からダウンロードできる

ようにする仕組みを整備した。各学校にてフロ

ンティア研究やチャレンジ研究の際に作成し保

有する指導案や各種資料などの電子データの収

集及び蓄積・分類・整理などを進めた。  

①インターネットに掲出しているコンテンツ 

「三浦半島の植物」「三浦半島の地層･地質」

「三浦半島の野鳥」「教具的民俗資料」など

がある。 

②よこすかスクールネット(各学校のホームペ

ージ集。) 

 定期的な更新や全面リニューアルなど、各学

校において、積極的な取組が進んでいる。 

  なお、ビュー件数は、次のとおりである。 

令和３年(令和３年１月～12月)＝16,338,486件 

令和２年(令和２年１月～12月)＝13,006,216件 

③横須賀市教育情報センターイントラネットサ

イトビュー件数 

令和３年(令和３年１月～12月)＝4,518,681件 

令和２年(令和２年 1月～12月)＝3,494,740件 

 

 

 

 

(２)教職員用電子メール・掲示板の活用 

校務支援システムの導入により、メールや掲

示板を有効に活用することで、校務処理の効率

化を図ることができた。 

  また、令和４年１月には校務支援システムの 

 更改を行った。更改に伴って、校務処理がより 

 効率的になるような新たな機能も一部加わっ 

 た。新たな機能については、研修やマニュアル 

 作成を行い、各学校へ周知した。 

 

(３)三浦半島地区教育ネットワーク 

①当該ネットワーク設置の経緯 

  「先進的教育用ネットワークモデル地域事業 

 （文部省・郵政省、平成 10年）」と「教育情報 

 通信基盤整備事業（総務省、平成 13年）」によ 

 って、平成 14年１月に三浦半島地区教育ネット 

 ワーク内の全ての学校（横須賀市、三浦市、葉 

 山町）が、よこすか教育ネットワークセンター 

 経由 100Mbpsでインターネットへ接続する環境 

 が確立し、大容量情報の高速化と低コスト化を 

 実現したことが発足の端緒である。 

  現在、三浦市についてはこのネットワークに 

 は参加していない。 

②三浦半島地区教育ネットワークに関する打ち  

合わせ 

 （令和３年５月 14日、令和３年 10月 29日の２ 

 回開催） 

横須賀市・葉山町の情報教育関係の担当者が
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集まった。 

三浦半島地区教育ネットワークについて、

GIGA スクール構想による高速ネットワークと 

の関連も踏まえ、今後の連携について協議した。 

 

２ コンピュータ等の ICT機器の保守運用事業 

本市では、「学校の保有する情報の取扱いに関

する基準」を定めており、その中で、学校の児童

生徒、教職員が学習・指導や校務において使用す

るパソコンを総称して「公用 PC」と呼び、そのう

ち、教職員が専ら校務処理に用いるパソコンを「校

務用 PC」、教職員及び児童生徒が専ら学習・指導

に用いるパソコンを「教育用 PC」と呼んでいる。 

また、教育研究所と各学校間をつなぐコンピュ

ータネットワーク網を「よこすか教育ネットワー

ク」と呼んでいる。 

本稿でも、その呼称に合わせている。 

 

(１)整備方針 

①児童生徒の学習における安全な ICT 機器及び

インターネット利用環境を提供する。 

②教職員の校務支援のための安全かつ効率的な

ICT環境を提供する。 

・Webを通した積極的な情報公開 

・ネットワークの構築と保守・管理 

 

(２)教育用 PC 整備関連 

①コンピュータ教室機器 

 教育用 PC として、小、中、ろう、養護の

各学校にパソコン教室を整備した。（小学校

：平成 24 年度、25 年度）（中、ろう、養護

学校：平成 27 年度）GIGA スクール構想の推

進に伴い、令和３年11月をもって、PC教室を

廃止した。 

②普通教室用校内 LAN 及び ICT機器 

 小、中、ろう、養護の各学校の普通教室に

各学級１台のパソコンとインターネットに

接続可能な校内 LANを整備済である。周辺機

器として、プロジェクタや実物投影機を配布

している。GIGAスクール構想の推進に伴い、

令和３年11月をもって、教育用 PC を廃止し

た。 

③教育研究所情報教育研修室 研修用パソコン 

 教育研究所内に教職員の ICT研修を主目的

とする情報教育研修室を設け、当該研修室で

使用する研修用パソコン（21台）を整備して

いる。 

 

(３)校務用 PC整備関連 

①校務用 PC 

 平成22年12月に教職員１人１台体制とな

る整備が完了した。教育研究所と市内各学校

は 100Mbps の光ファイバー網によって結ば

れ、よこすか教育ネットワークを形成してい

る。 

 平成23年度以降、古くなった校務用パソコ

ンを順次更改している。 

②校務支援システム 

 平成21年度の「学校情報通信技術環境整備

事業費補助金（文部科学省）」により、小、

中、ろう、養護の各学校に校務支援システム

の導入を進めており、平成22年度に導入の周

知及び運用研修を行い、平成23年４月から本

格運用を開始した。 

 

（４）GIGA スクール構想関連 

 AI、ビッグデータなど技術革新が一層進展

することで人々の働き方やライフスタイル

が変化する新たな社会 Society5.0 時代を迎

えると言われている。 

 国においては、この Society5.0 時代を生

きる子どもたちに相応しい、誰一人取り残す

ことない公正に個別最適化され、創造性を育

む学びを実現するため「１人１台端末」と学

校における高速通信ネットワークを整備す

る「GIGAスクール構想」を令和元年２月に全

国に示した。 

 横須賀市では令和３年11月をもって小、

中、ろう、養護学校 27,834 台の１人１台端

末（Chromebook27,800 台、iPad34 台）また

それを保管するための端末保管庫、各学校で

のネットワーク整備が終了した。 
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教育の情報化 

「情報教育」「教科指導における ICT活用」及び「校務の情報化」の一層の推進・

充実のために、各種の取組を行った。 

（１）GIGA スクール構想がスタートし、4 月から始まった中学校の端末導入に合

わせて学校訪問を行い、ICT機器を児童生徒・教職員が有効に活用できるよう、

スタートの各種研修を実施した。小学校においても夏以降の導入に合わせて

実施した 

（２）横須賀市教育情報センターイントラネットサイトに掲載されている情報の 

  追加や更新を行った。 

（３）12月までは、平成 23年度に導入した校務支援システムの理解、普及をよ

り浸透させるべく、システムを使っての成績データの入力や通信簿、指導要録、健康診断票などの

帳票出力について、各学校への訪問研修を実施した。12月末にシステムの更改を行い、1月より全

国共通版の新システムに移行した。それに伴い、イントラネットサイトに各種操作手順書を掲載

し、資料の充実を図った。 

（４）情報化推進にあたり不可欠となる情報セキュリティに対する意識の醸成については、情報の取り

扱いに関するルールの周知と啓発を行った。また、「学校の保有する情報の取扱いに関する基準」

の周知を図った。 

（５）GIGAスクール構想のスタートに伴い、GIGAスクールサポートスタッフ、ICT支援員（共に民間委

託）を活用するとともに、教育研究所教育情報担当課スタッフによる ICT授業支援サポーター制度

を継続した。

 

１ 研修事業 

 GIGAスクール構想による１人１台端末の導入を

受けて、児童生徒の学びをより深めるために、ICT

機器をどのように効果的に活用していくか考える

機会として、各研修を計画し進めた。しかし、新

型コロナ感染症対策のため、ICT活用実践研修講座

ついては、一部閉講を余儀なくされた。 
 今後、授業では児童生徒が１人１台端末を利用

した内容が求められる。2022年度の講座内容は、

児童生徒の学びを深め、情報活用能力を身に付け

るために、配備された端末を学校生活において、 
効果的に活用できることを目的とした研修講座を

開設したい。 
 
（１）ICT活用実践研修講座 

  １人１台端末が導入されたことを契機に、各 
 学校においてICT 機器を有効に活用できるよう

に研修講座を設定し、教育の情報化を推進する

ために、４回の研修を計画した。 
 

 
 
  ア Google kick start Program① 
    １人１台端末の導入により、Chromebook 

   の各ツールを授業等で円滑に活用するため 
   に、その内容について学ぶ研修。 
  イ ミライシード活用研修：小学校教諭② 
    授業で学習支援ソフト「ミライシード」 
   を有効に活用するための内容で、効果的な 
   活用方法を学ぶ研修。 
  ウ ミライシード活用研修：中学校教諭③ 
    すでに導入されたChromebook端末の学習 
   支援ソフト「ミライシード」を、さらに活 
   用するための内容で、より効果的な活用方 
   法を学ぶ研修。 
  エ プログラミング授業実践④ 
    小学校５年生の「算数」、小学校６年生 
   の「理科」の授業実践の報告やChromebook 

   端末を利用し、scratch・micro-bitを実際 

   にさわりながら学ぶ研修。 
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（２）初任者対象研修［参加者数：98名］ 

  事故防止の観点から「情報セキュリティ」の 
 意識を高めるとともに、Chromebook端末の活用

するための研修を行った。 
 
（３）１年経験者対象研修［参加者数：87名］ 

  「情報モラル」について学び、児童生徒への 
 「情報モラル」の指導が重要視されていること 
 を確認した。また、１人１台端末の活用として 
 Classroomを中心とした研修を実施した。 
 
（４）初任者対象研修［参加者数：87名］ 

  ICT教育におけるメリットとデメリットにつ 
 いて確認し、あくまでも学習ツールの一つであ 
 り、活用することで主体的・対話的で深い学び 
 の実現に向けた授業改善につなげる研修を実施 
 した。 
 
（５）２年経験者対象研修［参加者数：77名］ 

  GIGAスクール構想の理解と１人１台端末を活

用した授業づくりについて、Google Jamboardを

利用した研修を行った。 
 
（６）５年経験者対象研修［参加者数：69名］ 

  GIGAスクール構想を理解し、ワークショップ

による「授業づくりを考える」をテーマに、意

見交換することで、今後のICTを活用した授業

づくりについて考える研修を実施した。 
 

２ 校務の情報化推進事業 

 情報セキュリティ保持の啓発を図るために、例

年どおりセキュリティ月間を３回設定し、情報の

取扱いに係る注意喚起を行った。 

 また、横須賀市の学校における情報化の推進に関す

る検討組織として、学校情報化推進部会を設置し、校

務支援システムによる校務の省力化、教科指導に

おける ICT活用、情報教育など、それぞれについ

て検討を進めてきた。また、ここでの意見要望を

もとに各部署と連携を取り、施策を展開した。 

 特に本年度においては、各分科会で GIGA スク

ール構想に関する課題や校務支援システム更改等

について、意見をいただいた。会議の持ち方とし

ては、新型コロナウイルスの感染状況が収束しな

いことで、すべての会議をオンラインで行った。 

 第１分科会（学籍名簿等の管理について） 

 第２分科会（成績・時数処理等について） 

 第３分科会（保健機能について） 

 第５分科会（情報教育等の推進について） 

※第４分科会（学校の各種文書の管理について）は未開催 

 横須賀市の学校における校務の情報化を図り、

効率的で円滑な業務を進めるために、要望のあっ

た学校に健康診断票の入力等、教職員向けの訪問

研修を実施した。これにより、運用上必要な事項

の徹底と、スムーズな活用につなげることができ

た。 

 そのほかに開設した研修は次のとおりである。 

【集合選択】⇒※は新型コロナ対策のため閉講 

 ・新任教頭研修   

 ・通信簿作成研修  

 ・調査書作成研修  

 ・管理職(教頭)対象   ※ 

【訪問研修】 

 ・プログラミング研修 （随時） 

 ・通信簿作成研修   （随時） 

 ・健康診断票作成研修 （随時） 

 ・指導要録作成研修  （随時） 

 ・学校HP作成研修   （随時） 

 ・ICT活用研修    （随時） 

 

３ ICT授業支援サポーター事業 

 GIGAスクール構想実現のため、1人 1台端末の

導入が 4月より始まったことに合わせ、外部委託

の ICT支援員の活用を始め、それとともに ICT授

業支援サポーター事業を展開した。 

 主な活動としては、ICT 機器の設置や使用ソフ

トウェアの事前準備や児童生徒への技術面のサポ

ート、機器のトラブルへの対応であるが、特に

Chromebook導入段階における、初期ログインの補

助や Google classroom、ミライシードへのログイ

ンや活用の補助及び、授業の助言等を行った。 

 今後、1 人 1 台端末を活用して、授業改善が行

われ、より深い学びを実現することが求められる。
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その環境を作るためにも、様々な研修を実施する

とともに、ICT 機器を活用するサポート、情報活

用能力・プログラミング的思考等を育むための授

業支援を行っていく予定である。 
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関係機関との連携 
 

◆神奈川県教育研究所連盟 

 新型コロナウイルス感染の影響により、集合形

式はとらず、書面による開催もしくは中止となっ

た。 

 

（１）総会 

５月19日の総会に参加し、本年度の研究協議会

や役員会等の協議を行った。 

 

（２）指導主事研修講座 

７月６日(火)、県立総合教育センターで実施さ

れ、2012ロンドンパラリンピック日本代表 春田

純氏の「障害者スポーツとは～夢の舞台～」の講

演があった。所長及び指導主事７名が参加した。 

 

（３）第68回県教育研究所連盟教育研究発表大会 

11月９日(火)、県立総合教育センターにおいて、

「『未来を拓く・創る・生きる』力を育む」をテ

ーマにして開催される予定であったが、講演会の

みオンラインにより実施された。宇宙航空研究開

発機構 宇宙科学研究所の教授 津田雄一氏によ

る「小惑星探査機『はやぶさ２』の挑戦」を演題

とした講演会には、所長及び８名の指導主事が参

加した。 

 

（４）教育課題部会 

令和４年１月27日(木)、横須賀市教育研究所の

主催によりオンラインで開催された。 

 横須賀市教育研究所教育情報担当課主査指導主

事から「1人1台端末の活用状況について」の実践

報告がされた。また、関東学院大学教授の元木誠

氏より「1人1台端末活用で変わる子ども達の学び」

の講演が行われた。指導主事９名が参加した。 

 

（５）教育相談・支援教育部会 

令和３年８月26日(木)、藤沢市教育文化センタ

ー及び藤沢市学校教育相談センターの主催により

神奈川県立総合教育センターで開催される予定で

あったが、中止となった。 

 

（６）調査研究部会 

令和４年１月18日（火）、大和市教育研究所の

主催により大和市文化創造拠点シリウスで開催さ

れた。大和市教育研究所の指導主事から、情報モ

ラル教育への取り組みについての研究報告がなさ

れた。また、聖心女子大学の榎本竜二氏による「1

人1台端末導入による、情報モラル教育の重要性～

学校・家庭での情報モラル教育について～」の講

演が行われた。指導主事２名が参加した。 

 

（７）人材育成部会 

令和４年１月31日（月）、厚木市教育研究所の

主催により、オンラインで開催された。厚木市教

育研究所の指導主事から、厚木市の人材育成の取

組（厚木市の研修及び、「知識構成型ジグソー法」

を活用した深い学びに関する調査研究について）

についての実践報告がされた。指導主事２名が参

加した。 

 

◆関東地区教育研究所連盟 

（１）関東地区教育研究所連盟第１回委員会 

・総会・研究協議会（群馬大会） 

５月13日(木)、14日(金)、オンラインで開催さ

れた。担当主査指導主事が出席した。１日目は総

会と各教育センターからの報告会に参加した。２

日目は、研究協議会に参加した。報告会及び研究

協議会には指導主事７名が参加した。 

 

（２）第92回研究発表大会・第２回委員会（新潟大会） 

11月５日(金)、オンラインで開催され、担当主

査指導主事が出席した。「教科教育部会」「特別

支援教育部会」に参加し、それぞれのテーマに基

づく協議をし、他市の実態について様々な情報交

換を行った。 

 

◆全国教育研究所連盟 

（１）全国教育研究所連盟総会・研究発表大会 

（奈良大会） 

６月３日(木)、奈良県立教育研究所が担当機関

となりオンラインで開催された。研究所より担当
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主査指導主事が出席し、各都道府県における教育

研究所の運営や課題の情報交換をした。また、研

究協議会においては、ＧＩＧＡスクール構想の推

進に関する情報交換を行った。 

 

（２）全国教育研究所連盟研究協議会（静岡大会） 

10月28日(木)、静岡県総合教育センターが主管

となって開催された。「時代の変化に対応する学

校と教職員への支援の在り方」を大会テーマに、

上智大学 奈須正裕教授による「時代の変化に対

応する学校と教職員への支援の在り方」の講演が

行われた。その後研究協議が行われた。研究所長

及び主査指導主事が参加した。 

 

◆県内教育センター、教育研究所等との連携 

県内５つの教育センターと、行政枠を超えて研

修受講者を受け入れるための調整を行った。 
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学 校 教 育 

指導の目標と重点 

学校には、子どもの「確かな学力」「豊かな心」

「健やかな体」のバランスのとれた「生きる力」

を育むことが求められている。本市では、平成 23

年度からの「横須賀市教育振興基本計画」におい

て、「横須賀の子ども像」として【人間性豊かな子

ども】を掲げ、学校・家庭・地域で連携し、子ど

もを育むことを目指してきた。 

 

【人間性豊かな子ども】 

○自ら進んで学び、問題解決する力を身に付けて 

 いる 

○生命や人権を尊重し、他者との豊かな関わりを

持っている 

○心と体の健康を意識し、健やかな体を持ってい

る 

○自らの可能性を信じ、夢や目標に向かって努力

している 

○社会の一員としてルールを守り、主体的に社会

に貢献している 

○郷土を愛し、豊かな国際性を身に付けている 

 

○指導の目標 

横須賀市教育振興基本計画第３期実施計画「学

校教育編」の５つの目標を基に、児童生徒を指導

する上で、学校が取り組むべき目標とその内容を

「指導の目標」として示した。 

１ 子どもの学びを豊かにします 

(１)学校教育目標の実現に向けて、創意工夫ある

教育課程を編成します 

(２)確かな学力を育成します 

(３)学校教育の土台となる認め合い高め合う関係

を築く力を育成します 

(４)共生社会の実現に向けて、インクルーシブ教

育システムの構築を推進します 

(５)校種間連携を推進します 

２ 子どもの健やかな体を育成します 

(１)健康・体力向上の取組を推進します 

(２)学校の教育活動全体を通じて行われる「体

育・健康に関する指導」を推進します 

(３)学校における食育の充実を図ります 

(４)望ましい生活習慣の確立に向けた支援を充実

させます 

(５)運動やスポーツに親しむ機会の充実を図りま

す 

３ 学校の組織力や教職員の力を高めます      

(１)組織を有効に機能させ、人材を育成します 

(２)校内研究・研修の充実を図ります 

(３)学校事故や様々な学校の課題へ組織的かつ適

切に対応します 

(４)子どもと向き合う環境づくりを推進します 

４ 学校・家庭・地域の連携を深めます 

(１)家庭・地域との信頼関係や協力体制を構築しま

す 

(２)地域の教育資源や学習環境を一層活用します 

５ 教育環境を整備し、充実させます 

(１)安全・安心な環境づくりに努めます 

(２)効果的な学習環境づくりに努めます 

◆指導の重点 

「指導の目標」や横須賀市教育振興基本計画で示

した重点課題、及び本市の実態を踏まえ、学校と

教育委員会が取り組むべきことを、「指導の重点」

として設定した。 

重点１ 学力を向上させます 

同一集団における経年変化では、学年が進むに

したがい、学習状況は改善している。一方で、低

学年における学習の定着に課題があることや、学

習に課題のある子どもの割合が多いことなどがあ

げられる。学校が学力向上に組織的に取り組むこ

とや、教員の指導力を向上させることで、学習内

容の確実な定着を図る。 

○各学校の実態を踏まえた教育課程の編成の工夫

等 

○校内研究・研修の充実 

○目標と指導と評価が一体となった授業実践 

重点２ 認め合い高め合う関係を築く力を育て

ます 

いじめや不登校の解決やその未然防止には、人

と関わるよさを実感すること、自分や他者を大切

にする心を育むことが大切である。また、自分の

良さを認める自己肯定感は、学力・体力の向上に
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影響していると報告されている。より良い人間関

係を育み、集団の中で合意形成や意思決定の力を

高め、認め合い高め合う関係を築く力を育成する。 

○学校の教育活動全体を通じて行う道徳教育の充

実 

○子ども一人一人のニーズに応じた支援の充実 

○子どもの目的意識を踏まえた「話合い活動」の

充実 

重点３ 健康の保持増進と体力の向上を図りま

す 

学校重点プランの検証等から、運動する子とし

ない子の二極化や、運動やスポーツに対する肯定

的な捉えも、学年が上がるにつれて低下する傾向

があること、朝食の喫食率が低いことなどの生活

習慣についての課題が見られている。体育的活動

の充実や授業改善、家庭・地域と連携して生活習

慣を改善することにより、課題解決を図る。 

○R-PDCAサイクルに基づく健康・体力に関する取

組 

○子どもの運動習慣や体力の実態に即した体育・

保健体育科の授業改善 

○継続的な家庭・地域との連携・協力課題解決を

図る。 

○R-PDCAサイクルに基づく健康・体力に関する取

組 

○子どもの運動習慣や体力の実態に即した体育・

保健体育科の授業改善 

○継続的な家庭・地域との連携・協力 
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教  科  

令和３年度の市の指導の重点の一つである「学力を向上させます」の実現に向け、

各学校では学習状況調査の分析をもとに作成した学校重点プランのもと、教科指導

の充実を図るとともに、組織的に学力向上に向けた取組を推進した。 

教育委員会としては、学力向上推進委員会を開催し、平成 30 年度から開始した「学

力向上推進プラン」の目標に対する検証を行い、それに基づいた新推進プランを策

定した。また、国語、社会、算数・数学、理科、外国語（外国語活動）、道徳の各教

科等で、小・中学校教科指導員を任命し、各教科の指導改善と教育水準の向上を図

った。 

学校研究に関わっては、「教科等研究」以外にも、「支援教育」「プログラミング教育」「評価の在り

方」「カリキュラム開発」「ICT の有効的な活用」「高等学校教育課程」をテーマとした研究が、各教

科の実践をとおして積極的に進められた。 

 

       国   語         

◎教育課程研究会 

〔小学校〕 

１日目は、コロナ禍のためオンライン開催とな

った。指導主事からの情報発信を踏まえ、参加者

は新学習指導要領でめざす「主体的に学習に取り

組む態度」の指導と評価の在り方について研究を

進めた。 

２日目は、オンラインによる文書提案（追浜小

４年生「目指せ、メモ取りマスター！！～追浜の

「福祉」について取材しよう～」）をもとに、課題

意識を育む指導の工夫や他教科の学習と連携した

カリキュラムの在り方、評価計画のポイント等に

ついて研究を深めた。 

〔中学校〕 

１日目は、コロナ禍のためオンライン開催とな

った。指導主事からの情報発信を踏まえ、参加者

は新学習指導要領でめざす「資質・能力を育成す

る国語科の指導と評価のポイント」について、読

書指導を切り口に研究を進めた。 

２日目は、国語研究会「書くこと」領域部会校

による文書提案、「横須賀市学校文集を活用した

書くことの指導と評価」をもとに協議を行った。

形骸化しつつあった学校文集の取組に、新学習指

導要領が目指す学力観を照らすことで、改めてそ

の意義と今後の指導の方向性を確認することが

できた。 

 

◎夏季研修講座 

８月 25 日に、横浜国立大学教授青山浩之氏を

講師として、「実生活に生きる書写の授業づくり～

豊かな文字文化へのまなざし～」をテーマにオン

ライン研修会を行った。これからの時代に求めら

れる言葉の力について、具体的な指導をイメージ

しながら多くの示唆を得た。 

◎小学校国語研究会 

研究テーマ「生きて働く確かな言葉の力の育成

～付けたい力を意識した主体的な学びを通して～」

をもとに実践研究をした。「研究部」「研修部」の

各組織で、指導案検討会、年度末研修会（オンラ

インにて「国語科を中心とした、一人一台端末の

効果的な活用と、主体的な学びとの関連性につい

て」）などを実施した。また、学校文集の編集・書

写作品展の運営に協力した。 

◎中学校国語研究会 

研究テーマ「資質・能力を育成する国語科教育の

創造」に基づき、授業研究部各領域部会（「話すこ

と・聞くこと」・「書くこと」・「読むこと」・「伝統

的言語文化」）で指導案検討や提案発表に取り組ん

だ。年度末研究発表会では、「学習指導要領を基に

した国語の授業の作り方」について外部講師を招

いて研修を行った。 

また、学校文集の編集・書写作品展の運営に協

力した。 
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       社   会        

〔小学校〕 

令和３年度研究テーマは、「人の営みに学び、

未来を創る子どもを育てる社会科教育」である。

予測困難なこれからの未来を生きていく子どもた

ちに、よりよい社会を創ろうと働きかける力が育

まれることをねらい研究を行う予定であったが新

型コロナウイルス感染拡大により大幅な変更を強

いられた。 

教育課程研究会 1日目は、オンライン開催とな

り、指導主事がファシリテートし社会科の授業づ

くりについて学びを深めた。 

 教育課程研究会の２日目は、大矢部小学校石渡

総括教諭と池上小学校佐々木優教諭が文書提案を

書面開催で行い、感想等を提案者にフィードバッ

クした。 

 

〔中学校〕 

令和３年度研究テーマは、『時代の変化に生き

る生徒の育成～社会的な見方・考え方を働かせた

授業実践の実現を目指して』である。大きく変わ

りゆく社会を生きていく生徒は単に知識を覚える

だけでなく、その知識を整理し「自分事」として

考える力が求められる。そのような資質・能力を

育成するための学習活動について研究を行う予定

であったが、新型コロナウイルス感染拡大により

大幅な変更を強いられた。 

教育課程研究会 1日目は、オンライン開催とな

り、指導主事がファシリテートし社会科の授業づ

くりについて学びを深めた。 

教育課程研究会の２日目は、衣笠中学校がオン

ラインで文書提案を行った。小室教諭の実践を中

心に、衣笠中学校社会科教員と歴史的分野の有志

が「問題解決的な学習における課題設定と子ども

の主体性の関係」について提案した。 

 
〔夏季研修〕 
夏季研修は、７月 28日に総合初等教育研究所参与

の北先生に「社会的な見方・考え方を働かせる授

業づくり」というテーマでこれからの社会科の授

業づくりについて講演していただいた。 
 

       算数・数学        

◎研究テーマ 

〔小学校〕 

『学ぶ楽しさと充実感のある授業づくりをめざして』 
（重点目標） 
○算数的表現（言葉、数、式、図、表、グラフ）

を用いて考えを整理し、学びあうことで、数学

的な見方・考え方を豊かにする 
〔中学校〕 
「主体的な学び合いを通して、数学的に考える 
資質・能力の育成」 

 ～学び合う喜びを感じ、粘り強く考える 
授業の創造～ 

○「楽しさ」：数学を学ぶ楽しさを実感し、自分
の学習してきたことを振り返ろうとする態度
の育成 

○「気づき」：自ら課題を見つけ、その課題を解
決しようと粘り強く取り組む態度の育成 

○「深める」：学び合いの中で、育まれた数学的
な見方や考え方を深めようとする態度の育成 

○「活用」：数学的な見方や考え方を活用して
問題解決していこうとする態度の育成 

○「伝達」：数学的な方法によって、伝えよう
とする態度の育成 

◎教育課程研究会 

〔小学校〕１日目は、「主体的に学習に取り組む

態度」を涵養するための手だてについて、協議及

び情報共有を行った。２日目は、明浜小学校「基

準量を意識した割合の三用法の指導と評価」、鴨居

小学校「分数のかけ算における立式の指導と評価」

をそれぞれテーマとして提案を行った。 
〔中学校〕１日目は、「主体的に学習に取り組む

態度」を涵養するための手だてについて、協議及

び情報共有を行った。２日目は、長沢中学校「主

体的な学びを生み出し，深い学びの授業を目指し

た指導と評価の一体化～数学的な見方・考え方を

働かせ，数学的活動に主体的に取り組む授業の創

造～」、研究会（図形領域部会）「新旧の学習指導

要領の比較～指導・評価のあるべき姿の追究～」

をそれぞれテーマとして提案を行った。 
◎夏季研修講座 
 ８月 23日に、島根県立大学人間文化学部教授の

齊藤一弥氏による「数学的活動はいかに算数・数

学の授業を変えるか」をテーマとした講演を行っ

た。算数・数学の授業の本質を問い直すべく多く

の示唆を得た。 
 

 



 

- 43 - 

        理  科         

◎教育課程研究会 

〔小学校〕 

 １日目は、「主体的に学習に取り組む態度」を涵

養するための協議及び実践報告を行った。 
 ２日目は、「主体的に問題を解決し、新たな知を

獲得する理科学習」をテーマに、久里浜小学校と

大塚台小学校による文書提案を行った。久里浜小

学校からは、「学びがより充実するための単元展開」

や「これまでの既習事項を上手に活用する 授業 
展開の工夫」、「理科の見方・考え方を働かせるこ

とで得られる学習の深まり」等について提案され

た。大塚台小学校からは、「学びを『整理すること』

『つなげること』『生活に生かすこと』の工夫」、

「子どもが事象に夢中に関わるための単元展開の

工夫」、「子どもの学びの瞬間を捉えるための見取

り方」等について提案された。 
〔中学校〕 

 １日目は、「主体的に学習に取り組む態度」を涵

養するための協議及び数校からの実践報告を行っ

た。２日目は岩戸中学校から「”比較” から思考

を深めていく授業の実践」をテーマに、「化学変化

と物質の質量」における授業実践の提案がされた。

久里浜中学校からは、「見方・考え方を育むための

単元計画を工夫した授業実践～密度の概念を深め

るために～」をテーマに「身のまわりの物質とそ

の性質」における授業実践の提案が行われた。 
◎小学校理科研究会 

 「主体的に問題を解決し、新たな知を獲得する

理科学習」を研究テーマとした実践研究を積み重

ねた。神奈川県小学校理科教育研究大会での文章

提案が行われ、主体的な問題解決学習を通した実

感のある学びが創造が目指された。また、教員向

けの研修会や広報の発行、「よこすか子ども科学賞」

や「よこすか子ども発明展」への協力を通して、

児童に自然科学への興味・関心を高める活動を行

った。 
◎中学校理科研究会 

 新学習指導要領を見据え、「理科の見方・考え方

を働かせて資質・能力を育み、ゆかたな未来を切

り拓く理科教育」を主題とし、研究会を４部会に

分け、「教育課程」、「学習・評価」、「観察・実験」、

「環境教育」分野においての重点的なテーマや実

践について合わせて協議を深めた。 
また、日本学生科学賞神奈川作品展では審査員を

務める活動なども行った。 
 

       生 活 科        
◎教育課程研究会 

「資質・能力を育む教育課程の編成と教育活動の

工夫・改善 ～各教科等の見方・考え方を働かせ

た授業実践と学習評価～」をテーマに、1 日目は

オンライン、2日目は書面開催で実施した。 

１日目は、事前課題に生活科の授業で子どもが

学びを深めている写真を撮り、その時のエピソー

ドを記録することとした。それをもとに生活科に

おける育てたい資質・能力について指導主事が研

修を行い、協議した。 

２日目は部会テーマを「活動や体験を通して、

学びをつなぎ 生活を豊かにする子ども」とし、

研究主題は「主体的・対話的で深い学びの実現 ～

学習の広がりや深まりを追究する子～」として小

原台小学校による文書提案が行われた。「内容（２）

家庭と生活」を中心に構成した単元で、育てたい

資質・能力にせまるために、掲示物の活用と視覚

的な情報共有や家庭との連携を手立てとした実践

が提案された。 

各学校からのリアクションシートでは、内容

（２）においては、単元のねらいや育てたい資質・

能力をを家庭と共有することの重要性や授業以外

の日常的な取り組みを授業の中で価値づけていく

ことが重要であることなどが報告された。 

◎夏期研修講座 

８月 24日に、早稲田大学 藤井千春氏に、「自

分が発見した子どものよさを自分のことばで語ろ

う」と題し講演をいただいた。主体的・対話的で

深い学びのある生活科の授業や、子どもたちが「育

つ」校内研究や学校体制など様々な実践を通して

多くの示唆をいただいた。 

◎生活科研究会 

 研究主題「活動や体験を通して、学びをつなぎ、

生活を豊かにする子ども」に基づき、事業を進め

た。今年度は授業研究は行わず、オンラインを活

用しながら常任委員会のメンバーで年間指導計画
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と評価規準表を作成した。 

 

       音  楽          

◎教科テーマ 

[小学校] 

「音楽のよさを感じ、ともに創り楽しむ子」 

[中学校] 

「豊かに表現する生徒の育成～深い学びを目指し

た授業の創造～」 

◎教育課程研究会 

[小学校] 

１日目は、コロナ禍のためオンライン開催とな

った。指導主事からの情報発信を踏まえ、参加者

は新学習指導要領でめざす「表したい音楽を表現

するために必要な技能の評価」について研究を進

めた。 

２日目は、小学校音楽研究会による文書提案、

「表したい音楽を表現するために必要な技能の評

価」をもとに、評価の観点の内、「知識・技能」の

「技能」を軸にした文書提案に対して各校で研究

を進めた。 

[中学校] 

１日目は、コロナ禍のためオンライン開催とな

った。指導主事からの情報発信を踏まえ、参加者

は新学習指導要領でめざす音楽科の「技能」の指

導と評価について研究を進めた。 

２日目は、不入斗中学校による文書提案、「領

域をつなげ、学びの連続性を意識した授業づくり」

をもとに協議を行った。生徒が主体的に学習に取

り組むために、学習内容の連続性や系統性も踏ま

えながら指導計画を見直しすることの大切さが確

認された。 

◎夏季研修講座 

８月 23日に、筑波大学付属筑波小学校教諭 平

野次郎氏を講師としてお招きし、「実感を伴った理

解」をテーマにオンライン研修会を行った。コロ

ナ禍での授業づくり、教師の役割等について具体

的な指導をイメージしながら多くの示唆を得た。 

◎小学校音楽教育研究会 

歌唱・鑑賞部会、器楽・音楽づくり部会に分か

れ、8 月の提案に向けて各自が実践を積み、集合

して話し合うことにより研修を進めた。また、作

詞作曲審査を行った。 

◎中学校音楽教育研究会 

 歌唱・器楽部会、創作部会、鑑賞部会に分かれ

研修を進めた。作詞審査は集合で、作曲審査は各

校で審査を行った。 

 

      図画工作・美術        
◎研究テーマ 

テーマ「豊かな心を育てる造形教育―子どもによ 

りそい、おもいをかたちに―～であう・あじわう・ 

つくりだす～」に基づき研究を進めた。 

◎教育課程研究会 

〔小学校図画工作〕 

１日目は、（１）各学校で準備した図画工作科

の年間指導計画の見直し、（２）横須賀美術館ア

ートカードを活用した鑑賞の活動について、（３）

児童の作品に対してどのような言葉かけをするの

か、（４）研修を受けて図画工作科の授業中に交

わされる対話について、検討した。完成作品の見

栄えではなく、活動中の児童の感覚や行為に着目

した教師の関わりについて考え、指導と評価の一

体化について迫った。 

２日目は、「豊かな自己表現の場の充実を目指

して」というテーマのもと紙版画の題材の実践報

告を 太田 幸美 総括教諭、山本 理沙子 教諭（明

浜小学校）が文書にて行った。これまでの紙版画

での指導経験から感じている課題を見つめ直し、

学年で教材研究をすることで生み出された新たな

題材である「ビリビリワンダーランド」について、

その導入を中心に報告された。 

〔中学校美術〕 

１日目は、オンラインによる研究会だったが、

中学校の美術科教員から事前に提出していただい

た「美術室の看板（デザイン）」を鑑賞しながら、

自分自身の発想・構想からデザインが完成するま

での間の試行錯誤について改めて見つめ直し、そ

れを共有しながら、美術科の授業と重ねて学習評

価の在り方について考えた。また、３年間を通し

た年間指導計画がバランスの良いものかどうかも、

各自で確認を行った。 

２日目は、津島 綾 教諭（追浜中学校）が、第

３学年で実践した「イメージの力で伝える“その
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一枚が人を動かす”」の実践報告をオンラインで

実施した。「いのち」をテーマに、生徒一人一人

が現代の社会問題を敏感に感じ取ったものを「ポ

スター」として表現することを目指した題材で、

アイデアスケッチから作品が完成するまでの過程

を共有した。 

◎夏季研修講座 

文部科学省教科調査官の平田 朝一 氏をお招き

し、「横須賀の実践をもとに図画工作・美術教育

の在り方を考える」というテーマのもと、オンラ

インで講演いただいた（新型コロナウイルスの感

染拡大防止のため）。通常の授業実践に加えて、

美術館を活用した美術科の授業実践を視聴しなが

ら、授業づくりに関する課題や図工美術における

学習評価について、新学習指導要領の趣旨を踏ま

え、教授いただいた。 

 

      体育・保健体育       
◎市教育課程研究会 

〔小学校〕 
授業提案は、城北小学校による「第６学年・器

械運動（マット運動）」における、児童が意欲的に

取り組むための手立てについて提案を行った。（書

面開催） 
〔中学校〕 
文書提案は、常葉中学校による「第３学年・ダ

ンス（現代的なリズムのダンス）」における、主体

的な学びの姿が生まれる工夫について提案を行い、

協議を深めた。（オンライン開催） 
◎小学校体育研究会 

年間３回程度開催している授業研究会につい

ては、感染症対策の観点から中止となった。また、

研究会を代表して、県小学校児童体力つくり研究

発表大会では、清川和真 総括教諭（馬堀小学校）

が「児童一人一人が、課題解決に向けて『主体的・

対話的で深い学び』を実現するための学習過程の

工夫・改善」について、県学校体育研究連合会研

究大会では、水野 将光 教諭（城北小学校）が「マ

ット運動に意欲的に取り組むための手立て」につ

いて、それぞれ提案を行った。（両大会とも書面開

催） 
 

◎中学校保健体育研究会 

各研究部が２年継続２年目の研究発表会を行

った。また、県生徒体力つくり研究発表大会では、

研究会を代表して  伊藤翔子 教諭（池上中学校）

が「体力向上を意識した保健体育科の授業改善」

の提案を行った。 
関東中学校保健体育研究協議会神奈川大会（相

模原市）は書面開催となった。 
◎市体力つくり実践研究発表会 

研究委託校（２年継続研究の１年目）の池上小

学校が「子どもの健やかな体の育成～日常的・継

続的な取り組みにより一人一人の健康の保持と体

力の向上を目指して～」について、田浦中学校が

「主体的な学びへ向かう導入～ウォームアップか

らスリーアップを取り入れた授業改善～」につい

て、実践研究の発表を行った。また、横須賀市児

童生徒健康・体力向上推進委員である鈴木氏（神

奈川県立保健福祉大学栄養学科長）から、運動と

感染症予防に係る資料の提供があった。（いずれも

書面開催） 
 

      家庭、技術・家庭      
◎教育課程研究会 

【教育課程研究会研究主題】 

「資質・能力を育む教育課程の編成と教育活動の

工夫・改善～各教科等の「見方・考え方」を働か

せた授業実践と学習評価～」 

【小学校家庭科】 

＜１日目＞ 

 教育課程研究会研究主題のもと、事前課題『「教

科開き」または「題材の導入（題材開き）」の１時

間における授業展開と、その１時間でどのような

子どもの姿を目指しているかを具体的にまとめる』

について、各学校から提出していただいた。 

 教育課程当日は、オンラインの開催とした。事

前課題の中から、「目指す子どもの姿」を取りまと

めた。さらにその中から抽出した「目指す子ども

の姿」をより具体的にするという作業を参加者に

取り組んでもらった。その活動を通し、目指す姿

がより具体的であることで、教師のどのような支

援が必要かより明確になり、指導と評価の一体化

へとつながることを示した。 
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＜２日目＞ 

「おいしい楽しい調理の力」（５年生） 

 上記の題材において、明浜小学校から提案され

た。 

 家庭科部会テーマ「自分と家庭生活を見つめ、

進んで実践する子どもを目指して～なりたい自分、

できる自分、生かす自分～」のもと、手立てとし

て①学習目標・学習計画を子どもとともに立てる

⇒なりたい自分、②調理のポイントと手順の視覚

化⇒できる自分、③家庭での実践⇒生かす自分と

それぞれ設定し、実践に取り組んだ内容であった。 

 題材目標としては、『ゆでる調理について、「健

康・快適・安全」などの視点から、課題をもって、

基礎的・基本的な知識及び技能を身につけ、おい

しく食べるための調理計画を考え、調理の仕方を

工夫することができる」とし、家庭科の見方・考

え方の視点である「健康・快適・安全」を意識し

た実践を展開した。 

 提案文書に対して、各学校で協議をした結果を

報告書として提出していただいた。 

 報告書の中には、子どもの実態をよくつかみ、

「簡単にできる」という意識から、「奥深さ」を十

分に感じさせることができる展開になっていたと

いう評価や、学習計画を立てる中で、特に「なり

たい自分」や「生かす自分」を意識させることの

重要性を改めて感じたこと、また、学習のゴール

を明確にしたことで、児童が主体的に取り組むこ

とへつながったという評価があげられた。 

 協議のテーマにおける「見方・考え方」を意識

した指導については、まだ十分な取組ができてい

ないという意見の学校が多くあった。今後の大き

な課題として引き続き検討していく必要がある。 

【中学校技術・家庭科】 

＊平成 30年度から、１日目と２日目の提案につい

て家庭分野と技術分野の両方を提案するのではな

く、それぞれ１分野ずつの提案とし、隔年で交互

に変えていくこととしたが、新型コロナウィルス

による研究会の内容の変更に伴い、今後見直しが

必要である。 

＜１日目＞ 

 教育課程研究会研究主題のもと、事前課題『技

術分野は「材料と加工の技術」、家庭分野は「衣生

活」の「実習」における生徒個々の課題設定に向

けて、どのような授業展開をしているかまとめる』

について、教科担当の先生方から提出していただ

いた。 

 教育課程当日は、オンラインの開催とした。事

前課題の中から、「課題設定までの授業展開」につ

いて取りまとめた。それについて協議の中で

Jamboardを用い、生徒個々の課題設定に向けた工

夫や、なぜ課題設定が必要であるか、課題設定す

ることで生徒のどのような学びの姿につながるか

意見を交換した。 

＜２日目＞ 

 『D情報の技術（２）「ネットワークを利用した

双方向性のあるコンテンツのプログラミングによ

る問題の解決」における導入時の課題設定につい

て』（技術分野） 

 上記の内容について、大矢部中学校から提案さ

れた。 

 技術・家庭科研究部会テーマ「学びをつなぎ社

会の変化に主体的に対応する力を育む学習指導～

技術・家庭科の「見方・考え方」を働かせた授業

実践と学習評価～」のもと、題材の導入における

課題設定に着目した実践の提案となった。 

 協議については、オンラインで実施した。学習

指導要領において、新しく加わった指導項目であ

ることから、いかに生徒の身近なことと関連付け

た指導が工夫できるか、またそのことの大切さに

ついても意見が出された。 

 

【外国語】       教育指導課   

１．教育課程研究会 

 「資質・能力を育む教育課程の編成と教育活動

の工夫・改善 ～教師の指導改善につながる学習

評価の在り方～」を研究テーマに掲げ、１日目は

学力向上推進プランを元に育成を目指す学力の捉

え方を全体会と教科ごとの分散会で共有し、２日

目は小中共に３校による文書提案と協議を行った。 

 両日とも、外国語教育における「単元や内容の

まとまりを通じて指導することや目標の明確化と

指導と評価の一体化を図る授業実践」について、

好事例の紹介を交えて広く意識を共有することが

できた。 
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２．外国人英語教員活用研究 

田浦中学校（４年目）、池上中学校（１年目）、

大矢部中学校（２年目）、大津中学校（１年目）の

４校と横須賀総合高等学校(６年目)に外国人英語

教員（FLT）が配置され、ネイティブ・スピーカー

の効果的な活用に係る研究を行った。 

各学校による活用研究に係る公開授業が行わ

れ、研究協議を通して、ネイティブ・スピーカー

の効果的な活用について成果と課題を共有した。 

 

＜公開授業一覧＞ 

田浦中学校 サラ ジョンソン ※１ 

池上中学校 ケネス ギベンズ 

大矢部中学校 マーク シギョウ 

大津中学校 ジェニファー スドウ  ※１ 

横須賀総合高校  渡邉 華 

※１今年度は代替 ALTが配置されているため公開

授業は実施しなかった。 

 

３．中学校英語副読本の作成 

 横須賀の魅力について英語で紹介する副読本を

市内中学２年生に配布した。次年度も同様の配布

を予定しており、各校へ活用を促していく。 

 

     幼稚園教育課程        
令和３年７月 27 日（火）に、横須賀市幼稚園

教育課程研究会を実施した。 
研究会は、認定こども園かもいようちえんの実

践提案と参加者による協議、東京家政大学短期大

学部 佐藤康富氏の講演という構成で行った。 

研究テーマは、「心 ～子どもと共に動く～」

と設定した。 
【提案】 
 かもいようちえんでは、コロナ禍においても、

子どもたちの育ちを意識したカリキュラムの変更

とそこからの遊びの発展、そして子ども思いに寄

り添った実践を重ねてきた。本提案では、台風で

園庭に積もった落ち葉をいかした「葉っぱ遊び」

やコロナ禍で行った「きぐみ DAY」の実践を取り

上げた。子どもと教師の思いが重なりあう場面を

大切にしていくことで、遊びが広がり発展してい

くこと、それが日々のカリキュラムや教育課程の

編成を考えるポイントであるということを提案し

た。 

【協議】 

 会場からはたくさんの質問が出され活発な協議

が行われた。 

・教師が 10の姿から見取った育ちや、教師間で話

し合った。一つの活動の中でも様々な成長を見

せる子どもの姿があった。 

・行事ありきではなく、その活動を通して何を育

てたいか、ねらいを明確にした上で、年間予定

を考えていくことが大切である。 

・子どもの姿を評価しながら、計画を柔軟に変更

していくことが大切である。 

【講演】 

 演題は「資質・能力を育む教育課程の編成と教

育活動の工夫・改善 ～幼児期の教育における見

方・考え方を生かす保育～」であった。 

育成を目指す資質・能力を身に付けるためには

主体的・対話的で深い学びが重要である。幼稚園

でも主体的・対話的で深い学びを実現していくこ

とはできる。新型コロナウイルスの影響下で行わ

れたお祭り遊びの実践を中心に事例報告がなされ

た。また、かもいようちえんの実践からカリキュ

ラムを可視化、共有化、構造化しながら教育課程

を評価し、改善していくカリキュラム・マネジメ

ントの成果について助言を行っていただいた。 

 

     高等学校教育課程      
 令和３年度の研究テーマは、「『資質・能力を育

む教育課程の編成と教育活動の工夫・改善』～各

教科・科目等の特質に応じた「見方・考え方」を

働かせる授業実践～」である。さらに全日制、定

時制ともに部会テーマを設定して研究に取り組ん

だ。 
〔全日制〕 

「『生きる力』を育み、個に寄り添う教育課程

の編成～総合学科の特色を生かした教育課程の編

成と教育活動の工夫・改善～」をテーマとして公

開授業を行った。本年度は、３教科の授業公開を

行った。 

「国語科（国語総合）」では、「主体的・対話的

で深い学び」を通して、ものの見方、感じ方、考
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え方を豊かにするための指導と評価の工夫・改善

をテーマとした。 

「地歴・公民科（地理Ａ）」では、基礎的・基

本的な知識・技能の確実な習得と社会科的な見

方・考え方に基づく思考力・判断力・表現力の向

上を目指した地頭の工夫をテーマとした。 

「情報科（社会と情報）」では、問題の発見・

解決に向けて、効果的なコミュニケーションの実

現、情報機器やデータの活用について理解を深め、

適切かつ効果的に活用し、情報社会に主体的に参

加する態度を養うことをテーマとした。 

 

〔定時制〕 

 「基礎・基本の確かな定着～生徒が『学ぶ楽し

さ・わかる喜び』を感じられる授業の実現～」を

テーマとして、公開授業を行った。本年度は２教

科の公開を行った。 

「地歴・公民科（世界史Ａ）」では、社会的事

象に興味・関心を持ち、基礎・基本を定着させる

ことをテーマとした。 

「情報科（社会と情報）」では、情報の特徴と

情報化が社会に及ぼす影響を理解させ、情報社会

に主体的に参画するための基礎的な知識、技能を

習得させることをテーマとした。 

全体会では、スーパーバイザーとして来校され

た文部科学省初等中等教育局幼児教育課長の大杉

住子氏による講演会が行われ、「資質・能力を育む

教育課程の編成と教育活動の工夫・改善」を演題

として有意義なお話をいただいた。 
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特 別 の 教 科 ・ 教 科 外  

現行の学習指導要領に基づく授業実践の深化や、さまざまな教育課題を解決する

ため、各研究会は、研究内容の充実と組織の活性化を図りながら精力的に活動を行

ってきている。こうして得られた各研究会の研究成果は、学校教育にとって大変重

要なものとなっている。 

 

       小学校道徳         

 「自らよりよい生き方を求めていこうとする子

どもの育成を目指した道徳教育～物事を多面的・

多角的に考え、自己の生き方についての考えを深

める授業の工夫～」というテーマのもと、道徳教

育の推進を計画した。 

 教育課程研究会２日目文書提案は、衣笠小学校

「考え、議論することを通して、見方・考え方を

広げる道徳科の授業づくり」と、北下浦小学校「自

ら考え行動出できる子を目指して」であり、道徳

教育と、道徳科の関係を見つめなおした取組を考

えるきっかけとなった。 

 研究会の主催研修会は、「授業づくりに関する講

演『はじめの一歩』」を年２回予定していたが、感

染症拡大の影響で、１回のみ、リモート研修を行

う予定である。 

 

       中学校道徳         

 本年度も、新型コロナウイルス感染症の影響で

研究会として年度当初にたてた計画通りに事業を

進めることは難しかったが、６月と８月の教育課

程研究会ではオンライン形式での研修を行った。

まず６月は学校教育目標に基づき、学校の現状と

課題を意識した道徳年間計画作成のあり方、及び

大楠中学校における全校道徳の実践紹介を行った。

そして８月は研究推進校から２本の提案を行った。

一つ目は公郷中学校より「お互いを受け入れ傷つ

けない豊かな心を育む授業をつくる」、二つ目は岩

戸中学校より「相互理解にせまる道徳科の授業づ

くり」と題して、それぞれ学校の課題を意識した

道徳授業づくりについての提案だった。当日はオ

ンライン研修であったものの、動画を交えるなど

工夫された内容となり、かなり充実した研修にな

った。この２年間、授業参観形式での実践交流が

できなかったことは残念だが、今後も研究会とし 

 

て工夫しながら「主体的・対話的で深い学びを意

識した授業づくり研究」を進めたい。 

 

      小学校特別活動       

 2021 年度についても新型コロナウィルス感染

症対策を考慮しながらの教育活動を強いられる状

況だった。特に特別活動については、児童同士の

交流が中心となるため、委員会活動、クラブ活動、

学校行事等、これまでの取組を大きく見直し、取

り組む必要性があった。一方で前年度の状況を生

かし、各学校が自校の規模や状況を踏まえ、コロ

ナ禍で可能な限りできることを実践した。例えば

運動会では、時間を短縮し、競技を工夫する中で

本来の運動会のねらいを十分に達成できる取組も

見られた。また、委員会活動なども取組を工夫す

る中で実践が行われていた。 

 前年度と同様に本年度は授業研究や研修といっ

た取組を行うことができなかったが、特別活動研

究会として「評価規準集」の作成を行い、検討を

重ね、市内すべての小学校に発信した。それに伴

い、その評価規準集をもとにした各研究会員の実

践事例を集約し、市内学校に発信する予定である。

それによって各学校の特別活動の評価活動の充実

につなげていくことを意図している。 

 

      中学校特別活動       

 今年度の教育課程研究会の２日目はオンライン

での開催となった。提案①は浦賀中学校が生徒会

活動をテーマに「コロナ禍における生徒会活動の

実践」として、コロナウイルス感染症によって生

徒会の活動が大きく制限され、多くの行事が中止

となる中で、ＩＣＴ機器を活用しての生徒総会や

三年生を送る会等の取り組みの実践が報告された。

今後の生徒会活動の一つの形として、各校の取り

組みの示唆となる具体的な提案で、評価を得た。
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提案②は馬堀中学校がキャリアパスポートの活用

について特別活動の進路学習という視点からとら

えた全校体制での取り組みが提案された。市内で

は総合的な学習の分野と捉えられていることが多

いキャリアパスポートであるが、本来は学級活動

の進路学習の分野の取り組みであり、特別活動の

要となる取り組みであると認識する必要があり、

各校での今後の展開の参考となる提案であった。 

 今年度は活動部の連合生徒会の取り組みである

リーダースキャンプが緊急事態宣言の影響で文書

開催となったが、主張の会はオンラインで開催し、

市内公立高等学校も生徒会生徒も参加し、活発な

意見交換や交流がで新たな方向性を示すことがで

きた。リーダース講習会はオンラインでの開催と

なったが、巡回展示・機関紙波紋の発行も行った。 

集合開催がベストと考えるが、今後も状況に応じ

てオンラインを活用し、できる形を追求したい。 

 

   小学校総合的な学習の時間     

「生きる力を育てる総合的な学習～『探究的な

見方・考え方』を働かせ 主体的に探究する子の育

成を目指して～」という研究テーマのもと、重点

課題を「児童自ら課題を見出し、他教科の学びを

生かす学習を通して」と設定した。 

例年、会員は研究部・広報部に所属し、指導案

検討を中心とする「学習会」の開催、ワークショ

ップ及びフィールドワーク等の運営、ガイドブッ

ク作成やホームページ管理、生活科と合同研修会

等、様々な活動を行っている。 

本年度も「新型コロナウイルス感染症」対応の

ため、年間計画を大幅に見直し、研究会の対面開

催を最小限にとどめた。（書面総会～12/21:役員

会・運営委員会・学習会～３月:授業研究協議会） 

研究会の「核」である授業研究は、浦賀小学校

６年生の「浦賀の昔・今・未来プロジェクト～浦

賀を語る・浦賀の未来を考える・浦賀がもっと好

きになる～」を通して実施した。「広報通信」で研

究経過を共有しながら指導案検討を重ねた。状況

を鑑み公開の可否を検討しながら、年度末に運営

委員会と併せて、研究協議を実施した。 

 

 

   中学校総合的な学習の時間     

 本年度も研究テーマを引き続き「探究的な見

方・考え方を働かせ自己の生き方を考えていくた

めの能力を育成する」としたが、各校ではコロナ

禍のために様々な体験活動が制限された。しかし

ながら、コロナ対応 2年目となり商工会議所の力

をお借りしながら、職場体験はできなくとも、職

場にインタビューにいったり、それをリモートで

行ったり、MTT のパネルディスカッションを校内

で行ったりするなど、外部の大人との関わりや地

域の方との関わりを模索するなど、工夫がみられ

た。 

 また、教育課程研究会では、体験活動ができな

いからこそ、本来の探究的な学びについて考え、

総合的な学習の時間で育成する資質・能力につい

て指導主事の助言をもとに、各校の全体計画と学

年計画を見直すことができた。８月には、坂本中

学校から「地域とともに創る総合学習」をテーマ

にこれまでの具体的な実践と本年度の取り組みが

報告された。コロナ禍であるからこそ、「活動あっ

て学びなし」と揶揄された総合的な学習ではなく、

各教科の総合知を結集し、探求的な学びとなる総

合的な学習の時間を目指していきたい。 

 

    児童生徒支援教育研究会     

本研究会では「困り感のある児童生徒に対する学

習・生活面における支援の在り方～小中高のつなぎ

を生かす～」をテーマに、インクルーシブ教育シス

テムの実践に役立つ研究を、小・中・高の連携を図

りながら行っている。会員に加え、各校の支援教育

ＣＤ・養護教諭・生担、児担、各種相談員など幅広

く参加を呼びかけ、日頃児童生徒支援に同様の悩み

を抱える者が集まる事により、講師の話を聴くだけ

ではなく、情報交換の場としても有意義に活用され

ている。平成 30 年度より、横須賀共済病院臨床心

理士の鈴木恵美先生にご協力頂き、「コロナ禍でも

元気にいるために」等３回にわたって専門的・具体

的なご指導を受け、有意義な研修を行った。また、

望洋小学校の夏苅先生の研究レポートや元市立養

護学校の川端先生の不登校対策研修を通して、困り

感のある教師や子どもの研究も進められた。次年度

は、特別支援教育研究会との統合が行われ、本研究
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会は研修部としての役割を担うことになる。研修は

講師を招致するなどして今後も継続して行われる。 

 

       特別支援教育       

年間を通してコロナ禍の中にあったが、多くの

活動が中止となった前年度に比べれば、より活動

を充実させることができた。 

教科外総会は前年度に引き続き紙面総会で開

催し、全体の研究テーマである「一人一人が主体

的に生き、共に育ち合う教育の研究～インクルー

シブ教育システムの構築をめざして～」を設定し

た。この共通テーマをもとに４つの部会（小学校

部、中学校部、通級指導部、特別支援学校部）が

それぞれ、サブテーマを設定して研究に取り組ん

だ。 

 夏季休業期間中の施設見学会、宿泊体験は中止

となったが、講師を招いての研修会はオンライン

で開催し、前年度はウェブ上の展示となったふれ

あい作品展は、例年通り文化会館で開催すること

ができた。 

 支援を要する児童・生徒数が年々増加している

現状を鑑み、今後も引き続きインクルーシブ教育

システムの構築に向け、各部の研究を深めるとと

もに、各部の連携の強化を模索していきたい。 

 

        情報教育        

 本年度は紙面総会にて「情報の主体的活用をめざ

した学習活動」の研究テーマを確認し、視聴覚教

育・新聞教育・統計教育の各研究部が活動を行った。

主な活動内容は、次の通りである。 

・「学校放送視聴覚教育研究協議会研究大会横須賀

大会」の紙面開催 

・統計グラフコンクールの開催 

・学校学級新聞作品集の発行 

 コロナウイルス感染症対策のために活動を控え

たり、規模を縮小したりせざるをえない状況の中で

あったが、開催方法を工夫して活動を進められたこ

とが成果である。 

 一方で、授業研究をはじめとして、休止状態が長

く続いている活動もある。感染状況を見極めながら

これらの活動を再開し、今まで以上に活性化を図っ

ていくことが今後の課題である。 

 

       学校図書館        

 本年度の研究テーマを『自ら学ぶ力と豊かな心を

育む学校図書館づくり』とした。「学校図書館の整

備と充実、計画的な活用を通して」をサブテーマと

して設定し、研究活動と事業活動を進めた。 

 研究活動では、読書力向上をめざした学校図書館

活用の具体的方法及び司書教諭・学校司書・担任が

連携した取組の実践交流を行った。新型コロナウイ

ルス感染拡大防止のため、先進的学校図書館の見学

や外部講師による講演会、授業公開による実践研究

は実施を見送った。 

 事業活動では、読書感想文と読書感想画の審査会

を通して神奈川県コンクールへの出品作品を選考

するとともに、研究会員の指導力の向上を図った。

年明けに行った読書感想画展は、多くの参観者が訪

れた。保護者や市民に好評で、読書感想画に対する

理解を深めることにつながっている。 

 年度末には一年間の研究・事業活動の記録をまと

めた『横須賀の学校図書館』を発行し、今後の児童

生徒の読書活動の推進に役立ることにしている。 

 

        学校保健        

学校保健研究会は、養護教諭部会と健康安全部

会がともに「人間性豊かな子どもの育成」のテー

マのもと研究に取り組んだ。 

養護教諭部会では、「児童生徒の心身の育成を

めざして」をテーマにし、６部会ごとにグループ

で研究を進めた。今年度は、元養護教諭の及川比

呂子氏を部会研修会の講師とし「オイカワ流 健

康教育～性の多様性～」をテーマとし、オンライ

ンでの研修を行い、児童・生徒が楽しく、主体的

に参加する保健教育について学び、元気と勇気を

いただいたので、日々の活動に生かしていきたい。 
健康安全部会では、「組織的・計画的な学校保

健・安全教育の進め方」のテーマのもと研究に取

り組んだ。今年度は大矢部小学校で「けがの防止」

の単元で授業を行い、学校の安全計画から授業の

計画を組み立て、カリキュラムマネジメントを進

めることができたことや養護教諭や安全グループ
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と連携することで児童にとって身近な題材であっ

たため効果をあげることができた。今後は安全教

育に関する行事とも連携を進めていきたい。 

 

   小学校外国語教育・国際教育    

本研究会では、前年度に引き続き、「国際性豊

かな児童生徒の育成－ちがいを知り、認め合い、

学び合う子ども / 外国語を通して主体的にコ

ミュニケーションを図ろうとする子ども－」の育

成をテーマに次のような活動を行った。 

 授業研究部は昨年度研究授業の実施ができなか

ったが、今年度は久里浜小学校に授業研究に取り

組んでもらった。３年生担任の宮入雛子教諭と授

業研究部のメンバーとで指導案検討を重ね、12月

に授業公開を実施し、久里浜小学校の先生方と「積

極的なコミュニケーション」や「認め合い」につ

いて協議を行い、活発な意見交流ができた。 

 調査研究部は、毎年行っている「外国語科・外

国語活動における成果と課題に関わるアンケート」

を全小学校対象に今年度も実施し、各校の取組に

生かしてもらえるよう結果をまとめた。 

 国際教育研究部は、教科書を活用して国際教育

につなげていく考え方や工夫のしかたについて、

外国語活動アドバイザーの菊池由美子先生に執筆

していただいた。 

 

        食教育         

 食教育研究会の研究主題は「食育を通して豊か

な心と体を育てる」である。研究を進めるにあた

り、各学校が「食に関する指導の全体計画」に沿

って、食育の視点を加えた指導が行うことができ

るように、学校における食育を組織的・計画的に

実践している。また、給食指導を通して好ましい

人間関係を築くための研修を行っている。 

 本年度、新型コロナウイルス感染拡大の中、授

業研究を行うことはできなかったが、学校保健大

会の発表依頼を受け、研究会では「横須賀市の食

教育の実践」の発表資料の編集作業や「中学校給

食開始レポート」の作成を行った。食教育指導研

究部では、グループ毎に「コロナ禍における給食

時の感染防止対策」や中学校給食が開始されてか

らの成果と課題について情報共有を行い、また、

栄養指導研究部での活動は、小学校の「給食時間

マニュアル」の一部改訂や「食に関する指導の全

体計画」に基づき学校給食関連の「行事食」の給

食だよりや児童用掲示資料・献立メモ等のひな型

作成を行うことができた。 

 

       学校事務         

事務研究会では、2021～2022 年度のテーマを

「これからの学校事務職員」、サブテーマを「より

良い学校づくりへ～企画・参画できる事務職員～」

として、1年目の研究をおこなった。 

研究委員会でテーマに沿った活動を検討し、学

校事務職員が学校で起きる課題解決のためにどの

ような業務をおこなっているかを明らかにするた

めに全会員が参加する形式で研究を進めた。 

各会員が個人テーマを設定した上で実践し、そ

の成果も含めて「研究シート」を作成した。作成

した「研究シート」を基に各会員が部会で発表を

おこなった。各会員の個人テーマについては、中

間発表として事務研究会のホームページに掲載を

した。 

次年度は研究のまとめの年となる。会員が作成

した「研究シート」の内容について、個々がさら

に更新・実践をし、よりテーマを追究できるよう、

取り組んでいく。また、その研究の成果を研究委

員会でまとめた上で、会員へ配布する予定である。 

 

      小学校校長会        

 新型コロナウイルス感染症への対応が２年目と

なる本年度は、前年度のスローガン「TEAM48～連

携と結束から自立と創造へ」を引き続き掲げ、横

須賀の目指す子ども像「人間性豊かな子ども」の

育成のため、このような状況下においても学びを

止めることなく、次の三点を重点に設定し活動を

行った。 

◇校長会の組織強化と 48校のベースの確立 

◇学力向上に向けた取り組みの充実 

◇県校長会・市教委等、関係機関との積極的連携 

 また、研究部として学校経営・教育課程・児童

課題の三委員会、対策部として教育課題対策・健
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康安全・修学旅行・特別委員会（学習評価）の四

委員会を設置し、それぞれの活動を通して諸課題

の解決に努めるとともに、新型コロナウイルス感

染症に伴う諸課題について組織的な対応に努力し

た。 

 

      中学校校長会        

 本年度中学校長会では、５つある対策委員会を

中心に活動をした。具体的には、（１）行財政委員

会：①各校施設設備の充実②教職員の配置に係る

課題（２）教育経営委員会：①働き方改革②小中

一貫教育（３）進路指導委員会：①適切な進路指

導②進路保障と評価・評定（４）教育課程委員会：

①教育課程編成に係る課題②GIGA スクール構想

（５）生徒指導・支援委員会：①性的マイノリテ

ィーに係る研修②人材育成等について取り組んだ。 
 コロナ禍にあり、様々な課題がある中だが、令

和４年度から設置が義務付けられている「学校運

営協議会」については、研修や情報交換を含め、

協議の時間をつくり、各校が具体的に設置準備を

進められるよう取り組んだ。学校経営にも直結す

る学校運営協議会の設置についての検討は今後の

各校の教育実践に影響を与えるものとなるであろ

う。 

 今後も中学校長会として、横須賀市全体を考え、

持続可能な質の高い教育を目指し、より良い中学

校教育の構築のために尽力していきたい。 

 

      小学校教頭会        

 『未来を生きる力を育む 魅力ある学校づくり

～７つの教頭力でともに歩む教頭会～』を研究主

題として活動した。定例会･研修会、５つの委員会、

部会などの活動を充実させ、情報や課題意識を共

有し、学校運営のリーダーに必要な力の向上及び

本市教育の発展や課題の解決に寄与するよう努め

た。特に定例会･研修会では、本市教育施策に関す

る事柄や日々の実務に直結する事柄について、講

師を招いて研修を行う機会を設けた。時間をかけ

て学び理解を深めることで、教頭として必要な職

能の向上を図った。  

 本年度はここ数年の研究成果として、８月には

全国公立学校教頭会研究大会佐賀大会(オンライ

ン）で授業観察を通しての人材育成を、1 月には

神奈川県公立小学校教頭会研究大会川崎大会で多

忙化解消に向けた業務改善の工夫を、それぞれ提

言･発信することができた。 

 今後も校長会･中学校教頭会･市教委等の関係諸

機関との連携を図りながら、より一層の研さんと

教頭力の向上に努めていきたい。 

 

      中学校教頭会        

 本会では、本市・自校の教育の向上と充実をは

かるとともに、山積する教育課題への対処など、教

頭としての資質、力量を高めることを目標に活動し

ている。 

具体的には、役員会と５つの対策委員会で、計画

的に調査や意見交換・情報提供を行い研究主題に取

り組んでいる。また、今日的な教育課題に取り組む

ために、市教委等から講師を招請し、社会に開かれ

た教育課程の実践、一人一台端末の導入、働き方改

革への取組、ＳＮＳトラブルの対応など研修も積極

的に進めている。 

 更に、本市小学校教頭会（特に小中一貫教育に関

して）とも、計画的に合同研修や情報交換などの場

を設け、児童・生徒に関わる課題を共有し小中が連

携して取り組むことができるようにしている。また、

県教頭会や逗葉・三浦地区中学校教頭会とも研修や

情報交換の場を通して連携するようにしている。 

 また、市教委、本市中学校校長会からも多大なご

助言・ご支援をいただいている。 
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特 別 支 援 教 育  

１ 特別支援教育の動向 

（１）市立ろう学校は、幼稚部単一学級２学級、
小学部単一学級４学級・重複学級２学級、中学
部単一学級２学級・重複学級２学級、高等部単
一学級２学級・重複学級１学級となり、合わせ
て 15学級となった。 
市立養護学校は、小学部重複学級９学級、中

学部重複学級９学級となり、合わせて 18学級と
なった。 
 

（２）小学校の状況 

知的障害特別支援学級 45校 56学級 

  自閉症・情緒障害特別支援学級46校 80学級 

  肢体不自由特別支援学級 15校 15学級 

  病虚弱特別支援学級 14校 14学級 

視覚障害特別支援学級 ２校 ２学級 

聴覚障害特別支援学級 ２校 ２学級 

 

（３）中学校の状況 

知的障害特別支援学級 23校 26学級 

  自閉症・情緒障害特別支援学級23校 35学級 

  肢体不自由特別支援学級 ７校 ７学級 

聴覚障害特別支援学級 １校 １学級 

  病虚弱特別支援学級 ４校 ４学級 

 

（４）第 11回児童生徒ふれあい作品展 

  日 時 

  場 所 

11月 26日（金）～11月 30日（火） 

横須賀市文化会館 

  来場者総数 2,113 人 

 

（５）支援教育コーディネーター 

研修と情報交換のために「支援教育コーディ

ネーター連絡会」全体会を５回、経験３年未満

を対象とした研修を２回開催した。（内１回書面

開催。）「関係機関との連携」や「不登校の要因

分析と魅力ある学校づくりについて」の研修を

行い、支援教育コーディネーターのスキルアッ

プと校内支援体制づくりの強化に向けて周知を

図った。 

 

２ 就学相談について 

「就学支援相談部会」及び「通級相談部会」

を開催し、園児・児童・生徒の学校での支援内

容や進路についての相談および審議を行った。 

（１）就学支援相談部会        502人 

（２）通級相談部会             51人 

 

              （※１月末集計） 

３ 支援教育研修講座 

回 日 時 内 容 講 師 

１ 6月９日 
インクルDBを活用し

た事例検討等の実践 

国立特別支援教育総合

研究所 主任研究員 

    大崎 博史 

２ 6月30日 子どもの自殺予防 

湘南精神保健福祉事務

所 

所長 長見 英知 

３ ７月29日 「不登校の児童生徒の理

解とその具体的対応」 

津久井浜クリニック 
小児精神科医 
     井上 亮子 

４ ７月29日 
「学習のつまずきに対

するアセスメント・支

援(MIM)」 

国立特別支援教育総合

研究所 主任研究員 

    海津 亜希子 

５ 12月20日 
障害のある子どもの進

路支援 

就労援助センター  

後藤 由紀夫 

障害福祉課 

岡崎 俊哉 

６ 2月４日 
発達障害のある子ども

への支援 

星槎大学・大学院 

教授 西永 堅  
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人  権  教  育  

平成 12 年の「人権教育及び人権啓発の推進に

関する法律」に基づき、平成 14年３月に「人権教

育・啓発に関する基本計画」が閣議決定され、さ

らに、平成 16年６月には人権教育の指導方法等に

関する調査研究会議より「人権教育の指導方法等

の在り方について」の第一次とりまとめ、平成 18

年１月に第二次とりまとめが、そして平成 20年３

月に第三次とりまとめが出され、人権尊重の精神

を貫いた実効力のある教育がより一層求められてい

る。 

人権教育の目標は、人間は生まれながらにして

自由であり、平等であるという人類普遍の原理を

実現するために、人間尊重の精神を養い人間の尊

厳性についての自覚を深め、人と人との間に存在

する実践力を育成するところにある。人格の完成

を目指す教育が、人権問題の解決に大きな役割を

果たすものであることを深く認識し、人権教育の

さらなる推進に努めているところである。 

本年度から教育研究所が担当となり、各学校の

人権教育担当者を対象とした研修講座を２回開催

した。 

また、人権教育指導者養成講座（２年を１期間）

については、15 校の受講者が、「人権が尊重され

る授業づくり」について研究授業を行った。 

◆人権教育担当者研修講座 

回 日 時 内 容 講 師 

１ ５月18日 人権感覚の育成と人権を

尊重する指導の在り方 

人権教育担当指導

主事（教育研究所） 

２ ７月27日 性的マイノリティと人権 
宝塚大学 

教授 日高 庸晴 

◆人権教育指導者養成講座（11 期２年目） 

回 日 時 内 容 講 師 

１ ７月～２月 人権教育研究授業 
人権教育担当指導

主事（教育研究所） 

２ ２月 
人権教育の視点を生か

した授業づくり 

人権教育担当指導

主事（教育研究所） 
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【学力向上事業】      教育指導課 

◎教科指導員 

平成 27 年度から市内の小・中学校における教

科の指導改善と教育水準の向上を図る目的で、教

科指導員制度をスタートさせた。任期は１年間で、

全教科等に拡大し、４月当初に小・中学校最大各

２名の教員が任命された。業務内容は、各担当指

導主事ととも現在求められている授業力の向上

のため、師範授業を実施した。年々、学校や研究

会へも教育指導員制度が浸透し、効果的な活用状

況が見られている。本年度の成果と課題を踏まえ

て、より活用しやすく、効果的な制度にしていく

とともに、教科等指導員の学びの機会も増やして

いきたい。 

 

【学力向上】        教育指導課 

◎小学校４年生における少人数学級指導 

[事業概要] 

 市立小学校第４学年において、児童が 36 人以

上在籍している学級がある学校に対して、きめ細

やかな指導を行い、学力の向上を図るため非常勤

講師を配置する。 

[事業の背景] 

 横須賀市学習状況調査において、小学校３年生

から全国との学力差が顕著となった。児童の学習

を充実するため、35 人以下の学級を編成し、き

め細やかな指導を実現することで、学力の向上を

目指す。 

 平成 28 年度の事業開始から令和２年までは３

年生を配置対象学年としていたが、国策により１

～３年生に少人数学級指導にかかる非常勤講師

が配置されることになり、本市では国策を先行し

て４年生に配置することとした。 

[実施小学校] 

鶴久保小学校 城北小学校 森崎小学校 

大塚台小学校 富士見小学校 

◎学習支援員派遣 

[事業目的] 

 放課後及び課業時間内等を利用し、派遣される

会計年度任用職員（学習支援員）を活用する中で、

学習の状況に課題の見られる児童・生徒を対象と

した個別の学習指導や少人数での補習を含めた学

習指導を行い、資質・能力の向上を図る。 

[方法] 

 １回の派遣を４時間までとし、小学校では週３

～６回、中学校では週２～６回を原則とし、年間

35週の派遣とする。 

 [内容] 

常級在籍の学力の定着に課題のある児童・生徒に

対して、個別学習や授業の場面での TTを活用し、

学習の支援を行う。 

 

【読書活動推進事業】      教育指導課 

１ 学校図書館活性化担当の活動 

 今年度は、27名の会計年度任用職員が学校司書

として２週に３日勤務した。全小学校と中学校８

校に学校司書を配置した。学校司書の主な業務は

以下のとおりである。 
 ①日常的な学校図書館の開館 
②学校図書館を活用した授業のサポート 
③学校図書館機能を考慮した環境整備 
④本の選書、注文、受け入れ、配架の補佐 
⑤ボランティアとの連絡窓口 
⑥児童生徒の図書委員会が行う活動のサポート 
また、学校司書の資質・能力の向上を目的とし、 

月１回程度の学校司書連絡会や研修会を行った。

大学教員による専門的な研修のほか、書店協同組

合や中央図書館と連携した実務研修も実施した。 
 
２ 司書教諭研修講座 

７月 28 日に、放送大学客員准教授塩谷京子氏

を講師として、「学びがつながる授業づくり～学校

図書館の活用を通して～」というテーマで研修を

行った。 
本年度発令された司書教諭のほか、希望者によ

る読書指導研修講座を兼ねて実施した。 
 
３ 読書活動の推進  

４月 23 日｢子ども読書の日｣、秋の読書週間で

は、各学校の学校図書館において、児童生徒の実

態に合う読書イベントを行った。 
また、学校図書館研究会と協力して「読書感想

文コンクール」「読書感想画コンクール」を開催 
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し、年度末には、「読書感想文・画集」にその成果

をまとめた。 
 教員向けには、学校教育だよりで、これからの

時代に求められる学校図書館活用、読書指導のあ

り方についての啓発を行った。 
 
４ 学校図書館ボランティアの養成 

コロナ禍のため、学校図書館ボランティアの活

動に制限のある学校が多かった。養成研修も企画

したが実施がかなわなかった。 
 市PTA協議会の学校図書館ボランティア活性化

委員会の役員とは、「まちづくり出前トーク」をお

こなったり、連絡を密にとったりして情報共有を

行った。 
 

【外国語(活動)】      教育指導課 

１．教育課程研究会 

 「資質・能力を育む教育課程の編成と教育活動

の工夫・改善 ～教師の指導改善につながる学習

評価の在り方～」を研究テーマに掲げ、１日目は

学力向上推進プランを元に育成を目指す学力の捉

え方を全体会と教科ごとの分散会で共有し、２日

目は小中共に３校による文書提案と協議を行った。 
 両日とも、外国語教育における「単元や内容の

まとまりを通じて指導することや目標の明確化と

指導と評価の一体化を図る授業実践」について、

好事例の紹介を交えて広く意識を共有することが

できた。 
 

２．英語専科担当教員の配置 

 英語の専門的指導をおこなうことと学級担任の

授業力向上を主目的として、令和元年度には５名、

２年度より 10名を市内小学校に配置し、高学年の

授業を指導している。各教員が４校を受け持ち、

小学校外国語教育の推進に広く寄与している。 
 

３．横須賀市標準カリキュラム『ハッピータイム』

小学校外国語活動の標準カリキュラムとして 
『ハッピータイム』をイントラネット上に公開し 
ている。外国語活動の教材である『Let's Try!』 
に準拠するとともに、横須賀市独自の内容を踏ま 
えたものとなっている。 

 各小学校の児童の実態に合わせてカスタマイズ

することを推奨している。 
 
４．The 8th YOKOSUKA English Worldの開催 

 実践的コミュニケーション能力の育成や日頃の

授業の成果を発揮する機会として、 小学校５・６

年生の希望者と外国語活動の指導にあたっている

ALTや FLT、またサリバンズスクールの児童が参加

し、横須賀の子ども達と米海軍基地内の子ども達

の交流を深める機会とする同イベントは、今年度

もコロナウイルス感染症拡大予防の観点から中止

とした。 
 
５ 外国語活動アドバイザーの派遣 

 各学校のそれぞれの状況や課題に応じた研修の

推進が図ることができるよう、外国語活動アドバ

イザーの派遣を行った。模擬授業の実施や授業内

容に関わるワークショップなどを通じて、外国語

活動の指導に必要な知識や技能等の向上を図った。 
 

【学校支援員派遣事業】    支援教育課  

本事業は、教育研究所『指導力向上・学級改善 
支援員派遣事業』を引き継いだ、平成 23年度から 
の実施事業である。４名体制で市立小中学校及び 
特別支援学校を担当する。 

 
１ 目的 

 各学校の状況を把握し、管理職の相談役や教員

の資質・能力の向上を支援することにより、円滑

な学校運営を図る。 
 
２ 業務内容 

・要請に応じて各学校を訪問し、授業研究や相

談業務を通して、各学校の状況把握に努める。 
・管理職の相談役となる。 
・管理職から要請のあった教員及び学級・学年

を対象として、教科指導や学級経営等の助言

を通して、教員の資質・能力の向上を図る。 
・必要に応じて、指導主事とともに保護者対応、 
 巡回相談、就学相談の業務を行う。 
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３ 支援の状況 

（1）学校訪問回数（令和４年１月 28日現在） 

  ①小学校 ·················· 273回 

  ②中学校 ·················· 153回 

  ③特別支援学校 ············· 13回 

   
（2）支援内容（令和３年１月 28日現在） 

  ①授  業 ················· 506件 

  ②児童生徒指導 ············· 76件 

③学級経営 ················ 131件 

④保護者対応 ··············· 66件 

  ⑤教職員対応 ·············· 106件 

  ⑥その他 ··················· 32件 

 
４ 事業実績 

・管理職の相談役であることが定着してきた 
・感染症に関する緊急対応においても、管理職

を支援する役割を果たした。 
・研修機会を必要としている教員（臨時的任用

教員・非常勤講師も含む）への助言が効果的

に行われ、指導力の向上や円滑な学級経営を

もたらした。 
 

【学校教育賞】       教育研究所

１ 学校教育賞の目的 

本市の学校教育賞の制度は、昭和 24 年度か

ら実施されている。学校教育の発展振興を図る

ために設けられたもので、本年度で 72 回目を

迎えた。 
より広く学校教育に関する研究成果を発信

するために、研究論文を条件とする研究部門と、

実践報告的研究または企画提案を条件とする

実践・企画部門を設定した。 
なお、本事業は平成 25 年度に総務課教育政

策担当（現教育政策課）から教育研究所に移管

したものである。 
 

２ 今年度の応募状況 

 研究部門、実践・企画部門ともに、応募がな

かった。 
 

 

３ 今後の実施に関わる検討 

 教職員の多忙化等の理由により、ここ数年の応

募件数は毎年１～２点、昨年と今年は応募がない

状況であるが、学校教育の振興を図っていく上で、

実践研究を通した研究成果の発信は欠かせないも

のであると考える。 
引き続き、教育研究会との連携、学校研究の成

果普及、長期研究員の実践研究提案などの機会を

捉え、学校教育賞としての発信とつなげていきた

い。 
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 令和３年度 ｢学校教育だより」 

平成23年度から教育委員会の組織を見直し、学校教育に重点を置いた学校教育部を設置した。そこで、教職員向け広報紙も、

これまでの｢学校教育課だより（学校教育課発行） 」と「月報（教育研究所発行）」を統合して、新たに「学校教育だより」と

して発行している。平成29年度から教育総務部総務課教育政策担当から教育指導課の業務に移管された。 

 

 

 

 

 

◎主な頁のテーマと執筆者名（敬称略） 

４月 

 

(121号) 

１面： 巻頭言（川上課長） 

    中学校で、いよいよ一人一台端末活用スタート（伊東） 

２面： 学習評価あるある相談室 2021（髙橋） 

５月 

 

(122号) 

１面： 巻頭言（富澤課長） 

    みんなで学び合おう！新しい指導と評価（髙橋） 

２面： 「心」に寄りそう～「自殺対策」～（水島） 

６月 

 

(123号) 

１面： 巻頭言（鈴木課長） 

    あれ？読めていると思っていたのに・・・そんな子どもたちいませんか？（吉村） 

２面： 心身ともに健康な大人へと育てていくために～中学校完全給食実施に向けて～（澤口・木村・上村・加藤） 

７月 

 

(124号) 

１面： 巻頭言（阿部所長） 

    望ましい生活習慣の確立に向けた支援～学校保健計画の策定と実施～（澤口） 

２面： GIGAスクール構想・・・1人１台端末（渡邉） 

８月 

 

(125号) 

１面： 巻頭言（平石課長） 

    「研修」を上手に「活用」！！(田山) 

２面： 横須賀市協働学校事務室（石井） 

９月 

 

(126号) 

１面： 巻頭言（高瀬） 

    教育課程（石橋・髙橋） 

２面： 小中一貫教育の推進に向けて（内田） 

10月 

 

(127号) 

１面： 巻頭言（柴﨑） 

    子どもの心サポートプロジェクト（佐埜） 

２面：1人１台端末時代の学校図書「館」（髙橋） 

11月 

 

(128号) 

１面： 巻頭言（岩久） 

    ３段階の危機管理～学校事故対応の基本～（澤口） 

２面： 支援課では「魅力ある学校づくり」を推進しています（吉村） 

12月 

 

(129号) 

１面： 巻頭言（吉村） 

    令和３年度学校研究助成（黒澤） 

２面： 令和３年度横須賀市児童生徒田違勅・運動能力、運動習慣等調査の結果（岸） 

１月 

 

(130号) 

１面： 巻頭言（淺見） 

    初任者研修・中堅教諭等資質向上研修を終えて（坂本中 藤田・粟田小 坂本） 

２面： 令和３年度（2021年度）長期研究員の研究から（高坂小 馬場・大津中 板越） 

２月 

 

(131号) 

１面： 巻頭言（有馬） 

    １年間を振り返って（市下） 

２面： 学校運営協議会（渡辺） 

３面：学校運営協議会（渡辺） 

４面： 児童生徒造形作品展（黒澤） 

３月 

 

(132号) 

１面： 巻頭言（米持部長） 

    子どもたちの学びを止めないために（萩原淳） 

２面： 共生社会の担い手を育む支援教育の推進（橘） 

    子どもの健やかな体の育成のために（岸） 
 

【発行の趣旨】 学校教育に関する情報を教職員に発信し、意識の向上を図り、もって学校教育の教育力向上を目指す。 

【様   式】 カラー用紙Ａ４両面 ２面構成を基本とする。 

【対象・公開】  対象は、市立学校（幼・小・中・高・特）教職員とし、教育研究所イントラネット及びインターネットの教育委員会ホーム 

ページに掲載する。 

【編集発行責任者】 学校教育部教育指導課 
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指 定 研 究

本市教育委員会の指定研究は、本市における教育課題に対し、子ども達の学力保障

とともに具体的・実践的に課題解決を図る委託研究である。 

本年度の指定研究は、フロンティア研究委託（小学校３校、中学校５校、高等学

校〈全日制〉１校）、チャレンジ研究委託（小学校 43 校、中学校 18 校、特別支援

学校２校、幼稚園２園、高等学校〈定時制〉１校）である。その他、体力つくり２

校（小・中学校）、運動部活動モデル校１校（中学校）、外国人英語教員活用研究

拠点校５校（中学校、高校）、魅力ある学校づくり調査研究事業３校（小、中学校）、

インクルーシブ教育校内支援体制整備事業１校（小学校）となっている。 

 

   魅力ある学校づくり調査研究事業   
鴨居中学校 

 鴨居中学校における、国立教育政策研究所委託

「魅力ある学校づくり調査研究事業」の取組が本

年度で２年目を終えたところである。 
「新たな不登校を生まない」事を目的とし、「居

場所作り」、「絆づくり」、「授業づくり」の３

つの視点で、年３回の生徒アンケートを実施し、

学年ごとに検討、取組の見直しをしている。 
 ポイントは、個々の生徒を捉えて「どう指導す

るか」という個人支援の取組ではなく、全ての生

徒に対する「不登校にならない事」を主眼とした

取組である、という事である。 
 アンケート後の検討会議では、結果を職員が確

認する前に、値を予想。その教師の予想と実際の

生徒の結果のズレをどう考え、修正していくか、

という検討を行った。 
 年に数回の検討会議で不登校の状況が改善する

ほど単純なものではないのだが、非常に大きいと

感じたのは、職員の「授業に対する意識」、「生

徒に寄り添い、もっとよく子どもを見つめる」と

いう行動が向上した事である。 
 コロナ後は、「９年間で子どもを育てる」視点

で小学校とのさらなる連携を推進していきたい。 
 

   魅力ある学校づくり調査研究事業   
小原台小学校 

 魅力ある学校づくりで大切な「居場所づくり」

「絆づくり」を踏まえ、本年度は「分かる授業」

に焦点を当て、校内研究や学力向上と絡めて取り

組んだ。「分かる授業」に不登校の未然防止効果

があるという仮説からの取組である。まずは教師

が「主体的な学び」をどのように捉えるかの意識

を持ち、授業のポイントや評価の視点といった手

立てや見取り方を確認することから始めた。コロ

ナ禍ゆえ、全員で授業を見合うことが難しいので、

一つの工夫として、児童が実際の授業で書き込ん

だワークシートを活用して研修を行った。 
 具体的には、ワークシートから児童の主体性を

見出せるかを検証する試みである。何を主体的な

学びとして評価するか、根拠を示しながら討議し

た。その中で、児童の考えの変容を見取ることの

難しさが話題に上がり、主体的な姿を追究するた

めには、教師が何をねらって、どう評価するかと

いう着地点までをきちんと練った上で授業展開を

考えるべきだという気づきを得た。これは当然の

ことかもしれないが、検証から得た実感を伴った

気づきという点では大きな成果である。この気づ

きを生かし、今後も主体的な学習活動にねらいを

持って「分かる授業づくり」に努めていきたい。 
 

   魅力ある学校づくり調査研究事業   
鴨居小学校 

 本事業に取り組み２年目を迎えるが、児童アン

ケートからは、残念ながら際立った成果を見るこ

とができない。しかし、「教職員の意識」として

年度当初に確認した、「鴨居小の教職員としての

あり方」のうち、「子どもをよく見る」「児童理

解を深める」「家庭との連携」などの項目に関し

て、11月の時点で、教員は「よく取り組めていた」

と自己評価している。これらは本事業の、「居場

所づくり」に大きな影響を及ぼす項目である。こ

のような教職員の意識変化こそ、本事業の第一段

階の成果ととらえべきなのだろう。また、コロナ
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禍と言われる中でも、児童のために何かできるの

か、どうしたらできるのかを考え、安全・安心対

策をする中で、様々な活動を試みることができた

のも、本事業に取り組んでいるという教職員の意

識によるものと考えている。 
 次年度は、「自己有用感の醸成」を学校運営方

針の重点として位置づけ、取り組んでいきたい。 

 

インクルーシブ教育校内支援体制整備事業 
公郷小学校 

 神奈川県のインクルーシブ教育校内体制整備事

業の指定校として３年目を迎え、本年度は教育相

談コーディネーターを中心とした校内支援体制が

機能しやすいように校務分掌の見直しを行った。 
 教育相談コーディネーターの他２名の支援教育

コーディネーターを配置し、校内外におけるコー

ディネート業務の役割分担を明確にした。教育相

談コーディネーターは随時教室を巡回し、授業観

察や TT 指導等を通して支援を要する児童の把握

や担任がとらえきれない児童情報の共有等を積極

的に図った。また、横須賀・湘南三浦地域のイン

クルーシブ教育推進協議会へ出席して得た情報の

還元を行った。教育相談コーディネーターが所属

するグループリーダーと３人のコーディネーター

は月に１度集まり、情報共有等を行ったり、必要

に応じて校内ケース会議等を開催し、支援を要す

る児童の支援策を具現化するために手立てを決定

したりするなど、組織的な支援体制の構築が進ん

だ。今後はこの校内体制維持と学校事情にあった

更なる整備をすることが課題であるが、この３年

間で築き上げてきたことを有効活用し、インクル

ーシブ教育の推進に引き続き努めたい。 
 

        体力つくり        
田浦中学校 

 「主体的な学びへ向かう導入―ウォームアップ

からスリーアップを取り入れた授業改善―」につ

いて、２年計画の１年目の実践研究を進めた。本

校の学校教育目標「たくましく、心豊かに」を目

指し、また、体育の授業における導入に注目し、

授業改善による体力向上を目指した。 
 毎年実施している新体力テストに加えて、本年

度、独自のアンケート調査を実施した。令和３年

度全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果で

は、体育以外での体力向上の取組が減少したと記

されており、運動の習慣化が大切であると読取れ

る。本校でも新体力テスト及び生活習慣に関する

アンケートの運動習慣の項目では、半数が「運動

の習慣がない」ことが分かった。本研究では、体

育の授業を通して「楽しい」と感じる取組を増や

し、運動に親しむことで体力向上を目指す。 
 授業の導入部分に着目し、以下の①②を柱とし

て授業改善を図った。 
①スポーツリズムトレーニングの実施 
②小中連携による体力向上 
 スポーツリズムトレーニングは音楽のリズムに

合わせて、様々なジャンプ運動を行うものである。

独自のアンケ―ト結果によると、生徒の 95％が

「楽しい」と回答した。単元につながる導入とし

て、種目に合わせたリズムトレーニングも併せて

実施した。様々な種目の「つまずき」をなくし、

「できないをできる」に好転させることがリズム

の体得により可能になった生徒が多くいた。何よ

りも運動が苦手な生徒の成功体験につながること

は大きなメリットである。 
 小中連携による体力向上については、小学校の

体育担当を中心に情報共有を行い、小中一貫教育

に関する日において体育の導入を取扱った。本校

で行っている導入を、スポーツリズムトレーニン

グ協会からお招きした講師に理論も含めて指導を

受け、情報共有を図った。小中が導入についてス

ポーツリズムトレーニングのような主体的な学び

に向かう導入をすることで、中１ギャップの軽減

につなげていきたい。 
 次年度に向け、本年度の検証と更なる改善、取

り組み実践を行い、運動習慣を身に付ける方法を

探っていきたい。 
 

        体力つくり        
池上小学校 

 研究題目は「子どもの健やかな体の育成～日常

的・継続的な取り組みにより一人一人の健康の保

持と体力の向上を目指して～」である。体力つく

りの研究を通じて、基本的な生活習慣を適切に身
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に付け、児童が自身の健康のために主体的に取り

組もうとする素地を作ることをねらいとした。本

校の研究の柱は「運動」と「食、睡眠などの生活

習慣」の２点である。 
 「運動」は、体力テストのアンケートのから、

１番の課題は毎日運動をする児童の割合が少ない

ことであると捉え、取り組みを進めた。毎日ある

休み時間を意欲的な運動に取り組める環境とし

て、ケンパや、垂直跳びや、ボール投げができる

場の環境づくりを行った。 
 「食、睡眠などの生活習慣」は、体力テストの

アンケートから、課題として栄養バランスに気を

付けて食べることとスマホやゲームとの付き合い

方であると捉え、取り組みを進めた。毎日の給食

時に栄養の大切さを伝えたり、食に興味をもつよ

うな資料を掲示したりするなど行った。 
 今後は、家庭との継続的な連携を取りながら、

児童が主体的に更に取り組めるように考えていき

たい。 
 

      運動部活動モデル校       

不入斗中学校 

 研究テーマを「豊かなスポーツライフに繋がる

部活動指導」～障害の予防とスポーツへの関わり

方～とし、２年間の研究を行う。テーマ設定の理

由として、部活動は生徒の自主的・自発的な参加

によって行われるものであるからこそ、中学校３

年間の活動にとどまらず、生涯を通じてスポーツ

に親しんでもらう基礎の場ととらえた。そのため

には部活動を通して、障害の予防と多様なスポー

ツへの関わり方を学んでもらいたいと考えた。 

 活動の方針として、神奈川衛生学園専門学校と

連携した講演や実技指導を通して、生徒のスポー

ツへの関わり方の意識の高まりや、けがの防止へ

の意欲の高まりを期待している。 

 また、生徒の障害の予防に対する意識の変容を

見取るアンケート項目として、「けがをしたこと

があるか」「痛みを抱えながらプレーをしたこと

があるか」「けが予防に意識している取り組みは

あるか」等への回答結果から、取り組みの前後の

生徒の意識の変容を検証するとともに、テーマの

重要性・有効性の分析を行っていく。 

   外国人英語教員活用研究拠点校     
大矢部中学校 

 本校は FLTを迎えて２年目となる。 

 授業においては、各学年で FLT主体の授業を週

一時間行っている。昨年度に引き続き、本校の実

態に応じて「話すこと」と「書くこと」の領域に

重きを置いて取り組んでいる。生徒達においては、

昨年度からの継続した取り組みにより長い文章を

書くことや、話すことに以前より主体的に取り組

めるようになった。 

 また、FLT との自然な会話の中で表現力が育っ

てきた。生徒によっては、積極的に質問をすると

ころを見ると、英語を使うことに楽しさも感じて

いるようである。英語を実践的に楽しく扱えるこ

とで生徒達の理解もより深まっている。 

 あわせて、今年度も、お昼の TV放送や道徳の時

間での国際理解の授業なども行った。生徒が主体

的に作れるように生徒会と共に授業づくりをサポ

ートする機会が多かった。英語だけでなく、総合

的な表現力の向上にもつながった。今後も、FLT

と連携し、英語だけでなく多くの活動において生

徒達にとって実りのあるように学校全体で取り組

んでいきたい。 

 

   外国人英語教員活用研究拠点校   
池上中学校 

 池上中学校は１年生３クラス、２年生４クラス、

３年生３クラスの規模であり、外国人英語教員は

全学年全クラスに週２回ずつ、１時間はＴ１、１

時間はＴ２の役割で授業に入っている。 
今年度の本校英語科の研究テーマは「英語で自

分のことを語れる生徒の育成」であり、その実現

に外国人英語教員の力は大きな成果を上げてい

る。 
Ｔ１の時は、日本人英語教員がＴ１で扱った言

語材料を使ったタスク活動を中心に展開し、生徒

の理解力を深め、表現力を高めている。Ｔ２の時

にも、生徒が自己表現したい英語表現を即座に外

国人英語教員に質問できる環境があり、生徒の「英

語で自分の言いたい表現を学ぶ」ことへのモチベ

ーションアップにつながっている。また、日本人

英語教員が一斉授業を進める中、個別に別室で生
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徒との会話練習をすることもできた。 
先生の人柄もあるが、毎日通常勤務という点で、

生徒との距離感が近く、生徒も会話しやすい雰囲

気があること、英語科同士の打ち合わせが日々で

きることが大きい。 
 

   外国人英語教員活用研究拠点校     
大津中学校 

本校は本年度初めて FLTを迎えた。 

 授業においては、１・２学年では FLT主体の授

業を週１時間、３学年は、FLT 単独の授業を１時

間行っている。特に「話すこと（やりとり）」に

重きを置いて取り組んだ。生徒は FLTの話す言葉

を聞き逃さないように耳を傾け、もっと FLTと話

したいという姿が増えてきたと感じている。毎日

FLT がいることで、会話に近い表現を取りいれた

言語活動（やりとり）を計画的に行うことができ

た。 

 また、英語科の授業以外でも様々な場面で生徒

と関わっている。総合的な学習の時間では体育科

の教員と協力して「横須賀と国際スポーツの関わ

り」について講義を行った。また英語部の顧問と

して、カードゲーム、掲示物作成、英語弁論大会

のレッスンなど生徒と一緒に活動している。何よ

り英語科以外の教員も英語で話す機会が増えてき

て楽しそうである。 

 常に英語が身近にある生活は、生徒・教員にと

って素晴らしい経験になっている。英語科として

「話すこと（やりとり）」が日常生活の中で培わ

れていくことは大変うれしく思う。今後も、FLT

と協力し生徒にとって実りのあるように学校全体

で取り組んでいきたい。 

 

   外国人英語教員活用研究拠点校     
横須賀総合高等学校 

 コロナ禍で通常の教育活動が難しい中、本校の

FLT は様々な場面で、生徒の英語力向上のために

尽力した。授業では、ICT を効果的に活用しなが

ら、生徒が英語を使う場面を多く設定したり、英

検など外部試験の対策として、Zoom での面接練習

等を積極的に行ったりした。 

本年度は３年次の副担任として、日常の連絡や

HRなどの学級活動を全て英語で行い、生徒が日常

的に英語を話す環境づくりに努めた。また、総合

型選抜や一般入試の受験指導を精力的に行い、生

徒の進路実現に多大な貢献をした。 

第 38 回全国商業高等学校英語スピーチコンテ

ストでは、参加生徒への指導を丁寧かつ熱心に行

い、神奈川大会ではレシテーションの部、スピー

チの部ともに優勝し、全国大会へ出場した。全国

大会では、スピーチの部で佳良賞を受賞し、例年

以上の成績を収めた。 

 このように、本校の FLTは、多くの場面で生徒

と積極的に関わり、信頼関係を築きながら、本校

の外国語教育に力を注いでいる。今後も、より質

の高い外国語教育を行うために、FLT と共に研究

に取り組んでいきたい。 
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フ ロ ン テ ィ ア 研 究 委 託  

        支援教育        

 ｢資質・能力を育成するための授業改善｣ 

～生徒一人ひとりを大切にする支援教育～ 

大津中学校 

研究４年目となった本年度は、これまでの研究

内容を精査しながら、今後も持続可能な研究にな

るように取り組んだ。特に、これまでの研究が一

方的な指導にならないように、生徒が必然性を感

じることを大切にして取り組んだ。 

そして、外部からの研修だけでなく、校内で研

修を常に行えるように、校内で教職員の小グルー

プを作り、１年間を通して同じメンバーで研修を

行った。授業研究もこのグループで行い、お互い

の授業を見て、授業の振り返りなども自分たちで

行えるように取り組んだ。 

また、これまでの研究をもとに、「生徒の集中

力がどのような働きかけで高まったのか」「どの

ような声かけをしたら、生徒が変わるのか」「意

欲的になったきっかけは何だったのか」「授業で

学んだことを、どのように活用できるのか」とい

うことを考えて、今後も授業の作り方や、評価の

方法、単元の計画、日常での指導などに、活かし

ていきたい。 

 

      高等学校教育課程          

「『生きる力』を育み、個に寄り添う教育課程の編

成」 

～総合学科の特色を生かした教育課程の編成と

教育活動の工夫・改善～ 

            横須賀総合高等学校 

 本校では、横須賀市教育委員会より「高等学校

教育課程」に関わる研究委託を受けて、上記に掲

げた研究テーマを実現すべく、本年度より３年計

画で研究を始めた。 

 「生きる力」の育成は、新学習指導要領の目指

すところであり、本校の学校教育目標でもある。

令和４年度から年次進行で新学習指導要領に移行

していくことを受け、学校教育目標を実現させる

ため、総合学科高校である本校の特色を存分に生

かしつつ、新学習指導要領の理念と、国際教育・

情報教育など、本校が重視している教育方針を有

機的に結び付け、教育効果の最大化を図る教育課

程の在り方について研究を進めていく。 

 研究にあたっては、教職員一人一人がカリキュ

ラム・マネジメントを意識し、教科・グループ間

での横断的な視点で、本校の持つ強みと課題につ

いて明らかにしていきたい。 

 

      ICTの有効的な活用      

「一人一台端末の効果的な活用の研究」 

～個に寄り添った活用と協働的な学びの活用～ 

坂本中学校 

 「できる教員、できる授業から使う」ことを意

識しながら始まったフロンティア研究１年目。そ

の結果、この１年間で大きく授業が変わった。そ

して生徒も教員も変わった。年度当初は、端末の

操作やアプリの活用方法を中心に研究を進めてい

たが、後期からは「自らの考えを深め、仲間にわ

かりやすく伝える」ことの指導に重点をおいて研

究を進めた。 

 その結果、学校評価の「学校は、１人１台端

末の利用を積極的に行っている。」という項目で、

生徒から 95％以上の「そう思う・少しそう思う」

の評価を得た。また、ミライシードの活用状況で

は、神奈川県内の中学校で最も利用した学校との

情報も得ている。しかし、１人１台端末はあくま

で「ツール」であり、端末をどう活用し、どう学

びの質の向上につなげていくかが２年目の課題で

ある。端末が入っても授業づくりの根本は変わら

ないので、それを大切にしながら全教職員で今後

とも協働的な学びの研究につなげたい。 

 

      ICTの有効的な活用      

「『自ら学ぶ意欲を持ち、主体的に考え判断し行

動できる児童』の育成」 

城北小学校 

 Chromebookが夏季休業後に導入されたため、こ

の端末で何ができるかを教員間で共有することが
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４月から８月の主な研修の内容だった。この間に

アプリ開発会社や情報担当指導主事による研修を

行ったことで、授業のスリム化が図れることや児

童への指導の留意点等がわかった。そのため、９

月の導入時にスムーズに授業構想を持ち、積極的

に活用しようとトライする姿が見られた。とはい

え、この端末はあくまで指導をする上での道具で

あり、全ての場面で活用することはない。このこ

とを共通理解した上で、国語・社会・算数・理科

の４教科でグループを作り、グループ間で授業を

見合い、研究テーマに沿った協議と合わせ、端末

を有効に活用できる場面や、活用の効果があまり

見られない場面の共有を行った。この端末の導入

が校内の授業研究を活性化させたことは大きな成

果である。本年度は、３年計画の１年目というこ

ともあり、まずは教員・児童が授業の中で使用で

きることを目指した。次年度以降は、個別最適な

学び・協働的な学びを実現するために、今年度の

実践を基に、より有効的な活用法を検証していき

たい。 

 

       教科等 言語能力      

「自分の考えを豊かに表現し、進んで学び合う子

の育成」 

船越小学校  

 フロンティア研究の委託・助成を受け、４年間

研究を進めてきた。研究１・２年目は、言語能力

育成の基盤づくりとして国語科を通して進め、３

・４年目は各教科等で授業研究を進めた。言語能

力の育成を図った時、その能力の向上は、子ども

達の学びの質の向上につながると考え、具体的に

取り組む研究項目を設定した。その項目は二つ、

「問題解決的な学習過程によりいかすその子らし

さ」、「教科横断的なカリキュラムマネジメント

と縦のつながり」である。その項目を意識して、

年間学習指導計画を作成するとともに、単元計画

を立て、実践してきた。 

 今年は最終年度で研究発表会を行った。低学年

ブロックが国語、高学年ブロックでは特活の研究

授業をし、研究協議会を行った。スーパーバイザ

ーの慶応義塾大学 藤本和久教授からは、子ども

の見取、着眼の可能性などについての助言があり、

表明されたものだけでなく、子どもの背景につい

ても見取をしようとしていたと評価いただいた。 

今後も、授業力の向上をめざしていきたい。 

 

       教科等 授業改善      

『「生徒が」主体的・対話的で深い学びに 

           取り組む授業づくり』 

長沢中学校 

 フロンティア研究の３年目となる今年度も、引

き続き西留安雄先生にご指導いただきながら、新

たな授業スタイルの確立に向け、取り組みを進め

た。コロナウイルス感染症の拡大の影響を受け、

授業内の生徒同士の活動の制限もありながら、で

きる形を模索しながらの一年間となった。しかし、

前年度課題であった授業の形が全校で共有され生

徒の学習リーダーが自ら授業を進めていく形を基

本ベースとして、あとは生徒の状況や教科の特性

に応じた「長沢ベーシック」での授業を進められ

るようになった。 

 １１月には中間発表を行い、生徒自らが授業を

主体的に進めていくだけでなく、本来教師が行っ

ている研究授業の反省会を生徒が授業後に行うこ

とや、研究授業に他学年の生徒が、教師とともに

研究授業を見学し、気付いたことを生徒が行う反

省会で語るなど、新たな取り組みに挑戦した。現

在、そういう取り組みが学校全体でも当たり前の

光景になりつつある。生徒自らが主体となって授

業を進めていくので、授業の構成や展開の仕方を

さらに研究していく必要があると感じる。次年度

は、教師の必要最低限の言葉で生徒同士が話し合

いつつ授業が主体的に進んでいくような形も模索

しながら、授業を通してどのような生徒を育てる

かを確認しながら、本発表に向けて研究を進めて

いきたい。 

 

      プログラミング教育       

馬堀小学校 

令和３年度（2021年） 
「論理的思考力を育む授業の創造」 
 令和２年度の研究テーマ「論理的思考力を育む

授業の創造」を継続し、昨年度までの課題に基づ

き、各担当指導主事から助言を受けるなどして、
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各教科等の特性を踏まえた授業を実践し、研究を

深めていくことを目指した。そのためいくつかの

重点的な教科等を設定し、複数名の教員によって

検討をしていく流れを新たに設定した。 
 論理的な思考力を育むとともに、教科等の特性

を考慮した授業づくりをより充実させ、「教科で

の学びをより確実なものとする」ために、それぞ

れが選択したグループ（※）において、教科等の

指導主事を交え、事前の検討や本時での実践の共

有、事後の協議を行い、研究を深めた。 
  
※グループでの取組について 
 自身が所属するグループ（体育科、算数科、総

合的な学習の時間、生活科、社会科）に分かれ、

授業実践を行った。各グループには教科等の指導

主事が指導案を検討する段階より加わり、該当教

科における論理的思考力を育成するための手だて

について助言等を行った。助言に基づきながら、

授業実践及び協議を行い、論理的思考力について、

そして教科等の学びについて研究を深めることを

ねらいとした。 
 

        評価の在り方         

衣笠中学校 

 ２年目の研究は、本校の生徒の実態に目を向け、

『衣笠中学校が目指す主体的に学ぶ生徒の姿』を

明確にすることから始めた。そのうえで研究の柱

を見直し、重点的に『主体的に学習に取り組む態

度』についての評価を授業実践を通して研究して

いくこととした。取り組みを通して課題設定の仕

方が課題であり、『指導と評価の一体化』を目指

した授業づくりを追求していくこととした。これ

により、『指導があってこそ評価』につながると

いう視点で話し合いを重ねた。成果としては、研

究の柱である『課題設定と発問・問い返しの工夫』

を意識した実践が、指導に生かすための評価の充

実に結び付くということについて全教員で確認で

きたことである。また、知識や技能をしっかり身

につけることで、思考力・判断力が身につき、主

体的に学ぶ姿に繋がってくることが分かったこと

も、成果と言える。３年目の研究では、生徒に試

行錯誤させることをおそれず、粘り強く学習に取

り組む姿勢を育成し、子どもたちの学びの質を向

上させていく授業を行い、より適切な評価につな

げていきたい。 

 

       カリキュラム開発       

「総合的な学習の時間を軸としたカリキュラム

開発の研究」 

浦賀中学校 

 研究テーマは「総合的な学習の時間を軸とした

カリキュラム開発の研究」である。本年度の取り

組みは 2 年目であるが、本年度の取り組みで大き

く変わった点は Chromebook の活用が始まった

ことである。 
 特に総合の時間では、本市の課題や実態を生徒

が自分事として捉えその解決のために取り組んで

きたことである。総合の在り方の見直しである。 
 また、校長会で各学校のカリキュラムの見直し

と働き方改革の兼ね合いから①年間の行事等を見

直し②Chromebookの活用による授業実践の見直

し③給食開始による日課の見直し④今後学校規模

が小さくなっていく事に対する分掌表の見直し⑤

学校運営協議会が始まることに対する職員の意識

の改革と地域との連携、の５つを柱としてきた。 
 今後学校規模の縮小により、教職員の定員が減

じてくることが考えられる。先を見通した様々な

取り組みを通して働きやすい環境整備を心がけて

いかなければならない。 
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教育行事 

◎作詞作曲募集 

本年度の応募状況は次のとおりであった。 

《作詞の部》小 99点  中 27 点  

          教職員 1点   計 182点 

《作曲の部》小 177点  中 38 点   計 215点 

 作曲の第二次審査は、作曲家の藤代敏裕氏に 

依頼した。小学校２点、中学校２点の入選作品と 

小学校３点、中学校３点の準入選作品を選んでい

ただいた。入選作品・準入選作品は、入選集第 63 

集として発行。 

  

◎子どものための音楽会 

よこすか芸術劇場を会場に、８月 21 日（土）

に開催される予定だったが、新型コロナウイルス

感染症のため中止となった。 

 

◎小学校芸術鑑賞会（５年生音楽） 

〔オーケストラ鑑賞会〕５年生対象 

６月 28日：２回公演 ６月 29日：２回公演 

感染症の対策のため、3 回公演を４回公演とし、

今回で第 26回目の実施となる予定だったが、新型

コロナウイルス感染症のため中止となった。 

 

◎小学校芸術鑑賞会（６年生図画工作） 

〔小学生美術鑑賞会〕６年生対象 

図画工作科の指導における「豊かな情操を養う

鑑賞教育」の充実のために、横須賀美術館での美

術作品の鑑賞会を令和３年 11月～令和４ 年１月

の間に実施。美術館のスタッフにも協力いただき、

本物の作品に出会い、美術に親しむためのよいき

っかけとなった。ただし、新型コロナウイルスの

感染拡大を受け、令和４年１月下旬に実施予定だ

った 11 校については、キャンセルとなった。 

 

◎児童生徒書写作品展 

文化会館展示室を会場として実施し、小学校・

中学校・ろう学校・養護学校・横須賀総合高等学

校の児童生徒の書写作品（高校は書道作品）、約

900点を展示した。会期は１月 21日～25 日、3,214 

 

 

名の来場者があった 

小学校から中学校への書写のつながりや、高等

学校の芸術科書道への発展に至る様子を見ること

ができ、保護者・家族・市民からも好評を得るこ

とができた。 

本作品展は、学習指導要領に示された国語科書写指

導の一環として実施している。書写指導力の向上の

ための教員の学習会はコロナ禍で行うことができ

なかったが、各学校の作品を鑑賞しながら指導に

かかわる情報交換を行うことができた。 

 

◎小・中学校 学校文集 

小学校・中学校・特別支援学校の、校種・発達

の段階に応じたテーマにより、小中学校国語研究

会の協力を得て、第 90号を発行した。 

（小学校）「書くことを通して、国語を適切に表

現する力を育て、言語感覚を養う」というねらい

のもと作品募集を行った。今年度より、国語研究

会会員に重点ブロック校から派遣された６名の教

員を加えた編集委員で、応募作品 536点の中から 52

作品を入選として選出し、文集に掲載した。 

（中学校）「書くこと」の学習から生まれた作品

のほか他領域の学習の書く活動から生まれた作品  

合計 125点を掲載した。創作詩歌、随筆、意見文、

批評文など文種は多岐にわたり、国語研究会「書

くこと」部員による評を添えて発行した。今年度

の教育課程研究会において提案された中学校文集

を教材化した授業の中で生まれた作品も掲載され

た。 

 

◎読書感想文・画募集 

読書感想文コンクールは、本年度で 67 回とな

り、各学校種に応じて自由・課題の２つの部門で

作品を募集した。小学校 1,827 点、中学校 246点

の計 2,073 点の応募があり、審査会には学校代表

作品 206点が出品された。横須賀地区審査会では

「優秀賞」14 点（小学校 12 点、中学校２点）、

「優良賞」25 点（小学校 21 点、中学校４点）を

選出した。 

 読書感想画コンクールは、小学校 45 校、中学校

７校の応募があった。小学校では教育課程の一部と
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して、中学校では主に部活動等、課外活動において、

合計 15,481人が取り組んだ。 

横須賀地区審査会での入賞作品 572 点は「第 32

回横須賀市読書感想画展」で展示した。令和４年

１月８日から 11日までの４日間、文化会館第１ギ

ャラリーを会場として行った。期間中は、入選者

の家族を始め一般市民 2,393名が来場した。 

年度末には２つのコンクールの成果を「読書感

想文・画集第 65号」にまとめ、各学校に配布した。 

審査活動や文集編集活動は、全て学校図書館研

究会の教員と共に行った。 

 

◎児童生徒造形作品展・造形教育研究発表会 

第74回展は、１月13 日～１月31 日、横須賀美

術館で開催した。「豊かな心を育てる造形教育―

子どもによりそい、おもいをかたちに～であう・

あじわう・つくりだす～」をテーマに、幼・小・

中・高・ろう・養護学校の子どもたちの作品約2,700 

点を展示した。会期中の美術館の観覧者数は市民、

保護者と子ども合わせて約14,800 人。 

会期中の１月19 日には、研究発表会および講

演会を予定していたが新型コロナウイルスの感染

拡大を受け、中止とした。実践発表は、鴨居中学

校 齋藤 見依 教諭、講演は神奈川県教育委員会子

ども教育支援課指導主事 山田 真 氏を予定して

いた。 

また、期間の１月19日～１月31日までの間は横

須賀美術館ホームページにて展示作品の画像を公

開した。 

 

◎中学校リーダースキャンプ 

 ８月９日～10 日の２日間の通い日程で神明中

学校を会場として実施する予定だったが、コロナ

ウイルス感染症拡大予防の観点から中止とした。 

 例年は代表校からの基調提案をもとに、７つの

分散会に分かれ、課題解決に向けて分散会のテー

マごとに意見交換を行い、分散会で話し合われた

ことを発表し合うことで、情報を共有し各学校で

の実践に役立てたり、リーダーとしての在り方を

考えたりするきっかけとしている。 

 

 

◎中学生主張大会 

 生徒会指導研究会主催の「中学生主張の会」と

の隔年開催のため、今年度開催はなかった。 

 例年の主張大会は、市内中学校の代表生徒によ

る主張発表を通して、自らの考えを発表したり、

様々な考えを知って自分の考えを深めたりするこ

とを目的とし、横須賀総合高等学校を会場に行っ

ている。 

 

◎中学校演劇発表会 

 ７月 24日(土)・25日(日)に第 38回横須賀市中

学校演劇発表会が市内６校の参加で実施された。 

各校の日頃の練習の成果が十分に発揮され、ど

の学校の発表も完成度の高いものになった。演技

力ばかりでなく、その舞台効果や舞台美術につい

てもレベルの高いもので、各校のチームワークの

良さが感じられた。 

 最優秀賞には、大津中学校の「ALICE～世界がア

リスの夢だったら～」が選ばれ、神奈川県中学校

演劇発表会に横須賀地区の代表として出場した。 

 

◎第 70回中学校総合体育大会 

４月 17 日（土）、横須賀市南体育会館におい

て、「紡がれた 想いのつぼみを 「今」咲かせ」

のスローガンのもと、24校の代表生徒 232人が整

然と参加し、総合開会式を行った。模範演技は、

三浦学苑高等学校バレーボール部をお招きし、華

麗な技術を披露していただいた。 

その後、13競技にわたり、延べ 5,000人が技能

を競い合い、交流を深めた。 

 

◎第 46回小学校児童相撲大会 

  ５月上旬の開催を予定していたが、新型コロナ

ウイルスの感染状況を考慮し、大会中止とした。 

 

◎中学校スポーツ技術講習会 

市中体連と協力し、前期（ソフトボール）・後

期（軟式野球）の２回開催した。 

前期は６月 19日（土）、野比中学校において、

日立ソフトボール部の皆さまを講師としてお招き

し、市内中学校の指導者と各校の代表生徒計 50

人が技術指導と講習を受けた。 

後期は 12月 11日（土）、横須賀スタジアムに
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おいて、シンシナティ・レッズの秋山 翔吾 氏、

横浜 DeNA ベイスターズの今永 昇太 氏を講師と

してお招きし、市内中学校の指導者と各校の代表

生徒 84人が技術指導を受けた。 

前期・後期とも、技術向上に必要な基本動作や

総合的な体力の高め方、安全な練習法などととも

に、スポーツに取り組む姿勢や学ぶ態度の大切さ

など、多くのことをご教授いただいた。 

 

◎第 53回小学校児童陸上記録大会 

 11月中旬に開催を予定していたが、新型コロナ

ウイルスの感染状況を考慮し、大会中止とした。 

 

◎第 39回表現運動・ダンス発表会 

 11月下旬に開催を予定していが、新型コロナウ

イルスの感染状況を考慮し、大会中止とした。 

 

◎中学校駅伝競走大会 

 第 72回市中学校男子駅伝競走大会及び第 38回

中学校女子駅伝競走大会を 10月 16日（土）不入

斗公園陸上競技場で開催した。新型コロナウイル

ス感染症対策のため、令和２年度に続き、陸上競

技場内においてタイムレース形式で開催した。 

全市立中学校 23 校に横須賀学院中学校を加え

た男女各 24校から 264 名（男子 144 名、女子 120

名）の参加があった。 

男子は大津中学校が優勝を果たし、追浜中学

校、池上中学校がそれぞれ２位、３位に入賞した。 

女子は追浜中学校が優勝を果たし、大津中学

校、久里浜中学校がそれぞれ２位、３位に入賞し

た。 

 

◎第 55回小学校児童ボール運動大会 

12 月上旬に市内 46 校を８つの部会に分け、そ

れぞれの部会ごとに開催される予定であったが、

新型コロナウイルス感染状況を考慮し、各部会で

の判断での開催となり、日時については各部会で

設定することとなった。大会は、市立小学校のグ

ランド及び体育館を会場に約 2,000 人の６年生が

参加し、日頃の体育学習の成果を発揮するととも

に、交流を深めた。 
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国 市 教育研究所 

 4.1    中学校で新学習指導要領の全面実施

がスタート 

 4.2  自民党の下村博文政調会長、「こども

庁」創設に関連して、担当省庁が異な

る幼稚園、保育所、認定こども園の所

管を一本化する考えを示す 

 4.6  萩生田光一文部科学相、教員不足に関

する全国実態調査を行うと表明。教員

不足の全国調査は初めて 

 4.9  文科省、教員による児童生徒へのわい

せつ行為を防止するため、インターネ

ッと交流サイト（SNS）による子供との

私的なやりとりを禁止するなどルール

の厳格化を図るよう都道府県教育委員

会などに通知 

    大学入試センター、少子化による受験

者減少を受けて、大学への大学入学共

通テストの成績提供手数料の値上げを

求める運営審議会の提言を公表 

    和歌山県教委、高校生の就職活動につ

いて、従来の「1人１社制」から「複

数応募性」に変更すると発表 

 4.12  家族の介護などを大人の代わりに担

う 18歳未満の子供「ヤングケアラー」

は、全国の中学 2年生の 5.7％、高校 2

年生（全日制）の 4.1％に。文科、厚

生労働の両省調査で判明 

 4.13  文科省、20年度から開始された低所

得世帯の大学生などへの修学支援新制

度により、住民税非課税世帯の大学等

進学率が 7～11ポイント上昇したとす

る推計を公表 

 4.23  スポーツ庁、2020年度「体力・運動

能力調査」（速報値）の結果を発表。中

高生（12～17歳）の体力テストの合計

点がやや低下、コロナ禍による部活動

制限が影響との指摘も 

     文科省、コミュニティ・スクール（CS）

の設置支援策を検討する「コミュニテ

ィ・スクールの在り方等に関する検討

会議」の初会合を開く 

 4.27  萩生田文科相、21年度「全国学力・

学習状況調査」について、予定通り「5

月 27日」に実施すると表明 

    自民党の文部科学部会、教員の養成・

採用・研修に関する提言を文科省に手

渡す。教員免許更新制の柔軟化を盛り

込む一方、更新制自体の廃止は否定 

 4.28  自民、公明両党の与党ワーキングチー

ム、教員免許を再交付しない裁量を都

道府県教委に与えるなど、わいせつ教

員対策法の条文案を野党に提示。今国

会での成立を目指す 

    文科省、学校向け衛生管理マニュアル

を改訂。適切に手洗いなどをしていれ

ば、手すりなどの 1日 1回の消毒は省

略可能と追記 

 4.30  中央教育審議会の「教員免許更新制小

委員会」が初会合を開く。免許更新制

の見直し議論がスタート 

     

 

 

 

4. 1 横須賀市教育委員会事務局人事異動 

 教育総務部総務課長 夏目久也 民政局健康部 

 部長へ 

 後任に 市議会事務局総務課長 杉本道也 着任 

 生涯学習課長 柳井栄美 博物館運営課長へ 

 後任に、博物館運営課長 高橋直人 着任 

 教育指導課長 高橋直樹 神明小学校校長へ 

 後任に、神明小学校校長 川上誠 着任 

 保健体育課長 山崎亨 夏島小学校校長へ 

 後任に、常葉中学校教頭 鈴木史洋 着任 

 学校食育課長 坂本克昭 総務部人事課人材育成 

 担当課長へ 

 後任に、健康部健康総務課長 山田智子 着任 

 博物館運営課長 高橋直人、生涯学習課長へ 

 後任に、生涯学習課長 柳井栄美 着任 

 教育情報担当課長（新設）市民部窓口サービス課 

 係長 飯田達也 着任   

  

 教職員課主査指導主事 筒井宣行 浦郷小学校  

 教頭へ 

 教職員課指導主事に 荻野小学校総括教諭 滝本 

 和樹 着任 

 教育指導課主査指導主事 新倉智美 岩戸中学校 

 教諭へ 

 支援教育課主査指導主事 品田由貴 市立養護学 

 校教頭へ、松崎望 長沢中学校教頭へ 

 支援教育課指導主事に 北下浦小学校総括教諭 

 有馬剛、長浦小学校教諭 平本玲子 着任 

 教育研究所主査指導主事 小平功一郎 常葉中学 

 校教頭へ 

 教育研究所主査指導主事に 浦賀中学校校長 

 丸瀬正 着任 

 教育研究所指導主事に、森崎小学校教諭 淺見浩、 

 田戸小学校教諭 鈴木徹也 着任 

 スポーツ振興課主査 才竹健太郎 公郷中学校総 

 括教諭へ 

 

 

 4.1  辞令交付式 

    学級編制説明会 

    ふれあい相談員辞令交付式 

    登校支援相談員辞令交付式 

 4.2  相談教室担任・支援員辞令交付式 

    日本語指導員・学校生活適応支援員辞令交付

式 

    学校司書辞令交付式 

 4.4  学年始休業終了 

 4.5  始業式・入学式（小・中・ろう・養） 

    始業式（高校） 

 4.6  入学式（高校） 

    中学校校長会 

 4.7  教科総会 

 4.8  始業式・入園式（幼） 

    中学校体育連盟総会・専門部会 

    給食開始（小・ろう） 

 4.9  （県）スクールカウンセラー連絡協議会① 

    教科用図書事務担当者会① 

 4.12 横須賀市立小・中学校学習状況調査 

          教科調査（21日まで）  

 4.13 市立学校合同体育・保健体育科担当者会 

    学校体育指導員委嘱式 

 4.14 教科外総会 

 4.15 生徒指導担当者研修講座① 

 

4．1 横須賀市教育研究所人事異動 

 教育研究所主査指導主事 小平功一郎 常葉 

 中学校教頭へ  

 後任に、市下啓嗣 

 指導主事 山岸義之 退任 

 教育指導課から 主査指導主事 新谷美紀  

 着任 

 浦賀中学校から 主査指導主事 丸瀬正 着 

 任 

 森崎小学校から 指導主事 淺見浩 着任 

 田戸小学校から 指導主事 鈴木徹也 着任  

 教育情報担当課長 市民部窓口サービス課か 

 ら 飯田達也 着任  

 ICT環境整備担当者 経営企画部情報システ 

 ム課から 山口新人 着任 

 会計年度任用職員 菅原和子 着任 

 長期研究員 板越秀介（大津中学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 4.2  初任者研修拠点校指導教員研修講座① 

    初任研研修校内指導教員研修講座① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 4.13 初任研研修講座① 

 4.14 第 11期教師塾⑦ 

 

 

 

教育年表 
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 5.7   文科省、コロナ禍による子供の自殺増

加に対応する「児童生徒の自殺予防に

関する調査研究協力者会議」の初会合

を開催 

 5.11  埼玉県教育委員会、コロナ禍による昨

年春の臨時休業で小学校 4～5年生の

算数の学力が低下した可能性があると

の県学力テストの分析結果を発表 

 5.13  札幌地裁、日本学生支援機構の奨学金

で、保証人の法的支払い義務を超えた

返済を求められたとする過払い金問題

で、過払い分の返還を判決 

 5.14  埼玉県教委、2024年度から県独自の

学力テストを CBT（コンピューター使

用型調査）方式に切り替えると発表 

 5.17  文科省、総務省、全国知事会など、35

人学級の実施に向けた国と地方の「協

議の場」の初会合を開催。教員不足な

どが大きな課題に 

    厚生労働と文科の両省プロジェクト

チーム、家族の介護を担う 18歳未満の

子供「ヤングケアラー」の支援策を盛

り込んだとりまとめ報告を公表 

 5.18  今春大学卒業者の就職率は 96.0％（4

月 1日現在）で、リーマンショック後

の10年卒に次ぐ過去2番目の下落を記

録。厚労、文科の両省調査 

     1748自治体（96.5％）が 20年度内

に「GIGAスクール構想」による公立小

中学校への1人1台端末の配備を完了。

文科省の集計（確定値） 

 5.19  平日もコンピューターゲームで遊ぶ

小学校 4年生の割合は 74.8％で、9年

前の同世代より 9.6ポイント上昇。厚

労省の 21世紀出生児縦断調査 

 5.25  文科省、コロナ禍での学生生活に関す

る調査の結果を発表。20年度に受けた

オンライン授業について、大学生など

の 56.9％が「満足」と回答 

 5.26  文科省、特別支援学校の初の「設置基

準」案を公表。1クラス上限を幼稚部

が 5人、小中学部 6人、高等部は 8人

に、22年 4月から施行 

 5.27  コロナ禍のため昨年中止された文科

省の全国学力・学習状況調査（全国学

力テスト）が 2年ぶりに実施。国公立

のほぼすべて、私立の 46.7％が参加 

    文科省の「デジタル教科書の今後の在

り方等に関する検討会議」、24年度か

らのデジタル教科書の本格導入に向け

た第一次報告案をまとめる。紙とデジ

タルの併用を打ち出す 

 5.28  「教育職員等による児童生徒性暴力等

の防止等に関する法律」が、参院本会

議で全会一致により可決・成立。わい

せつ行為で懲戒免職になった教員に対

して、教員免許の再交付を拒否する裁

量を都道府県教委に認める 

     20年 6月から 21年 4月末までに新型

コロナウイルスに感染した児童生徒は

1万 9962人、教職員は 2637人。文科

省集計 

 

 

 6.1  政府の規制改革推進会議、オンライン

教育に関する規制緩和などを盛り込ん

 4.16 給食開始（養） 

 4.17 第 70回中学校総合体育大会総合開会式 

 4.20 学力向上担当者会① 

    小学校校長会 

 4.21 支援教育コーディネーター連絡会① 

    学校司書派遣校連絡会   

 4.22 人事評価システム研修（新任教頭①） 

 4.23 人事評価システム研修（新任校長）    

 4.27 人事評価システム研修（新任教頭②） 

 4.28 児童指導担当者研修講座① 

 4.30 小学校音楽担当者会 

 

  

 5.6  横須賀市立小・中学校学習状況調査 

        質問紙調査（6月 1日まで） 

 5.7  小学校国語担当者会 

 5.8  中学校演劇発表会実技研修会 1日目 

 5.9  中学校演劇発表会実技研修会 2日目 

 5.12 学校・教育委員会合同防災訓練 

    防災教育担当者会 

 5.13 生徒指導担当者研修講座② 

    第 109回神奈川県公立小学校長会定期総会・

研修会（横浜・県教育会館） 

 5.14 学校水泳プール運営管理・安全指導説明会 

    進路事務担当者連絡会① 

    神奈川県公立中学校長会定期総会（横浜・県

立音楽堂） 

 5.18 小学校校長会 

 

 

 

 

 5.20 全日本公立中学校長会総会（東京 ～21日） 

 5.21 特別支援学級新担任者研修講座① 

 

 

 

 

 

 5.26 小中一貫教育に関する日 

 

 

 

 5.27 全国学力・学習状況調査 

    共同学校事務室推進協議会① 

 

 

 

 

 

 

 

 5.28 就学前教育と小学校教育の連携研修講座① 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 6.1  教科用図書事務担当者会② 

 

 4.16 新任教頭研修講座① 

 

 

 

 

 

 

 4.23 教職 5年経験者研修講座① 

 4.27 中堅教諭等資質向上研修講座① 

 

 

 

 

 

 

 5.7  教職 1年経験者研修講座① 

    学校情報化推進部会Ⅰ－① 

    学校情報化推進部会Ⅱ－① 

 5.11 教育研究所運営に関する懇話会① 

    教職 2年経験者研修講座① 

 

 

 

 5.14 学校情報化推進部会Ⅲ－① 

 

 

 

 5.18 初任者研修講座② 

 

 

 

 5.19 臨時的任用職員研修講座① 

    第 11期教師塾⑧ 

    理科基礎技術研修講座① 

    パワーアップ研修講座① 

 5.21 学校情報化推進部会Ⅴ－① 

    学校運営研修講座① 

 5.25 初任者研修拠点校指導教員研修講座② 

    初任者研修校内指導教員研修講座② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5.28 理科基礎技術研修講座② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 6.1  初任者研修講座③－１ 
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だ「デジタル社会に向けた規制改革の

『実現』」を菅義偉首相に答申 

 6.3  政府の教育再生実行会議、デジタル化

とビッグデータ活用による「データ駆

動型教育」への転換を求めた第 12次提

言を菅首相に提出 

 6.4  文部科学省、22年度大学入学者選抜

実施要項を発表。22年の大学入学共通

テスト（共通テスト）は 1月 15、16

日に実施 

 6.8  文科省の「デジタル教科書の今後の在

り方等に関する検討会議」、24年度か

らデジタル教科書を本格導入するとの

第 1次報告を公表 

     文科省「ブラック校則」問題を受け、

社会の変化に応じて校則を絶えず見直

すよう都道府県教委などに通知 

 6.9  文科省、「GIGAスクール構想に基づく

1人 1台端末の円滑な利活用に関する

調査協力者会議」の初会合を開催。利

活用の全国実態調査を実施へ 

 6.16  19年度に地方自治体が支出した地方

教育費は 16兆 3848億円で、2年ぶり

に増加。文科省の 20年度「地方教育費

調査」（中間報告） 

 6.18  政府「経済財政運営と改革の基本方針

2021」（骨太の方針）を閣議決定。緊急

時のオンライン教育への移行体制の年

内整備などを盛り込む 

 6.22  文科省、中学生と高校生のワクチン接

種について、学校での集団接種は、「現

時点で推奨するものではない」と各自

治体の教委に通知 

    経済産業省、産業構造審議会の中に

「教育イノベーション小委員会」を設

置すると発表 

 6.28  文科省、小中学校で一部教科の標準授

業時数の最大 1割を別教科に充てるこ

とを認める「授業時数特例校制度」を

22年度から導入する案を中央教育審

議会の教育課程部会に提示 

 6.30  文科省の「大学入試のあり方に関する

検討会議」、25年以降の共通テストで

の記述式問題導入、英語民間試験の活

用を「実現は困難」とする提言案を大

筋で了承。改革見送りが事実上決定 

    文科省「障害のある子供の教育支援の

手引～子供たち一人一人の教育的ニー

ズを踏まえた学びの充実に向けて」を

公表 

 

 

 7.5  文科省、中央教育審議会（文科省の諮

問機関）の教員免許更新制小委員会に、

教員アンケートの結果を報告。教員の

58.5％が免許更新制に「不満」「やや不

満」と否定的回答 

 7.7  文科省、生徒指導提要改訂協力者会議

の初会合を開催。約 10年ぶりに生徒指

導提要の改訂作業に着手 

 7.8  文科省の「大学入試のあり方に関する

検討会議」、25年度以降の大学入学共

通テスト（共通テスト）での記述式問

題の導入、英語民間試験の活用は「実

現は困難」とする提言を萩生田文科相

に提出。大学入試改革の 2本柱を正式

 6.2  特別支援学級担当者会① 

    ICT担当者会① 

    心肺蘇生法実技研修講座 

 

 

 

 

 

 

 6.7  中学校校長会 

 6.8  共同学校事務室（室長・副室長）研修会  

 

 

 

 

 

 

 6.9  支援教育コーディネーター連絡会② 

    人権教育担当者研修講座① 

    国際教室担当者連絡会① 

    支援教育研修講座① 

    養護教諭研修講座① 

 6.10 生徒指導担当者研修講座③ 

    関東甲信越地区中学校長会研究協議会新潟

大会（～11日） 

    小学校校長会 

 6.11 学校評価担当者会  

 

 6.16 横須賀市小（教科）・中（道・教科外）学校

教育課程研究会 1日目 

 6.17 関東甲信越地区小学校長会研究協議会栃木

大会（宇都宮市 ～18日） 

 6.19 中学校スポーツ技術講習会（前期 ソフトボ

ール） 

 6.23 横須賀市小（道・教科外）・中（教科）学校

教育課程研究会 1日目 

 6.25 学校図書館担当者会 

 6.26 不登校をともに考える会～ハートフルフォ

ーラム～ 

 6.28 小学校 5年生芸術観賞会 

 6.29 小学校 5年生芸術観賞会 

 6.30 支援教育研修講座② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 7.5  小学校校長会 

    中学校校長会 

    神奈川県小学校児童指導担当教員研修講座   

 

 

 7.7  特別支援学級新担任者研修講座②  

 

 

 7.8  生徒指導担当者研修講座④ 

    児童指導担当者研修講座②  

 

 

 

 

 6.2  教職 5年経験者研修講座② 

 

 

 

 

 

 6.4  教職 2年経験者研修講座② 

    副校長・教頭研修講座① 

 6.5  土曜科学教室 

 

 6.8  教職 1年経験者研修講座② 

 

 

 

 

 

 

 6.9  第 11期教師塾⑨ 

    パワーアップ研修講座② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 6.15 初任者研修講座③－２ 

 

 

 

 6.18 学校情報化推進部会Ⅴ－② 

    臨時的任用職員研修講座② 

 

 

 

 6.25 学校運営研修講座② 

 

 

 

 6.29 初任者研修講座④ 

 6.30 教職 1年経験者研修講座③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 7.2  中堅教諭等資質向上研修講座② 

 7.3  スキルアップ研修講座① 

    土曜科学教室 

 7.5  校長・園長研修講座① 

    （校長会連携研修講座） 

 7.7  新任総括教諭研修講座② 

    学校情報化推進部会Ⅰ－② 

    学校情報化推進部会Ⅱ－② 

    第 11期教師塾 
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に断念 

 7.9  文科省、新学習指導要領に対応する理

科教育設備基準の改正案を公表 

    文科省とスポーツ庁、文化庁、感染防

止対策を徹底した上で、夏休み中の部

活動の大会やコンクールに中高生が参

加する機会を確保するよう都道府県教

育委員会などに通知 

    文科省、国土交通省、警察庁、千葉県

八街市の小学生死傷事故を受けて、全

国の公立小学校通学路の合同点検実施

を各関係機関に通知 

 7.14  文科省、「特定分野に特異な才能のあ

る児童生徒に対する学校における指

導・支援の在り方等に関する有識者会

議」の初会合を開催。特別な才能を持

つ発達障害児などの教育を議論 

 7.15  日本スポーツ協会、学校運動部活動指

導者実態調査の結果を公表。中学校の

2割、高校の 6割が、週 2日以上休養

日設定のガイドラインを守らず 

 7.16  文科省の専門家会議、全国学力・学習

状況調査（全国学力テスト）でコンピ

ュータ―使用方式（CBT）を 25年度以

降、中学校から速やかに導入すべきと

提言する「最終まとめ」を公表 

    文科省、医療的ケア看護職員、情報通

信技術（ICT）支援職員、特別教育支援

員などを学校支援スタッフに位置付け

る学校教育法施行規則改正案を公表 

 7.20  文科省、20年度の「文部科学白書」

を公表。オンライン教育と対面授業の

適切な使い分けなどを強調 

    中教審初等中等教育分科会「幼児教育

と小学校教育の架け橋特別委員会」の

初会合を開催。5歳児教育の共通プロ

グラム「幼児教育スタートプラン」を

検討 

 7.21  文科省の検討会議、小学校高学年の

「教科担任制」の対象教科を外国語（英

語）、理科、算数、体育の 4教科とする

との報告案を大筋で了承 

 7.28  文科省、20年度「学校保健統計調査」

の結果を発表。裸眼視力が 1.0未満の

小中学生の割合が過去最高に、肥満傾

向の児童生徒の割合も急増 

 7.29  文科省、20年度の学校図書館調査の

結果を発表。学校図書館標準の蔵書数

を満たしている公立学校は、小学校が

71.2％、中学校が 61.1％にとどまる 

 7.30  文科省、25年 1月の共通テストの実

施方針を各大学に通知。高校の新指導

要領に対応して「情報」を出題教科に

追加 

 

 

 8.4  政府の交通安全対策関係閣僚会議、千

葉県八街市の小学生死傷事故を受け、

全国の公立小学校通学路の安全総点検

を 9月中に実施する方針を決定 

 8.6  全国の公立小中学校の校舎などの耐

震化率は 99.6％（4月 1日時点）に。

文部科学省調査で判明 

 8.13  コロナ禍で昨年中止となったインタ

ーハイ（全国高校総合体育大会）の総

合開会式が福井県越前市で開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 7.14 臨時的任用職員研修講座③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 7.20 給食終了（小・ろう・養） 

 

 

 

 

 

 

 

 7.21 夏季休業開始 

    学校水泳指導法研修講座 

 7.24 第 38回横須賀市中学校演劇発表会 1日目 

 7.25 第 38回横須賀市中学校演劇発表会 2日目 

 7.26 小学校等体育科夏季研修講座①② 

 7.27 小学校等体育科夏季研修講座③ 

    司書教諭研修講座（読書指導研修講座） 

    児童生徒健康・体力向上推進研修講座 

    幼稚園教育課程研究会 

    人権教育担当者研修講座② 

 7.28 学校事務職員夏季研修講座 

    学校司書研修講座 

    社会科研修講座 

 7.29 就学前教育と小学校教育の連携研修講座 

                    ③－１ 

    応急手当普及員講習会①－１、①－２ 

    支援教育研修講座③④ 

 7.30 就学前教育と小学校教育の連携研修講座 

                    ③－２ 

    応急手当普及員講習会①－３、①－４ 

    道徳教育研修講座 

 

 

 8.2  横須賀市小学校教育課程研究会 2日目 

 8.3  横須賀市中学校教育課程研究会 2日目 

 8.4  中学校全国・関東大会出場選手激励会 

    小学校外国語教育授業力向上セミナー① 

    中学校管理職研修会 

 

 7.9  校務情報化研修②－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 7.14 校務情報化研修②－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 7.16 校務情報化研修②－３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 7.21 教職 1年経験者研修講座④ 

 

 

 

 7.26 夏季大学① 

    サイエンスサマー2021 

 7.27 教職 5年経験者研修講座③ 

    教育課題研修講座① 

    ICT活用実践研修講座① 

 7.28 教育課題研修講座② 

    理科基礎技術研修講座③ 

    学校づくり研修講座① 

 

 7.29 初任者研修講座⑤⑥ 

 

 

 

 7.30 中堅教諭等資質向上研修講座③④ 

    ICT活用実践研修講座② 

 

 

 

 

 

 

 8.4  科学教養講座 

    教職 2年経験者研修講座③ 
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 8.16  政府と国際パラリンピック委員会

（IPC）など、東京パラリンピックでは、

東京、千葉、埼玉、静岡の全会場を原

則無観客とすると決定。一方、児童生

徒の「学校連携観戦プログラム」は、

自治体や学校が希望すれば実施 

 8.18  大阪府、緊急事態宣言の期間延長を受

けて、臨時休業に備えたオンライン授

業の準備などを学校に要請 

 8.20  萩生田文科相、夏休み明けの小中高校

について「国として一斉休校を再びお

願いすることはない」と表明 

    文科省の有識者会議、情報通信技術

（ICT）機器の活用を想定した「学校施

設整備指針」の改訂に向けた中間報告

を公表。教室などの在り方を一斉授業

型から多様な学習活動型へと転換へ 

 8.23  中央教育審議会（文科相の諮問機関）

の小委員会、教員免許更新制を「発展

的に解消」するとの審議まとめ案を了

承 

    萩生田文科相、早ければ 2023年度か

ら教員免許更新制を廃止する方針示す 

    文科省、学校教育法施行規則改正の省

令を公布し施行。ICT技術支援員、教

育業務支援員、医療的ケア看護職員な

どの職名と職務内容を明確化 

 8.25  文科省の検討会議、コミュニティ・ス

クール（学校運営協議会、CS）の拡大

方策を盛り込んだ「中間まとめ」を公

表 

 8.27  文科省、21年度「学校基本調査」（速

報値）の結果を公表。特別支援学校在

籍者は14万6290人で過去最多を更新、

大学（学部）も同 262万 5956人で過去

最多に 

    文科省、新学期の授業本格化を前に、

校内で新型コロナ感染者が出た際の臨

時休業などの判断基準を各自治体に通

知 

    大学設置・学校法人審議会、大阪府立

大学と大阪市立大学を統合した大阪公

立大学など大学 4校、専門職大学 1校

の 22年度新設を萩生田文科相に答申 

 8.29  千葉市教育委員会、パラリンピック観

戦を引率した 2人を含む教員 6人が新

型コロナに感染したと発表 

 8.30  文科省、22年度概算要求を公表。一

般会計総額は前年度比 11.7％増の 5兆

9161億円、小学校高学年の教科担任制

導入や 35人学級の推進などで計 6135

人の教職員定数の改善を図る 

    文科省、公立小中学校における情報端

末の利活用実態調査の結果（速報値）

を公表。小学校の 84.2％、中学校の

91.0％が「全学年で利活用」と回答。

ただし、平常時の子供の端末持ち帰り

は 25.3％にとどまる 

 8.31  文科省、21年度「全国学力・学習状

況調査」（全国学力テスト）の結果を公

表。昨年のコロナ禍による一斉休業期

間の長さとテストの正答率との関連性

は見られなかったと分析 

 

 

 

 8.5  中・高等学校等保健体育科夏季研修講座①② 

    幼児教育研修講座 

    中学校連合生徒会役員研修会（リーキャン）① 

 8.6  中・高等学校等保健体育科夏季研修講座③ 

    体育・保健体育科実技講習会 

    コミュニケーション研修講座① 

    中学校連合生徒会役員研修会（リーキャン）② 

    外国語研修講座① 

    県小・中学校教育課程研究会運営委員会 

 8.7  第 18回 中学生創造アイデアロボット 

            コンテスト横須賀大会 

 8.10 学校閉庁日  Yｋnet全面停止（1日） 

 8.11  学校閉庁日 

 8.12 学校閉庁日  

 8.13 学校閉庁日 

 8.16 コミュニケーション研修講座② 

    小学校英語教育授業力向上研修 

 8.17 中学校英語教育授業力向上研修 

 8.18 神奈川県小・中学校教育課程研究会 

 8.19 外国語（活動）研修講座 

    外国語研修講座② 

 8.20 図画工作科／美術科研修講座 

 8.21  第 34回 子どものための音楽会 

 8.23 小学校外国語教育授業力向上セミナー② 

    算数科／数学科研修講座 

    音楽科研修講座 

    応急手当普及員講習会②－１、②－２ 

 8.24 インクルーシブ教育推進フォーラム 

    生活科研修講座 

    総合的な学習の時間研修講座 

    応急手当普及員講習会②－３、②－４ 

 8.25 支援教育コーディネーター連絡会③ 

    国語科研修講座 

 8.26 学校保健研修講座 

    学校食育研修講座 

 8.27 夏季休業終了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 8.31 給食開始（小・ろう） 

   

 

 

 

 

 

 

 8.5  教育課題研修講座③ 

    小学校・中学校理科教材研究講座①② 

 

 8.6  ICT活用実践研修講座③④ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 8.16 学校づくり研修講座② 

 

 8.17  総括教諭研修講座 

    夏季大学② 

 8.18 夏季大学③ 

    学校づくり研修講座③ 

 8.19 初任者研修講座⑦⑧ 

 8.20 初任者研修講座⑨⑩ 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 8.27 学校情報化推進部会Ⅲ－② 
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 9.1  文部科学省、高大連携講座などで高校

生が修得した大学の単位数に応じて、

大学入学後の修業年限短縮を可能にす

る学校教育法施行規則の改正案を公表 

 9.7  新型コロナ感染の影響により、公立学

校の夏休みを延長したのは、小学校が

209教委（12.4％）、中学校が 215教委

（12.8％）、高校が 28教委（19.2％）

で、延長期間は平均で小中学校が 4.7

日、高校は 5.8日に。文科省の全国調

査（9月 1日時点）で判明 

 9.8  文科省、「従軍慰安婦」や「強制連行」

という表現は不適切とする閣議決定を

受け、教科書会社 5社が中高歴史教科

書の記述を削減するなどの訂正を申請

したと発表。同省は申請を承認 

 9.10  文科省、コロナ禍による欠席やオンラ

イン授業を「出席停止」扱いにするこ

とが、高校入試で不利にならないよう、

調査書の取り扱いに配慮することを都

道府県教委などに通知 

 9.13  東京都町田市立小学校の 6年生女児

が昨年 11月に自殺した件で、「GIGAス

クール構想」で配備された情報端末の

チャット機能がいじめに使用されたと

して、遺族らが再発防止を文科省に要

望。「1人 1台端末」によるいじめが社

会的注目を集める 

 9.24  文科省、初めて特別支援学校の設置基

準を制定。1学級の人数は幼稚部が 5

人以下、小中学部が 6人以下、高等部

が 8人以下など特別支援学校独自の設

置基準が22年4月から段階的に施行へ 

 9.28  今春の私立大学の入学定員充足率は

99.8％で、私大全体で初の定員割れに。

日本私立学校振興・共済事業団の 21

年度調査で判明 

 9.29  文科省、新教科「情報」を含む 7教科

に再編される25年1月からの共通テス

トの試験時間や経過措置などを発表 

 

 

10.1    文部科学省、教員免許更新制の「発展

的解消」を盛り込んだ中央教育審議会

（文科相の諮問機関）教師の在り方特

別部会の「審議まとめ（案）」を公表し、

パブリックコメント（意見公募）を開

始（～30日） 

    さいたま地裁、公立学校教員による残

業代請求訴訟で、原告の請求を棄却。

ただし、時間外手当の代わりに教職調

整額を一律支給とする教職員給与特別

措置法は「もはや教育現場の実情に適

合していない」として、早急な見直し

を求めると判決で異例の付言 

    文科省、新型コロナウイルス禍による

欠席やオンライン授業の「出席停止」

扱いが、大学や高校の入試で不利にな

らないよう、調査書に「出席停止・忌

引き日数」と、「授業日数」を記載しな

いと都道府県教育委員会などに通知 

10.4  全国高等学校長協会、2025年 1月実

施の大学入学共通テストで新教科「情

報」を一律に課さないよう国立大学協

会に要望 

 

 9.1  読書感想文応募締切 

    （県）スクールカウンセラー連絡協議会② 

    給食開始（養） 

 9.2  生徒指導担当者研修講座⑤ 

 9.3  読書感想文審査準備会 

 

 9.6  中学校校長会 

 9.7  神奈川県中学校生徒指導担当教員研修講座 

 

 

 

 9.8  読書感想文 1次審査会 

    小学校外国語教育推進研修講座① 

 

 

 

 9.10 小学校校長会 

 9.11 よこすか子ども発明展（～12日） 

 

 

 

 

 9.14 読書感想文２次審査会 

 9.15 特別支援学級新担任者研修講座③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.2  主張の会 

10.3  不登校児童生徒・高校中退者等のための進路

情報説明会・不登校相談会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.4  中学校校長会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 9.3  中堅教諭等資質向上研修講座⑤ 

 9.5  スキルアップ研修講座② 

     土曜科学教室 

 9.7  初任者研修講座⑪ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 9.14 臨時的任用職員研修講座④ 

 9.15  パワーアップ研修講座③ 
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10.5  文科省「『通常の学級に在籍する特別

な教育的支援を必要とする児童生徒に

関する調査』有識者会議」の初会合を

開催。小中高校での発達障害児の実態

調査を 22年 1～2月に実施 

10.6  文科省、不登校児童生徒数の増加を受

けて「不登校に関する調査研究協力者

会議」を設置、初会合を開く 

10.7  スポーツ庁、部活動の地域移行の方策

や課題を探る「運動部活動の地域移行

に関する検討会議」を設置 

10.12  指定都市市長会、コロナ禍によるオン

ライン授業などを「出席停止」扱いに

する文科省方針に対して、見直しを求

める緊急提言を同省に提出 

10.13  文科省、20年度「問題行動・不登校

調査」の結果を公表。小中学校の不登

校児童生徒数は 19万 6127人、小中高

校生の自殺者数は 415人で共に過去最

多に 

10.14  全国の教職大学院の 21年度入学定員

充足率は、前年度比 2.4ポイント減の

78.6％で過去最低に。文科省調査 

10.22  末松文科相、将来的に小中学校で「30

人学級」を目指すとの考えを報道各社

のインタビューで表明 

 

    文科省、コロナ禍でのオンライン授業

などの「出席停止」扱いについて、指

導要録の記載欄の名称を「オンライン

を活用した特例の授業・出席停止・忌

引等の日数」などとするとの事務連絡

を都道府県教委などに発出 

10.25  文科省「特別支援教育を担う教員の養

成の在り方等に関する検討会議」の初

会合を開催。特別支援教育の教員養成

カリキュラムなどを検討 

10.28  大阪高裁、生まれつき茶色っぽい髪を

高校で黒く染めるよう指導されて不登

校になったとする損害賠償訴訟で、茶

髪禁止の校則や頭髪指導に違法性はな

いとした一審判決を支持、原告の元生

徒の控訴を棄却 

10.29  文科省、高大連携講座などで高校生が

修得した大学単位数に応じて大学修業

年限の短縮を可能にする学校教育法施

行規則の改正省令を公布・施行 

 

 

11.2  政府、21年版「自殺対策白書」を閣

議決定。20年の小学生から高校生の自

殺者は 499人で過去最多に、新型コロ

ナウイルス禍による学校の全国一斉休

業明けに自殺者が急増 

11.15  中央教育審議会（文科相の諮問機関）

の特別部会、教員免許更新制の「発展

的に解消」を盛り込んだ「審議まとめ」

を末松文科相に提出。文科省は、来年

の通常国会に関連法改正案を提出する

方針で、早ければ 23年にも免許更新制

は廃止に 

11.19  末松文科相、教員免許更新制を 22年

度中に廃止し、23年度から新たな研修

制度を開始する意向を表明。22年度末

が更新期限の教員は、更新講習受講が

不要に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.8  前期終業式 

    給食終了（小・ろう・養） 

10.11  後期始業式 

    人事校長会議 

       給食開始（小・ろう・養） 

 

10.13 支援教育コーディネーター連絡会④ 

 

 

 

 

10.14 生徒指導担当者研修講座⑥ 

    全国連合小学校長会研究協議会石川大会 

               （金沢市～15日） 

10.16 中学校駅伝競走大会（男子 72回 女子 38回） 

10.19 小学校校長会 

10.20 特別支援学級担当者会② 

    支援教育研修講座⑤ 

10.21 学校事務職員研修講座（事務主査） 

    全日本中学校長会研究協議会静岡大会 

                 （～22日） 

10.22 進路事務担当者連絡会② 

 

 

 

10.27 小中一貫教育に関する日  

    大津中学校研究発表会（本発表） 

 

10.28 学校事務職員研修講座（主任事務主査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.1  中学校校長会 

11.3  就労支援のための合同学習会 

11.5  神奈川県公立小学校長会横須賀地区管理運

営研究会（横須賀） 

11.9  横須賀市高等学校教育課程研究会 

11.11 生徒指導担当者研修講座⑦ 

11.13 第 53回小学校児童陸上記録大会 

               （予備日 14日） 

11.17 学校事務職員秋季研修講座 

    道徳教育連携・推進講座（大津小学校） 

 

 

11.19 読書感想画応募締切 

    長沢中学校研究発表（中間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.9  土曜科学教室 

10.12 初任者研修拠点校指導教員研修講座③ 

    中堅教諭等資質向上研修講座⑥ 

 

 

10.13 第 12期教師塾① 

 

 

 

 

 

10.15 教職 1年経験者研修講座⑤ 

 

 

10.19 初任者研修講座⑫ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.2  初任者研修講座⑬－１ 

    中堅教諭等資質向上研修講座⑦－１ 

    初任者研修拠点校指導教員研修講座 

                  ④－１ 

11.5  学校情報化推進部会Ⅰ－③ 

    学校情報化推進部会Ⅱ－③ 

11.9  初任者研修講座⑬－2 

    中堅教諭等資質向上研修講座⑦－2 

    初任者研修拠点校指導教員研修講座 

                  ④－2 

11.10 学校情報化推進部会Ⅴ－③ 

11.12 臨時的任用職員研修講座⑤ 

11.16  初任者研修講座⑬－3 

    中堅教諭等資質向上研修講座⑦－3 

    初任者研修拠点校指導教員研修講座 

                  ④－3 

    小学校校長会 
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    文科省の有識者会議、理事会の諮問機

関として位置付けられている評議員会

の権限を強め、理事長の解任を可能と

する大学改革案を公表 

11.22  コミュニティ・スクール（CS）を導入

している公立学校は、前年度より 2068

校多い 1万 1856校（5月 1日時点）で、

公立学校の 33.3％に。文科省の調査で

判明 

11.24  愛知県弥富市の中学校で、3年生男子

生徒が同学年の男子生徒に包丁で腹を

刺され死亡する事件が発生。加害生徒

は「（被害生徒に）嫌なことをされた」

との趣旨を供述 

11.25  三重県教委、県立高校の入学願書のデ

ジタル化を進めると発表。調査書など

のデジタル化も検討。23年の導入を目

指す 

 

 

12.3   政府、教育再生実行会議の後継組織と

して「教育未来創造会議」の新設を閣

議決定 

    文部科学省の有識者会議、理事会の諮

問機関である評議員会の権限を強め、

理事長の解任を可能にする私大改革の

最終報告をまとめる。これに対して私

大団体などが一斉に反発 

12.7  大学入試センター、22年 1月に実施

する大学入学共通テスト（共通テスト）

の志願者数は前回より 4878人少ない

53万 367人と発表    

12.8  文科省、22年 4月から使用する教科

書の採択結果を公表。実用的文章を扱

う高校新科目「現代の国語」で、唯一

小説を掲載した第一学習社の教科書が

占有率 16.9％でトップに 

12.15  さいたま地裁、埼玉県川口市の中学校

でいじめや体罰を受けて不登校になっ

たとする損害賠償訴訟で、いじめ重大

事態の調査事務を怠ったとして同市に

55万円の支払いを命じる 

12.17  大学入試センター、25年 1月実施の

共通テストの新教科「情報」で、浪人

生向けの科目「旧情報（仮）」を出題す

ると発表 

12.21  文科省、22年度「全国学力・学習状

況調査」の実施要領を都道府県教委な

どに通知。実施日は 4月 19日、22年

度は実施教科に理科を追加、一部の学

校でオンライン回答方式を実施 

    20年度に精神疾患で休職した教員

は、19年度より 298人減の 5180人に。

文科省の 20年度「公立学校教職員の人

事行政状況調査」 

    政府、子供政策の司令塔として 23年

度創設を目指す「こども家庭庁」の基

本方針を閣議決定。いじめ対策は、文

科省と連携して対応 

12.22  鈴木俊一財務相と末松文科相、22年

度予算案の閣僚折衝で、小学校高学年

の教科担任制実施で、22年度は 950人

の教員定数増を図ることで合意 

    文科省「教育職員等による児童生徒性

暴力等の防止等に関する法律」の制定

に伴い、免職教員への免許再交付の審

 

 

 

 

11.22 衣笠中学校研究発表（中間 

11.23 The 8th YOKOSUKA English World  

 

 

 

11.24 児童指導担当者研修講座③ 

    特別支援学級新担任者研修講座④ 

    第 74回児童生徒造形作品展担当者会 

 

 

 

11.26  第 11回児童生徒ふれあい作品展（～30日）

読書感想画審査準備会 

    令和 3年度第 2回小・中学校教育課程研究会

運営委員会    

11.27 第 39回表現運動・ダンス発表会 

 

 

12.1  第 55回小学校児童ボール運動大会 

    読書感想画審査会 

12.3  進路事務担当者連絡会③ 

12.6   中学校校長会 

 

 

 

 

 

 

12.8  支援教育コーディネーター連絡会⑤ 

12.10 令和 4年度学級編制説明会 

    学力向上担当者会② 

    小学校校長会 

12.11 中学校スポーツ技術講習会（後期：軟式野球） 

 

12.15  船越小学校研究発表会（本発表） 

12.16 生徒指導担当者研修講座⑧ 

 

 

 

12.17 校長・園長研修講座② 

    副校長・教頭研修講座② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.22 就学前教育と小学校教育の連携研修講座④ 

        （スタートカリキュラム研修） 

 

 

 

 

 

11.17 学校運営研修講座④ 

    第 12期教師塾② 

11.20 スキルアップ研修講座③ 

    土曜科学教室 

 

 

 

 

 

11.24 パワーアップ研修講座④ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.30  初任者研修講座⑬－4 

    中堅教諭等資質向上研修講座⑦－4 

    初任者研修拠点校指導教員研修講座 

                  ④－4 

 

 

 

 

12.7 初任者研修講座⑭－１ 

 

 

 

12.8  第 12期教師塾③ 

 

 

 

 

12.14 初任者研修講座⑭－２ 

12.15 学校運営研修講座⑤ 

 

 

 

 

 

12.18 土曜科学教室 
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査基準など同法運用の「基本指針」案

を公表 

12.24  政府、一般会計総額 107兆 5964億円

の 22年度予算案を閣議決定。小学校高

学年の教科担任制実施で教員 950人を

増員、小学校 3年生の「35人学級」実

施などと合わせ教職員定数の 4690人

増を盛り込む 

    スポーツ庁、21年度「全国体力・運

動能力、運動習慣等調査」（全国体力テ

スト）の結果を公表。体力合計点は小

中学校で男女共に低下、特に、男子は

08年度の調査開始以来最低を記録。新

型コロナウイルス禍による体力低下が

課題に 

    文科省、21年度「学校の働き方改革

のための取組状況調査」の結果を公表。

コロナ禍による部活動自粛や学校行事

縮小などで、教員の時間外勤務は改善

傾向に 

12.27  政府「教育未来創造会議」の初会合を

開催。岸田首相が大学におけるオンラ

イン授業の単位上限（60単位）の緩和

などの検討を要請 

12.28  文科省、オミクロン株の濃厚接触者で

も一定要件を満たせば、大学入試の本

試験を受験できることを大学などに通

知 

 

 

 1.7   文部科学省、小中学校に続いて、高校

でも外国人生徒への日本語指導を「特

別の教育課程」として卒業単位に認定

する学校教育法施行規則改正案を公表 

    デジタル庁、学習履歴など教育データ

の利活用に向けた教育デジタル化のロ

ードマップ（工程表）を公表 

 1.11  末松信介文科相、新型コロナで大学入

学共通テスト（共通テスト）を受験で

きなかった者への救済策として、各大

学の個別試験（2次試験）のみで合否

判定する特別措置を、国公私立大学に

要請すると発表。これに対して、入試

の公平性確保を疑問視する声も 

 1.12  文科省、大学設置・学校法人審議会の

「学校法人制度改革特別委員会」の初

会合を開催。21年末に有識者会議がま

とめた私立大学のガバナンス（組織統

治）改革案に対する私大団体の反発で、

ガバナンス改革を再検討へ 

 1.14  政府、21年 5月に成立した「教育職

員等による児童生徒性暴力等の防止等

に関する法律」（わいせつ教員防止法）

の施行日を 22年 4月 1日とする政令を

閣議決定 

 1.15  共通テストが始まる（～16日）。試験

前、東京大学会場（東京都文京区）前

の歩道上で、高校 2年生の少年（殺人

未遂容疑で現行犯逮捕）が、刃物で受

験生など 3人を刺傷する事件が発生 

 1.17  文科省、共通テスト受験生の刺傷事件

を受け、大学の個別試験でも警備を強

化するよう全国の大学に通知 

 1.19  大学入試センター、共通テストの平均

点（中間集計）を発表。「数学Ⅰ・数学

Ａ」は 40.25点（100点満点）で、前

 

 

12.24 給食終了（小・ろう・養） 

12.26 冬季休業開始 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.28 学校閉庁日 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4  学校閉庁日 

1.5  部活動指導者研修講座 

1.6   冬季休業終了 

1.7  読書感想画展作品搬入 

1.8    読書感想画展（～11日） 

 

 

1.11  読書感想画展作品搬出 

    第 74回児童生徒造形作品展作品搬入 

                  （1日目） 

    給食開始（小・ろう・養） 

     中学校校長会  

    

 

1.12  支援教育コーディネーター連絡会⑥ 

    第 74回児童生徒造形作品展作品搬入 

                  （2日目） 

    小学校外国語教育推進研修講座② 

1.13 生徒指導担当者研修講座⑨ 

    第 74回児童生徒造形作品展（～31日） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.18 小学校校長会 

 

1.19  児童指導担当者研修講座④ 

    第 41回体力つくり実践研究発表大会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.12  教育研究所運営に関する懇話会② 

    第 12期教師塾④ 

 

 

 

 

1.14  教職 2年経験者研修講座④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.18  初任者研修講座⑮ 

 

1.19   パワーアップ研修講座⑤ 
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身の大学入試センター試験以来、過去

最低になるなど難化傾向が進む 

 1.20  鳥取県の平井伸治知事、25年度まで

に県内公立小学校の全学年を「30人学

級」にすると表明 

 1.24  文科省、第 6次「学校図書館図書整備

等 5か年計画」（22～26年度）を策定。

すべての小中学校等で学校図書館図書

標準の達成を目指す 

 1.26  日本私立学校振興・共済事業団、前理

事長が脱税容疑で起訴された日本大学

への 21年度私学助成金の全額不交付

を決定 

 1.27  共通テスト「世界史Ｂ」の問題を試験

中にインターネットアプリで外部に流

出させ、東大生らに解答を依頼したと

して受験生の女子大学生（19）が香川

県警に出頭 

 1.28  国立大学協会、25年の共通テストか

ら教科「情報」を原則受験教科とする

ことを正式決定。国公立大入試は「5

教科 7科目」から「6教科 8科目」へ 

    文科省、学校の働き方改革の加速化

で、情報通信技術（ICT）活用による校

務の効率化、教員業務支援員の活用促

進など 7項目を都道府県教委に通知 

 1.31  文科省、公立学校の教員不足で初の実

態調査の結果を発表。21年 4月始業日

時点で全国の小学校 4.9％、中学校

7.0％、高校 4.8％で、合計 2558人の

教員が不足していたことが明らかに 

    21年度の小学校教員採用試験の競争

率は 2.6倍で過去最低を更新。文科省

の 21年度「公立学校教員採用選考試験

の実施状況」調査 

 

 

 2.2  文部科学省、新型コロナウイルスの感

染者が出た学校の対応ガイドラインを

見直す。学級閉鎖や臨時休業期間の目

安を、従来の「5～7日程度」から「5

日程度」に短縮 

 2.4  文科省、新型コロナの感染拡大を受

け、合唱、器楽演奏、対面式グループ

ワーク、密集する運動など感染リスク

の高い教育活動を控えるよう求める事

務連絡を都道府県教育委員会などに発

出 

    公立高校で 1人 1台情報端末を 21年

度中に整備完了するのは19府県5政令

市にとどまる。文科省の公立高校整備

状況調査 

 2.7  中央教育審議会（文科相の諮問機関）

「第 3次学校安全推進計画の策定」を

末松信介文科相に答申 

    中教審の「個別最適な学びと協働的な

学びの一体的な充実に向けた学校教育

の在り方に関する特別部会」が、初会

合を開く 

    大学入試センター、大学入学共通テス

ト（共通テスト）の最終集計結果を発

表。平均点は、数学Ⅰ・Ａ、化学など

7科目で、前身のセンター試験を通じ

過去最低に 

 2.15  文科省、大学飛び入学制度の活用促進

のために、大学で 16単位以上修得した

 

 

1.20  児童生徒書写作品展作品搬入 

1.21  児童生徒書写作品展（～25日） 

 

 

1.25  児童生徒書写作品展作品搬出 

 

 

1.26  小中一貫教育に関する日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1  第 74回児童生徒造形作品展作品搬出 

                  （1日目） 

2.2  特別支援学級新担任者研修講座⑤ 

    神奈川県小学校教育研究会相模原大会 

    第 74回児童生徒造形作品展作品搬出 

                  （2日目） 

2.3  生徒指導担当者研修講座⑩ 

2.4  支援教育研修講座⑥ 

    令和 4年度第 1回小・中学校教育課程研究会

運営委員会 

2.5  修学旅行（～9日）【横須賀総合高（全日制）】 

 

 

 

 

2.7  中学校校長会 

2.8  小学校校長会 

2.9  国際教室担当者連絡会② 

    教科用図書事務担当者会③ 

    横須賀市学校保健大会 

 

 

 

 

 

 

 

2.15  市制施行記念日 115周年（休業日） 

 

 

 

 

1.21  教職 5年経験者研修講座④ 

1.22  よこすか子ども発明展・よこすか子ども

科学賞（みんなの理科フェスティバル） 

1.25  教職 1年経験者研修講座⑥ 

 

 

 

 

 

 

1.27  神奈川県教育研究所連盟研究協議会 

 

 

 

 

1.28   中堅教諭等資質向上研修講座⑧ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1  初任者研修講座⑯ 

 

2.2  新任総括教諭研修講座④ 

    ICT担当者会② 

 

 

 

2.4  学校情報化推進部会Ⅰ-④ 

    学校情報化推進部会Ⅱ-④ 

 

 

 

 

 

 

 

2.8  学校情報化推進部会Ⅲ―③ 

2.9  学校情報化推進部会Ⅴ-④ 
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飛び入学者に高卒資格を与える「高等

学校卒業程度認定審査（仮称）規則案」

を公表 

 2.22  末松文科相、新型コロナ感染で共通テ

ストの本試験、追試験を受けられず、

各大学の個別入試のみで合否判定され

る受験生は、全国で 17大学延べ 22人

（21日時点）と公表 

 2.25  政府、教員免許更新制の廃止を盛り込

んだ教育公務員特例法と教育職員免許

法の改正案を閣議決定。更新制は法案

施行日の 7月 1日に廃止 

    政府、子供政策の司令塔となる「こど

も家庭庁」の設置法案を閣議決定。23

年 4月の発足を目指す 

    文科省、初等中等教育政策の改革方針

を示した「教育進化のための改革ビジ

ョン」を発表 

 

 

 3.1  政府、消費者契約法改正案を閣議決

定。成年年齢の引き下げに伴い、事業

者が「消費者の知識および経験を考慮」

することを努力義務に 

 3.4  政府、児童虐待防止対策の強化などを

盛り込んだ児童福祉法改正案を閣議決

定 

 3.9  日本中学校体育連盟（中体連）、23年

度から全国中学校体育大会に地域スポ

ーツ団体などが出場できるよう参加資

格を緩和する方針を各都道府県に通知 

 3.10  21年に発生した校内暴力事件は 587

件（前年度より 80件増）、このうち小

学校は 159件（同 53件増）と大きく増

加。警察庁まとめ 

 3.14  文科省の検討会議、コミュニティ・ス

クール導入の加速化を求める「最終ま

とめ」を公表 

 3.15  21年の 19歳以下の自殺者は 750人。

警察庁まとめ 

 3.22  小学校高学年への教科担任制導入の

ための教員定数増などを盛り込んだ

22年度政府予算が、参院本会議で賛成

多数で可決、成立 

 3.25  文科省、21年度「日本語指導が必要

な児童生徒の受入状況等調査」の結果

（速報）を公表。公立学校で日本語指

導が必要な児童生徒は 5万 8353人（21

年 5月 1日現在）、うち 2704人（4.6％）

が特別支援学級に在籍していることが

判明 

    義務教育年齢の外国籍の子供 13万

3310人のうち、１万 46人（7.5％）が

不就学または、不就学の可能性がある

ことが明らかに。文科省の 21年度「外

国人の子供の就学状況等調査」 

 3.28  文科省と国立教育政策研究所、21年

度、「全国学力・学習状況調査」の「経

年変化分析調査」の結果を公表。比較

可能な 21年度と 16年度の学力テスト

問題の成績を比べ、新型コロナ禍の学

校休業による学力低下は見られないと

分析 

  3.29  文科省、23年度から使用する高校

「論理国語」「日本史探究」などの教科

書検定結果を発表。新学習指導要領に

2.16  支援教育コーディネーター連絡会⑦ 

    学校保健研究会養護教諭部会研究発表会 

2.17  第 109回神奈川連合小学校長会研究大会 

             （横須賀市文化会館） 

    神奈川県公立中学校長会 2月総会 

             （横浜・県教育会館） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.1  高等学校卒業式 

 

 

 

 

3.7  中学校校長会 

3.8  小学校校長会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.15  諏訪幼稚園卒園式・閉園式 

    給食終了（養） 

3.16  大楠幼稚園卒園式 

    生徒指導担当者研修講座⑪ 

    給食終了（小・ろう） 

3.17  小学校卒業式（1～4部会） 

3.18  小学校卒業式（5～8部会） 

3.23  修了式（幼） 

3.25  修了式 

3.26  学年末休業開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.16  第 12期教師塾⑤ 

     校務情報化研修④⑤－１ 

 

2.18  校務情報化研修④⑤－２ 

2.19  土曜科学教室 

 

 

 

2.25  校務情報化研修④⑤－３ 

2.28  長期研究員研究発表会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2  第 12期教師塾⑥ 
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対応した主体的学びを促す内容が増加 

 3.31  文科省の「特別支援教育を担う教師の

養成の在り方等に関する検討会議」、新

任教員が採用後 10年目までに特別支

援学校・学級で複数年の勤務経験を積

むことなどを求める報告をまとめる。

同省は同趣旨を都道府県教委などに通

知 

    文科省、高校などにおける外国人生徒

への日本語指導を小中学校と同様に

「特別の教育課程」として、修了単位

に認定する省令を公布。4月 1日から

施行 

 

 

3.31  退職辞令交付 
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